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フランスの旅から

１
１
１ 岡山隆

最近、国内では阪神大震災から殺伐とした事件を経て、一つはボランタリ活動がある程度定着をみせ、もう一つは

宗教法人を真剣に考えようとしている。経済面では金融に種々 問題が浮き彫りになり、不透明感を抜き取れずにいる

ようである。さて、フランスの経済は比較的落ち着いており、人々 の顔にも明るさが戻ってきたようである。大統領

がミッテランからシラクに変わり、社会党と共産党が政権から去ったので、ストライキが行われやすくなるのではと

いう懸念の声も微かながら耳にした。ところで、日佛関係では、フランスの南太平洋での核実験が影を落としている。

これにたぃする両国の反応の仕方は過去の歴史的な経験の相違が大きく働いていると言えよう。それぞれの国には、

勿論賛否両論が存在している。フランスは数次にわたる苛酷な被占領下での耐えがたい生活があった。これをくり返

させないためには核武装が必要であり、核兵器の保有は核戦争の抑止力として有効であるとの見方を大部分の人々 が

容認しているのである。わが国は世界最初の核兵器の犠牲者であると言うきわめて重い体験からどうしても、また人

道的にも許せないのである。浪費と破戒は経済学では避けねばならないものであろう。こんな会話をフランスで交わ

したが、パリの町の辻辻にある大きな広告塔には大相撲パリ興業を告げる貴乃花の写真が目に付いた。一方、パリ大
学に立ち寄ったところ余りに厳重な警戒であり、その理由を聞くと、爆弾テロがあった以上しかたがないとの答えが
返ってきた。この警戒はノートルダム聖堂でもルーブル美術館など歴史的記念物は勿諸デパートでも、スーパーマー

ケットでも行われており、パリ市民はこれを容認しているが、学生はおそらく学習や研究意欲を削がれていることだ

ろう。こんなパリを出て、地方や田舎を久しぶりに旅をした。去る3月に定年になったのを機会に4年ぶりのフラン

ス訪問である。地方都市、農村は昔どおり静かでのんびりしていて、機械化が進んでいる。葡萄の葉は色ずき始め、
実り豊かに見えた。工業の地方分散計画も進んでいるように思えた。また、パリとその近郊を除き外国人労働者の姿
を見ることも稀であった。そして、それぞれの地方が生活や建設や料理で郷土色を大切にしているのに感銘を受けた。
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こうした多様性と個性の尊重が独創性を育てる根底をなしているのかも知れない。

パリの北40キロのところにあるシャンティイに出かけた。城、森、競馬、そして見事な図書館のあることで知られ

ている。ここであまり日本で知られていないものを発見した。シャンティイには有名人や資産家が住宅や別荘をもっ
ている。駅に近くて閑静な所の木立に包まれた余り目立たない門構えの住宅に控えめな表札が目に入った。Fonda-

tionRothschild,Maisondeconvalcscenceと読めた。ロスチヤイルド基金はわかるが、つぎの回復の家とはどんな
ものなのかという疑問が湧いてきた。そこで思いきってベルを押した。門が開くと、英国風の庭で、その奥に立派な
20世紀前半の煉瓦と石の邸宅が見え、それに連続した近代的な増築部分がある。一階はロビーと食堂だろう。二階と
三階は病室のようである。老人ホームにしては若い人が多い。ロスチヤイルド家の土地と邸宅の寄付をうけて、作ら
れた施設なのである。このような施設は日本には存在しない。これは病院のベッドを効率よく利用するための施設で
ある。例えば手術を受けて、退院はできるが、すぐには社会復帰は困難だと医者が考えれば、この施設を利用する。
そうすれば、退院力埠くなり、病院の効率も良くなり、病人にとっても好ましいのである。

今回フランスを旅して、経済学のみではなく、発想とその具体化についても学んでおくべきものを見つけたことが
成果と言えばいえない事もない。次に訪れるときは経済問題と経済理論にも触れてきたいし、友人とも語り合いたい
と思っている。1995年秋

（早稲田大学名誉教授）
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特集／第四回日仏経済学会議「資本蓄積と調整様式：日仏比較」（その2）
’

トヨタ生産システムと労働

岡山大学清水耕一

トヨティズムがアフター・フオーデイズムの時代の産

業モデルの一つであることは一般に認められている。し

かしトヨティズムのダイナミズムはどのように説明され

るのであろうか。しばしば、日本企業の産業組織、労使

関係あるいは経営の一般的性格によってこれを説明しよ

うとしているが、トヨテイズムは「日本的経営」あるい

は日本的な労使関係一般によって説明されえないであろ

う。なぜならそれらのものはトヨテイズムの一般的環境

をなすにすぎないからである。さらに日本企業のすべて

が等しく効率的であるわけでもない。したがって、トヨ

テイズムのダイナミズムを説明するためには、トヨテイ

ズムを一企業の独自なテクノロジー、独自な社会関係お

よび独自な企業文化からなる産業モデルとして理解する

ことが重要である。

トヨティズムの核心は周知のようにトヨタ生産システ

ム(TPS)であり、TPSなしには石油ショック以後の日

本経済の良好なパフォーマンスは記録されえなかったか

も知れない。このTPSは反テーラー＝フォード主義的な

組織イノベーションとして性格付けることができるであ

ろうが、ピオーリ＝サーベル［1984］の示すようなフレ

クシブル．スペシャライゼーションではない。すなわち

TPSは生産費の大幅な上昇を伴うことなく、逆に規模の

経済を実現しつつ製品の多様化をなしうるフレクシブル

な生産システムである。第一次石油ショック直後の日本

経済の様に、西欧企業はこのような方向に企業再建の道

を求めることができようが、しかしTPSは導入すればす

ぐ使えるような工場プラント・システムではないo

さらにTPSは純粋な技術体系ではない。生産労働組織

としてのTPSは独自の労使関係あるいは資本賃労働関係

の上に成り立っている。事実、トヨテイズムにおける労

働者の動員様式は日本においても全く特殊なものである。

能率至上主義的であると同時に平等主義的なイデオロギー

によって、トヨティズムは労働者を企業共同体の構成員

として処遇するが、それは人的資源がトヨテイズムの生

産性と競争力の原動力であることを意識してのことであ

る。したがってトヨテイズムは労働者を交換可能な機械

の歯車として扱うのではなく、労働者を「飼い慣らす」

のである。こうしてトヨテイズムの高い効率は、一方で

の労働生産システムの合理化と、他方での企業内人間関

係という二つの要因を微妙に調合することによって、実
現されることになる。

もちろんトヨテイズムはついに発見された「理想的な」

システムではない。すべては相対化されねばならないし、

また新しいものは「純粋な形態」で現われるのではなく、

ハイブリッドな形態で現われる。トヨテイズム自体が日

本社会において様々 な社会問題を引き起こしているので

ある。長時間労働－トヨタの年間総労働時間は1990年に

2350時間に達している－、仕事のきつさに比べて低い賃
金、労働者・下請け業者および運送業者の自動車産業に
対する幻滅といったものがそれであり、労働力不足がこ

うした諸問題を象徴している。さらに、日米貿易摩擦に
おいてTPSの一構成要素である生産系列の閉鎖的で暖味
な取引慣行が批判されている。一言で言えば、トヨティ

ズムは現在、国内および国際的な社会的挑戦に直面して

いるのである。こうして社会的に、トヨティズムは新し

い次元に、すなわち手探りにではあるが生産システムの

人間化の方向に発展するように余儀なくされるように思
われる。

以下では、トヨティズムの主要な構成要素の概略を発

生史的に示したうえで（第1章)、TPSにおける組織テ

クノロジーと労働様式を示し（第2章)、労働者の動員

様式とトヨテイズムが現在遭遇している労働の危機を説
明することにする（第3章)。本稿は以上を通じてTPS

の組織上の基礎とトヨテイズムにおける賃労働関係のミ
クロ・レギユラシオンを示すことにしたい。

’

|｜

■L 聾
－3－

■■■ F‐凸司一一一q
＝凸司一一一日

P -両一一一一一言三一一一画一一一一一一一一一一,__

－ －－－
－－－

寺

彦一



灘灘藍蕊繼蕊 鍵 灘 …
識蕊蕊:識職灘辮騨雛辮錨騨難蟻溌韓蟠識騨蝉鍵轆雪堂壁

ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

JITを具体化することになった。すなわち、客（後工程）

が商品（必要な部品）を店（前工程）に求めに来るので

あり、店（前工程）は売れた商品のみを補充（引き取ら

れた分品を生産）するだけでよい、という「後工程引き

取り」原則と伝票としてのカンバンの使用である。

ダを徹底的に排除することによって生産費を低下させよ

うという原価低減思想である。トヨタの社内教育テキス

トは「トヨタ生産方式の根底に流れているのは、徹底し

たムダの排除の思想である」と強調している（トヨタ

[1975])。ストックや不生産的活動といったムダの排除

は、利潤を増加させるためには原価を低減しなければな

らないという考えに由来する。したがってトヨタにおい

て製造工程を改善する際の経済的判断基準は、ムダの排

除による原価低減である。しかもこの原価低減は労働に
向けられる。

歴史的に見れば、テーラーの科学的管理と、フォード

の流れ作業は、労働時間中の不生産的時間を短縮するこ

とによって生産時間を増加させ、生産性の上昇と利潤増

加を図ったものといえる(M.Aglietta[1974])｡TPS

における工程改善活動は不生産的活動、従って不生産的

時間を削減して労働を最大限に活用しようとするもので

ある。事実、トヨタによれば生産的労働とは実際に付加

価値を生産する行為のことであり、その他の不生産的活

動は可能な限り排除されるべきものである。さらにトヨ

タは工数低減のための工程再編成によって生産的労働の

一部を不要なものにし、これを省いていく（省人化)。

この方向では、TPSは極端なまでに労働を強化するシス

テムであるように見える。

ジャスト・イン・タイム生産と自動化の発展はこのよ

うな経済計算と能率至上主義的イデオロギーによって方
向づけられてきたのである。

第，章「トョテイズム」なるもの：組織原理と当てることにしたい。
社会的ファクター

第1節TPSの発展を方向づける諸原理

青木昌彦［1989］［1990］は産業上のコーディネーショ
ンの｢Jモデル」という表現のもとで、日本的経営のTPSの発展を方向づけている二つの原理は「ジャスト・
合理的．一般的性格を理論化し、Jモデルをアメリカ的イン・タイム生産」と「自働化」である。この二つの原
な、したがってテーラー＝フォード主義的なHモデルと理はトヨタ・グループの二人の創設者－豊田自動織機の
根本的に異なるものとして性格づけている。すなわち、創設者豊田左吉とトヨタ自動車の創設者豊田喜一郎一が
Jモデルの特徴は、知識の共有を基礎とした作業者間の考え出したものであるが、前者が社会的技術的分業の組
水平的コーディネーション、モティベーションと昇進の織原理を示すものであるとすれば、後者はシステムの合
ための内部競争を刺激するランク・ヒエラルキー、そし瑠上の様式を示している。そしてこの二つの原理の背後
て銀行による金融コントロールであり、経営者の決定はには原価低減思想が存在する。
労働者および銀行－これにサプライヤーを加えることが
できよう－の利害関係によって影響を受けることになる、ジャスト･イン゙タイム生産(JIT)
と（青木［1990])。水平的コーディネーションとランク．JITは、それ自体としてみれば、必要な部品を必要な
ヒエラルキーに関する指摘は、西欧企業の組織原理とJときに必要なだけ購入すればよいという考えであり、生
モデルを比較するとき、適切な性格づけであるように思産システムが上流から下流までJITの理念で組織される

われるが、経営者が株主の利益と従業員の利益の仲裁者ならば、企業は在庫なしに生産でき（その理想形態は、

である（青木［1989])、あるいは銀行による金融コント現在のニュー・プロダクション・システムNPSの信奉者

ロールという側面は受け入れ難いように思われる。なぜたちが追及している様に、在庫ゼロである)、したがつ

なら、株主の相互持ち合いおよび安定株主工作によってて運転資金を節約できる。こうしてJITは資本の回転速

安定経営を計る日本企業では株主の利益は重視されてい度を高め、また生産の連続性を保証するために必要とな

ないし、また企業と銀行の関係は財閥系企業と独立系企る不生産的費用の削減を可能にする。
業とでは異なるばかりでなく、一般に取引銀行が経営に 豊田喜一郎は、創成期の資金難からこのような考えを

介入するのは危機的状況に陥った場合のみであると思わ持つようになったと伝えられているが、このことはマク

れるからである。このような留保を付けたうえで、日本ロ経済的制約によっても強制されていた。もしH.フォー
企業の行動様式を利害関係をもつ経済主体間一親企業ドが行った様に大量生勵呵能ならば､規模の経済によっ
（経営陣)、労働者、部品メーカー（協力会社）等一にりて単位当り生産費を低下し、その結果として価格低下を
スクを分散しつつ、共同の、そして相互的な利益を最大実現しつつ利益の増加を期待することができるであろう。
化しようとする傾向によって性格づけることができるでしかし戦前および戦後直後の経済状態においては、低い
あろう（青木／小池／中谷［1986]、中谷巌［1987])。

技術力水準は別にしても、狭陰な市場のゆえに、アメリ

とはいえ、このような日本的経営の一般的性格づけに力的な大量生産は不可能であった。したがって、JITは
よっては、トヨテイズムの生産的基礎、あるいはトヨタ小・中規模生産の収益化という目的を持っていたと考え
が日本の代表的企業になった理由を説明しえない。しかられる。このような事情から、生産システムの近代化の
も、自動車メーカーの比較研究は資本賃労働関係､製品ために1950年にフォードのリバー．ルージュエ場に送ら
戦略､技術開発に対する考え方におけるメーカー間の相れた使節団は、最新の工作機器や連続的生産の考えなど
連を明らかにしている（伊丹その他[1988]，兵藤／戸に関心は示してもフォード主義的労働生産組織に関心を
塚[1991])。したがって以下ではトヨテイズムの組織理示さなかったのであろう。組織原理については、大野耐
念と社会的ファクターを示すことで、その特殊性に光を一はスーパー・マーケット方式に着目し、これによって

自働化

自働化の基本的な考え方は豊田左吉の自動織機の開発

理念に基づく。自働化は、機械の作動中にアノマリーが

発生したとき、機械が自動的に停止するような装置を機

械に装備することを意味した。それは直接には、機械の

故障が不良品を大量に生みだすのを避け、原材料および

生産時間の浪費を避けようとするものであるといえるが、

それはまた同時に、労働力の節約を意味する。豊田紡績

はこうして女子工員が40台近くの織機を監視したと言わ

れている（大野［1978])。従って、機械の自働化は同時

に労働力の節約と、時間および原材料の節約を目的とす

るものであった。しかし、自動車製造においては、同一

機械で大ロット生産を行なうのでないかぎり、同一機械

の多台数持ちは行なえない。「一個流し」を原則とする

JITでは、大ロット生産は採用できない。したがって

トヨタでは、大野耐一の努力によって、一時的に同種機

械の多台数持ちという段階をへた後、自働化された異種

機械を製造工程順にならべた直線ライン、さらに石油ショッ

ク以後にはU字ライン、連結U字ラインという工程レイ

アウトとを発展させることになった。それはまた、こう

した異種機械を操作し監視する作業員は多能工でなけれ

ばならないということを意味する。たとえ機械が単純化

され、労働者の仕事が加工部品の設置や取り出し、機械

を作動させるためのスイッチをいれるという単純な作業

でしかなかったとしても（旧熟練の解体)、彼はまた機

械を微調整し、初歩的な保全・修理をも行なわなければ

ならない。したがって、機械の自働化は労働力の節約を

意味するとともに、多能工の養成を不可決の要件として

いる。
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第2節トヨテイズムの社会的ファクター

TPSは上記の組織原理と原価低減思想によって構築さ

れ発展してきた。しかし戦後におけるトヨタの発展は、
テクノロジー要因だけで説明できるものではなく、社会

的諸要因を考慮しなければならない。そのような社会的

要因として以下ではトヨテイズム的労使関係の成立事情、

経営理念の確立および生産系列の形成について概観して
おこう。
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原価低減と生産至上主義的イデオロギー

さらに、この二つの組織原理はもう一つの思想によっ

て方向づけられている。それが物的および人的資源のム
1950年争蟻と労使共同宣言一トヨティズム的労使関係

戦後、日本経済の安定化のためのドッジが採用した緊
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また無借金経営を原則に既存設備の能力拡張ではなく工

場の増設を目的に利潤の再投資を行なうことによって、
自分の城は自分で守る。

・すべての生産ユニットを豊田市に集中し、その周囲

にサプライヤーと下請け業者を配置するという地域主義。

これによって海外直接投資が抑制され、1980年代中頃ま

で輪出力蓮視された。

・労働者のノウハウの動員と、フォードに学んで導入

したQCサークルや提案制度を通じて品質改善および原

価低減に労働者を参画させること。

・苦労をいとわず、また「金にならないムダは徹底的

に排除する」ような「田舎者」的精神への執着であり、

ここから無借金経営が目的化される。

・サプライヤーや従業員を協力者として平等主義的に

扱う家族主義。

トヨティズムは無借金経営と巨額の内部留保、TPSと

いう組織イノベーションと家族主義的労使関係、そして

生産系列とグループ企業間での株式相互持ち合い、さら

には世界市場の10％のシェアを確保しようという「グロー

バル10」といった攻勢的な商業戦略によって知られてい

るが、これらは石田退三の時代に軌道にのせられたとい

えよう。さらにしばしば見落とされがちであるが、神谷

正太郎によって販売網が整備されたのも石田退三の時代

であった。要するに、トヨタは1950年以後に石田退三の

もとで近代的な、しかもオリジナルな企業に生まれ変わっ

たのである。

’ 3）会社は人的資源が会社の発展の源泉であることを認

めて労働条件の改善に努めるが、他方、組合は生産性の

向上の必要性を認めて進んで会社に協力する、である。

従ってここでは、企業は経営者と従業員の共同体である

と理解され、両者は自分たちの企業の発展のために協力

するという考えが示されている（｢車の両輪」論)。そし

て上記の考えは以下のようなものとして定式化すること

ができよう。すなわち、企業に利潤を保証し、従業員に

生活水準の向上を約束する生産性の向上のために、経営

側と組合は相互信頼に基づいて協力するということであ

る。ただしこれは、組合による経営側の決定権の承認を

前提にしている。

したがって労使間の「コンセンサス」はトヨタにおい

ても労働組合運動の自主性を犠牲にしてうみ出されたの

である。完全に無力化することによって、組合は人事管

理の一機関になったように見える。このようであってみ

れば、中谷［1987］が指摘するように、日本的労使関係

はトヨタにおいても他企業と同様に戦後に生まれたもの
であること力轆認できる。

は、何よりもその時代の社会的・技術的コンテクストの

なかで必要な品質を持った部品の供給を確保するためで

あった。戦後日本の技術水準は低く、また日本の自動車
メーカーがGMやフオードのような垂直的統合生産を行

なうには資金も市場も欠いていたからである。

確かに、サプライヤーの近代化は通産省の数次にわた

る機振法（1956年、1961年、1966年、1971および1978年）
によって促進された。高品質低価格の部品供給体制の確
立を目的とした機振法は、サプアイヤーに補助金や低利
の融資によってのその経営規模拡大や西欧先進技術の輸
入による技術水準の向上に貢献した。このように政府の
援助はサプライヤーの近代化に貢献したのではあるが、
しかしメーカー自身がサプライヤーの価格・品質競争力
の向上のために援助していた。自動車産業においては、
機材や原材料を貸与したり、技術や生産管理に関する助
言やノウハウの提供によって、メーカー自身が自己のサ
プライヤーや下請け業者を育成してきたのである。要す
るに、サプライヤーは国家の資金援助を得ながら、メー

カーによって育成されたのである(cf.,佐藤[1988])。
半ば社会的文脈によって強制されたとはいえ、系列取

引は中小企業の技術進歩に貢献したのである。その中に
は大企業となり、メーカー以上の技術力を獲得して自立
性を強めた企業も存在する。このようなサプライヤーの
高い技術水準がサプライヤーの競争力の一翼をなしてい
ることを忘れてはならないであろう（伊丹その他[1988]、
中央大学経済研究所[1990])。この点から日本において
｢系列」が組織された理由を理解できる。しかもトヨタ
はサプライヤーや下請け業者を「協力会社」として位置
づけ、しかもこの30年間にトヨタとの取引を辞退した企
業が希にしか見られないことに留意する必要があろう。

縮政策によってトヨタは他の諸企業と同様、資金不足と
デフレーションによって経営危機に落ちいった。トヨタ
では、1949年に販売代金の2億5千万円が回収不能となっ

た。合理化の努力にもかかわらず、トヨタは経営危機か
ら立ち直ることができないばかりか、さらに経営を悪化

させ、賃金の支払も不可能になった。要するに倒産寸前

の状態に陥ったのである。トヨタの経営陣は労働組合に

一人の労働者も解雇しないと約束したのであるが、結局

はトヨタに資金援助を行なった銀行団の要求にしたがっ

て、希望退職という形態で1600名の解雇を決定した。こ

のような労働の危機に直面していた労組は、賃金支払と

解雇撤廃を要求して1950年4月から2ケ月間にわたる大争

議に突入した。経営側にとっても選択の余地は限られて

いた。すなわち、倒産か、解雇による再建かの選択しか

残されていなかった。そして労組も争議発生からほぼ2

ケ月後に解雇を受け入れ、従業員の四分の一近くが退職

した。

この大争議後も労組は左翼活動家によって戦闘性を維

持していたが、1954年に組合執行部は労使協調派に握ら

れることになる。この推移は日産労組が労使協調路線の’
ために左翼活動家を弾圧していったのとは対照的である経営再建と経営理念の構築
（兵藤/戸塚[1991])。このようであってみれば、会社大争議の解決は、しかし会社再建を約束しなかった。
の許可を得ないと何もできないがゆえに、労組は存在しなぜならトヨタには競争力を持つ自動車を製造するため
ないも同然だと言われるほど、トヨタ労組が日産労組よの資金もなければ技術力もなかったからである。前者の
りもさらに協調的になった理由が説明されなければなら資金問題は朝鮮戦争によって解決された。アメリカ軍の
ない。この点､野村[1989,1991］によれば､少なくと軍需(全体でトラック5692台）によって得られた資金は、
も三つの原因があった。すなわち、経営側が組合活動家自動車生産を起動にのせるのに十分な額であった。後者
を昇格させて組合活動から引き離したこと、従ってかつの技術力については、トヨタは1950年に自動車製造の先

蘇暑筐’
ての組合指導者が会社側の職制になり、組合は彼らと対進技術を学ぶために、フォードに二つの視察団を送った。

れることになった。
このリストラクチャリングは豊田喜一郎の後を継いだ

この労組の協調的姿勢は1962年の労使共同宣言によっ職略ならびに「地域主義（三河主義)」は石田によって石田退ﾐのもとで進められた。トヨタの産業および商業

て公然と確認されることにある。この宣言の本質は以下設定されたと見てよいであろう。佐藤[1988]I二よｵ''ば、の三点にある｡すなわち､’)会社と組合は共同して自1980年代末までのトヨタの行動を支配していた「石田イ勤車産業の発展と、またそれを通じて日本経済の発展にズム」は、以下のようなものである。努める、2)労使関係は相互信頼に塾つかねばならをい
、純国産車の製造のための自主技術の開発Iごよって、

、

=胃，

生産系列の形成

本稿で取り扱う最後の社会的要因はサプライヤーと下

請け業者からなる生産系列である。すでに知られている

ように、系列内の取引関係は長期的で安定してており、

系列は企業間でリスクを分散し分かち合っている。とこ

ろで、浅沼［1984,1985,1989］や中央大学経済研究所

[1990]、佐藤［1988］などの研究によれば、系列取引は

支配の論理によっては十分に理解されえない。発注者で

ある大企業によるサプライヤーの系列化は、大企業が中
小の下請け業者の低賃金を利用したり、下請け業者に自

己のリスクと費用を負担させるためにのみ、行なわれた

わけではない。サプライヤーの系列化が行なわれた理由

以上のように、トヨテイズムはアメリカの自動車産業
とは異なった困難な社会経済的環境のなかで生まれた。
フォーデイズムとは異なった社会経済パラダイムをもっ
て、トヨタは独自な生産システムと社会関係を発展させ
たのである。さらに、トヨタは同業他社が輸入技術によっ
てフォード主義的な生産を行なっていたときに、独自な
テクノロジーを発展させたのである。生産の流れという
フォードの理念を吸収しながら、トヨタはこれをフォー

－7－
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ドとは別の組織的原理の上で実現したのである。
このようにトヨテイズムは独自の産業モデルと企業文

化からなっている。従って、トヨテイズムを、「伝統的
な日本文化」あるいは日本固有の社会関係によって理解
しようとすることは、誤りである。しかも、テクノロジー
という言葉について設備テクノロジー（道具、機械、情
報機材等）と組織テクノロジーを区別することが許され
るならば、トヨタの独自なテクノロジーは組織テクノロ
ジーである。トヨテイズムの効率性はその独自な社会関
係に基づく組織テクノロジーに由来する。そしてトヨテイ
ズムの海外移植を考えた場合、基礎となっている社会関

係は、西欧社会に移植可能な要素と、日本いおいてさえ
も是正すべき要素とをともに含んでいると考えられる。
産業モデルは「純粋な形態」でではなく、そのようなハ
イブリッドな形態でしているのである。それを明確にす

るために、以下ではトヨテイズムの組織テクノロジーと

賃労働関係を検討しよう。

第2章TPSにおける組織テクノロジーと労働

TPSはトョテイズムの核心である。トヨタが自主技術

の開発を決意したのは、朝鮮戦争後のフォードとの提携

が不可能になった後であり、周知のように、自主技術で

あるTPSの構築は大野耐一に負っている。

ところで、先に言及したスーパーマーケット方式の導

入は、当初、製造工程を同期化する手段が存在しなかっ

たことから、スムーズに行なわれたわけではない。この

スーパーマーケット方式を円滑に機能させるための手段

としてカンバンが発明された。カンバンは1953年に導入

され、1962年頃に全工場で正式に使用され、1965年から

は一次サプライヤーへの適用が始まった。カンバンそれ

自体は、部品の名前、数量、製造者、納入場所、納入日

時等を記した小さな紙片であるが、カンバンがこのよう

な情報媒体であるがゆえにカンバンの流通が生産を組織

することになる。こうして1966年頃、JITはカンバンに

よって機能するスーパーマーケット方式として現実化し

たのである。同時に、リアル・タイムの情報管理システ

ムを導入することで、トヨタは独自の生産指示システム

を生みだした。それが旬間オーダー・システムであり、

これによって生産が計画的に行なわれ、カンバンは日々

の生産の微調整手段として機能するようになる。このよ

うにしてトヨタは受注した車を1ケ月以内に引き渡すこ

とができるようになった。さらにこの時期に、量産体制

力獲った。もちろん、トヨタの量産体制は、同社の生産

と労働についての組織テクノロジーがフォードのそれと

異なることから、フォードの大量生産方式とは異なって

いる。

その後、TPSは1970年のセリカの発売時に（意識的な

追及は石油ショック以後)、「フレクシブルな」生産シス

テムに発展し始める。60年代末には小型車ブームが終わ

り、市場が停滞し始める。トヨタの戦略は車種車型の多

様化であった（1970年で8モデル、1985年では17モデル)。

たとえば、1970年のセリカの場合、基本車型は28(エン

ジン3，外装3，内装3の組み合わせと1GT)であり、そ

の他に無数のオプシヨンカ可能であった。しかもセリカ

についてはデイリー・オーダー・システムが採用され、

受注から発注までの統合管理システムの導入によって、

生産は毎日のデイリー．オーダーによって行なわれた

（このシステムは他のモデルには適用されなかったし、

生産を不安定にしたことから後に放棄され、新しい旬間

オーダー・システムに統合される)。

このような段階をへて、TPSは同時に規模の経済を実

現すると同時にあらゆるムダ（固定資本、流動資本およ

び労働）を排除して原価低減を行ないつつ、需要の多様

化に応えるとともに、顧客の欲求を多様化させるシステ

ムとして発展した。さらにTPSは大企業のみならず中小

企業においても適用可能なものであり、今日では日本産

業の一財産となっている（中央大学経済研究所［1990])。

この点、TPSは大企業にしか適用できないフォード‘シ

ステムとは異なっている。

第1節ジャスト、イン．タイム生産のための諸装置と

労働

JITの考え方は、現時点では、「必要なものを、必要
なときに必要なだけ、各々の工程に供給できること」と
定義されている（トヨタ［1975]、大野／門田［1983])。
生産と労働はこの考えに従って組織されなければならな

－ 8－
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い。以下ではTPSにおける組織イノベーションの意義を

明らかにするために、TPSのための諸装置とTPSにおけ
る労働を簡単に見ておこう。

生産の紅職者としてのカンバン

まず第一に、カンバンは工程間、工場とサプライヤー

間のコミュニケーション手段であるということに注目し

よう。生産情報のキャリアーとして、カンバンが生産を

組織するのであって、カンバンを単なる在庫管理の手段
として理解すべきではない。

引取カンバンと生産指示カンバンによって、トヨタは

スーパーマーケット方式を機能させる。組立職場の場合、

ラインの先頭に生産指示（｢貼り紙」情報）が与えられ

る。ライン労働者はこの生産指示に基づいて必要な部品

を車体に組み付けていく。部品はライン側の部品箱に入っ

ている。未使用の部品箱には引取カンバンが付けられて

おり、この箱の部品を使用し始めるとカンバンを外して

決められた場所にカンバンを置く。このカンバン枚数が

一定枚数になると、この工程は部品置き場に看板枚数と

同数の部品箱をとりにいくことになる（実際には同じ課

に属す運搬担当者が行なう)。部品置き場の部品箱には

生産指示カンバンがついており、後工程が部品箱を引き

取るときに、このカンバンを取り外して所定の場所に置

き、代わりに引取カンバンを付ける。取り外された生産

指示カンバンは、一定枚数に達すると、前工程に送られ、

同工程に対する生産指示になる、等々 。このカンバン．

システムはサプライヤーにも適用されるが、この場合は

外注カンバンが使われている。

このようにして、カンバンが持っている生産指示情報

が流通し、TPSによる生産力湘織され秩序付けられるの

である（図表1)。生産指示はボディー・ラインの先頭

に与えられ、以後は、塗装ライン、組立ラインの順で工

程が進むにつれて各ラインの先頭に確定生産指示が与え

られる（とくに塗装ラインで組立順が変わる)。そして

各ラインが使用する資材、部品等については（プレスエ

程に対しても)、すべてカンバンの流通によって生産指
示が与えられる。このような意味で、TPSは中央集権的
なテーラー主義的情報化とは異なった分権的方法で、生
産システムの情報化を行なっているのである。

図表1：トヨタ生産システムに置ける情報と物の流れ

協力会社

注）点線は情報の流れ、実線は物の流れを示す。

このシステムにおいては、在庫の形成は情報の滞留を
意味し、システムの円滑な機能を阻害することは明らか
である。すなわち情報の冗長性（意図せざる在庫）や工
程間のコミュニケーションを乱す雑音の発生は許されな
い。そしてこのシステム内に雑音が発生するとすれば、
それは人間とその活動から発生するであろう。したがっ
て後に見るように、トヨタが労働者を力で支配する代わ
りに「飼い慣らそう」とするのは、合理的であろう。ま
たサプライヤーに在庫を押しつけて苦境に立たせるより
も、トヨタの注文に欠損なく応えられるようにすべく、
サプライヤーがTPSを導入するように支援することにも
なる。最後にこのスーパーマーケット方式がうまく機能
するためには、生産が平準化されなければならないとい
うことを付け加えておこう。なぜなら生産量が頻繁に、
しかも大幅に変動するようなことがあれば、労働者やサ
プライヤーの作業負荷が大きくなりすぎ、システムカ覗
乱するからである。この問題に立ち入る前に、まず製品
の多様化問題を検討しておこう。

範囲の経済とサイバネティックス的労働

需要は多様化し、さらには個人化されつつある。した
がって、メーカーは頻繁にモデル・チェンジを行ないつ
つ（トヨタでは4年毎にフル・モデルチェンジを行ない、
2年目にマイナー・チェンジを行なっている）、製品ラ
インアップを拡大し、車型数を増加させることになる。
問題は、定休者から高級車まで、多くの車型を持った車
種によって構成される製品ラインを、製造費を上昇する
ことなく実現することであろう（製品のフル．ラインを
持っているのはトヨタと日産のみであり、ホンダは一定
の領域に参入して成功している)。
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標準作業を部下の前で実際に行ない、説明しなければな労働者）ではなくノウハウを動員する多能工（たとえサ
らない（班長は組長を助けながら、現場管理者としてよイバネテイツクス的労働に従事しているにしても)、等。
りもプレイング・リーダーとして行動する)。このようこうして両者の間には社会技術的パラダイム変換力認め
な作業編成は日本でもかなり特異であろう。しかもこのられる。このようであってみれば、TPSはテーラー主義
ように作業力湘織される組は、ボルボの反自律的作業狂とフォード主義に続く生産と労働の組織テクノロジーに
とのある程度の類似性をもっている（同じではないのはおける「大イノベーション」であると見てよいであろう
もちろんであるが)。いずれにせよ、会社は現場の組の（この場合、イノベーションであるといっても先行のも
作業に関しては組長に一定の権限を委ねている。この点のとの連続性を否定することはできない－これはテーラー
はジョブ・ローテーションや他工場・他工程への応援者主義やフォード主義にも当てはまる)。
の人選に関しても同様である。別の観点から言えば、こ

れらの決定力混主的に行なわれるか否かは、組長の在り第3章労働者の動員様式
方に依存しているのである。たとえば標準作業の作成に

あたって、会社は組長に部下の意見を聞くように指導しところでトヨタにおける労働者の作業負荷がかなり厳
ているが、部下の意見を聞く組長もいれば、一切聞かなしいものであることはよく知られている。しかしTPSは
い組長もいるのである。労働者の自発的な参画なしには機能しないのである。そ
では、フォーディズムとトヨテイズムの関連はどのよれゆえに、トヨタは従業員との良好な関係を維持せざる
うに考えたらよいのであろうか。R.ボワイエ[1991]を得ないのであり、労働者を力で支配するのではなく、
はトョテイズムをH.フォードの考えの意図せざる実現、「飼い慣らす」のである。高賃金、OJTによる多能工の
あるいは現実主義的なフォード主義的プロジェクトと性養成、内部昇進、他社よりも有利な社内福利厚生事業、
格づけている。しかし組織テクノロジーを見るかぎり、持ち家取得のための資金援助等が、高密度・長時間労働
両者の間に根本的な相違を確認せざるを得ない。を償ってきた。さらにフォーマル(Qcサークルや提案
フォーディズムの主要な考え方は大量生産と大量消費制度）およびインフォーマル（社内団体）な組織が労働
の結合にある。大量生産はコンベアーの導入と、作業の者を会社に統合する役割を果たしている。そしてそこに、
細分化によって実現される。生産の流れという考え、お単なる「搾取」関係に解消しえない賃労働関係が存在す
よび組立ラインとつながる諸工程の生産の同期化というるのである。ある研究者たちはトヨタの労働者がアメリ
考え、さらには「ファイブ・ダラーズ・デイ」という高力のメーカーにおけるよりもはるかに単調でつらい仕事
賃金政策－その起源がどうであれ－もフォードの理念のを行なっているにもかかわらず、トヨタの労働者が仕事
なかに存在した。フォードは自分の生産システムによつに張り合いを感じているということに驚きを隠さなかっ
て在庫をもたない生産が実現できるとも考えていた。した。また新入社員が仕事のきつさのゆえに大量に離職し
たがってトヨテイズムとフオーデイズムとの連続性は当ていくのにもかかわらず、労働者が仕事に張り合いを感
然考えられる(cf.,大野[1978])。じているということに鷲きを隠さなかった（小山その他
しかしTPSは異なった組織テクノロジー（後工程引取[1985])。実際、「トヨタ．マン」と呼ばれるトヨタの労
原則に基づくジャスト・イン・タイム生産と自働化に基働者は、物的利益と引き換えに長時間過密労働に耐え、
づく工程編成）によって大量生産と生産の流れを実現しまた企業忠誠心を抱いていたのである。しかし、トヨタ
ている(Coriat[1991])。トヨテイズムは規模の経済は80年代末に労働の危機に直面した。
を無視してはいないが、これもフォード・システムとはよって以下では、物質的刺激となっている賃金制度と
根本的に異なる組織によって実現している（混流生産と昇進制度、および人間関係諸活動に注意を引くことによっ
多能工)。製品の標準化に代わる多様化と差別化、作業てトヨタにおける労働者の動員様式を見ることにしよう。
の細分化とOS(単一作業のみを遂行する最下層の特殊その結果として、トョティズム的賃労働関係は日本の一

場合は、図の「再配分」のように、工程改善を行なって

3名の作業員にタクト・タイム－杯（1分）分の作業を

割当て、残りの作業（0.4分相当）を4番目の作業員に割
当てるようにして、最後の一人の作業を無くしてしまう。

こうして作業のなくなった作業員はこの工程から省かれ、
以後この工程は4人の作業員が担当し、しかも作業量の
少ない作業員のポストは次期の改善による削減対象にな
る。「少人化」とはこのような作業改善による工数低減
および作業員数の削減を意味する（以上はトヨタ［1975］
に基づくが、同じことは門田［1986］に説明されている)。
もちろん、工程から排除した作業員は他の部署に配属

される（トヨタは優秀な作業員を「省く」ようにと指導
している)。こうして作業改善による少人化は、一方で

は過剰労働力の雇用を抑制し、他方では、内部移動によっ
て工場間、工程間の従業員配置のアンバランスの解消に

一役買っている（この点は応受援制度が主要な方法であ
るが)。実際、70年代には生産量が飛躍的に増加したに
もかかわらず、トヨタの従業員数はそれほど増加してい
ないが、その一因にこのような合理化があったと考えら
れる。さらに、少人化は工程改善の結果であるとはいえ、
当然のこととして労働強化を意味するであろう。

連結U字ラインの目的は月々の生産量の変動に応じて
作業者員数を調整することである（｢少人化｣)。図に示
きれるように、連結U字ラインによって生産量が低下し
た月には作業員数を削減し、逆の場合には逆にする。こ
の例ではサイクル・タイムが1月から2月に掛けて1分か
ら1.2分に延びているが、その代わりに作業員数は8名か
ら6毛に減少している。従ってサイクル・タイムの変化
に応じて、各作業員の作業数も変化すのであり、理屈か
らいえば生産量の変動にもかかわらず作業員の負荷は変
化しない。生産が増加すれば作業数は減少するがサイク
ル・タイムも短いのであり、逆に生産が減少すればサイ
クル・タイムは長くなるが、サイクル・タイム内に行な
わなければならない作業数が増加するのである。
ざらにこのような作業編成は単に生産量の変動に応じ

て従業員数の調整を行なう目的を持つばかりではない。
直線ライン以降の作業編成においては、工数低減、従っ
て作業員数の削減も意図されている。工程改善によって
自働化と多能工化が進むことによって作業員数の削減が
可能となるのである。ここに、単純な資本労働代替とは
異なった、生産と労働の組織イノベーションと工数低減
のための絶えざる努力による合理化を見ることができる。
よってこのトヨタで言う「省人化」の方法を見ておこう
（｢少人化」はラインの定員制打破を意味し、連結U字ラ
インのようなフレクシーブルな作業編成法を生みだした
考えである)。

図表4：省人化の方法

I

一

第3節反テーラー＝フォード主義的組織イノベーション

以上からTPSの革新的性格を規定しておこう。生産と
労働の組織テクノロジーの観点から見れば､それは反テー
ラーーフォード主義的イノベーションといえる。0

トヨテイズム的労働組織が反テーラー的性格をもつこタ

トとは多くの人に認められている。労働者のノウハウの動
ク

員、水平的コーディネーション、構想と実行との間に一
定の交通があること、部署間の垣根が低いこと、従業員0

クに競争的参画を刺激するランク．ヒエラルキーなど（青
卜木［1990]、小池［1991])。これらのことは、TPSをテー
ク

ラー主義とは異なったものにしている。

この反テーラー主義的性格は、作業編成法を見れば明

一

1
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出処）トヨタ［1975］

図表4における「現状」では一工程で5人の作業員が

5つの作業ポストを担当しているが、各作業員の作業に

必要な時間は不平等である。通常は作業時間が均等にな

るように、作業数を再配分するのであろうが、トヨタの

らかである。トヨタにおいて標準作業を決定するのは、
テーラー主義の「計画部」（エンジニア）ではなく、現
場の組長である。標準作業（機械工場の場合には基準時
間も含む）を決定するためには、組長は自己の設定した
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だけに、基本給の大きさはそれだけ重要な意味を持つ。

（2）生産手当

トヨタの賃金において特徴的なものは生産手当の額の

大きさである。生産手当は従業員に作業改善・工程改善

によって生産性を上昇させようという刺激とモティベー

ションを与えるだけではなく、またトヨタの能率至上主

義的かつ平等主義的イデオロギーの表現でもある。

生産手当の計算のためには、従業員はABCDの4つの

歩合部門に区別される。最初の3部門はブルーカラーで

あり（図表6)、最後のD部門は事務・技術部門である。

そして職務ごとに賃金が固定されている西欧の賃金制度

とは異なって、月例賃金の約40％を占める生産手当は、

この歩合部門ごとに、そして直ごとに決定されている。

図表6：歩合部門

基準時間を基準に決定される(1)。組立ラインの場合、こ

の基準時間は、立ち上がり時にトライ狂による作業を実

測して決定される。トライ班は瑳長やベテラン技能員等

によって構成されていることから、基準時間はきつめに

設定されるといわれ、直がこの基準時間よりも短い時間

で製造することはかなり難しいようである。ある直が基

準時間よりも速く作業が行なえるようになれば、能率歩

合は上昇し、生産手当が増加することになる。しかし能
率は会社によって管理されており、学習効果や改善によっ

て能率が向上していけば、高い能率の直の基準時間は切
り下げられることになる（毎月ほぼ15％程度の直の基準
時間が切り下げられる)。このような基準時間をもとに、
直ごとに生産能率が計算され、さらにすべての直の生産
能率を上位からABCDの4グループ（私の聞き取りでは3
グループ）に分け、各グループの平均値をとり、これを

各グループに属す直の算定能率歩合とする。さらに各直
の決定能率歩合は、変動幅を抑制するために、単純化す
れば以下の式で計算されている。

股的賃労働関係に比べてもきわめて特殊なものであるこ表5)、きわめて特殊な制度である。確かに、賃金の構成
とが理解できるであろう。そのうえで最後に、現在トヨ項目は他のメーカーとそれほど異ならないにしても、月
ティズムの見直しを余儀なくさせている労働の危機を検例賃金に占める基本給は28.3％でしかなく、生産手当と時間外労働手当が全体の3分の2程度を占めている。さら

討することにしよう。 に賃金制度は複雑であり、人事部によって詳細に規定さ

第，節参加型効率賃金と内部昇進れている。以下ではこの分野に関して遂行された諸研究（小山［1985]、野村［1988]）に従ってその主要な構成

日本の賃金制度は職能資格と作業ポストごとの賃金評項目を見ておこう。
価に基礎を置く西欧のシステムとは異なっている。日本図表5：トヨタの賃金体系

r彗彗王謹鶴の賃金制度は年功賃金であるといわれているが、このよ 「月例賀金“内“
Tうな悔格づけは現実の一部にしか当てはまらない。小池 賃

差準外賃金E""間外手当（18.5％）和男の諸研究は年功賃金の合理的根拠を労働者の熟練形 一一~に鱸{鯛
金

成にもとめている。すまわち年功賃金は勤続年数の関数 L鵜"金(_…"， 祷殊手当（0．1％）

ではなく、労働者が企業内キャリアによって獲得する技
能とノウハウの関数であると考えている。彼はまた、終出所）小山［1985]、野村［1988］
身雇用と結び付いたブルーカラーの賃金決定は西欧のホ

（1）基本給
ワイトカラーのそれに類するものであるとも主張してい

匿誌裟蹴鯉臺菫薑蓋職墨簔ゞ堂蝋蹴襄鰯嚇琴であり、現実にはこれも無視しえない解釈である。しかセンテイブを与える機能を持つ。
第一に、一般技能員の昇給は組長によってなされた査し本質的なことは、日本の賃金制度が経営者の労働者に

睡対す縦…蝋示…｡……参考'言行輔課長"査定に紗で決定郷二形式的には、そして比較で見れば、ブルーカラーとホワうして同一年齢同一職層に属す従業員の賃金に差異が生
イトカラーの賃金の間には西欧のテーラー主義的企業ほじる－基本給は個人ごとに異なる。このように、トヨタ
どの開きは存在しない。このような賃金制度と「ランク．の賃金に個人化された部分があるとすれば、本質的には
ヒエラルキー」（青木［1991]）が、労働者の生産に対すこの基本給であり、その相違が他の賃金項目の大ききに
る重要なインセンテイブ装置になっているのである。影響するのである。この賃金の差別化システムは労働者
見方を変えれば、レイバー・インリッチメントはそれ間の競争を刺激する。しかしトヨタは同一年齢同一職層
自体で労働者を企業に繋ぎとめることはできないし、労の労働者の間では賃金格差が大きくなりすぎないように
働者の主要関心は昇進と賃金上昇による生活水準の向上配慮し、昇給額の格差を,0％の範囲に抑制している。そ

の理由は、余り大きな格差が生じれば、敗者が意欲を喪であるように思われる－その逆も成り立つ。

ここから賃金と昇進の在り方が重要な意味を持つこと失、結果として企業全体の能率の低下を引き起こしかね
になる。日本的経営に一般的な特徴は、ブルーカラーとないからであろう（佐藤［1988］および野村［1988])。

第二に、基本給は職層と結びついており、職層昇格にホワイトカラーでは昇進の上限に差異があるとはいえ、

すべての労働者に昇進の可能性が開かれていることであよって昇給額が増加する（後述)。
第三に、生産手当、ボーナスおよび退職金の計算の基る。その点、トヨテイズムにおいてはどうであろうか。

礎であることから、基本給の額がこれらの金額に影響す
るがゆえに、基本給は従業員を企業に帰属させる一装置参加型効率賃金

トヨタの賃金制度は、野村［1988］に示すように（図になる。しかも退職金と年金が退職後の生活資金となる

工唱現棚

（工期帽・工嶋配属）

胸造、鮫逓、黙処理A
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懐賊紐付、塗裟、鐙組立

I月 内運 殿A
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クレーン運転

率祉
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B

ライン支援郁門

武作施工、駄作組立C
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ライン外部門

出所）小山その他［1985］

他方、全社完成歩合2)は、トヨタ全体の生産性を表現
するものであり、間接部門、とくに事技系を生産性向上
に目をむけさせるために導入されたものである。

こうして各直の毎月の生産手当支給率が決定され、こ
れを基本給に掛けることによって生産手当が決定される。
なおこの生産手当支給率は、1980年では本社工場のAB

両部門では1348と1.400の範囲にあった（小山その他
[1985])。ここでB部門の支給率は同じ課の両直の平均
値である（野村［1988])。

このような生産手当は野村［1988］によれば以下のよ
うな特徴を持っている。

このような歩合部門編成の理由はわからないが、部門

編成は「生産的労働｣、したがって直接部門からの距離

を示しているように思われる。なぜなら、A部門には直

接労働のみならず、ライン検査、構内運搬、ライン手直

等が含まれているからである（小山その他［1985])。そ

して、A部門はその生産性がもっとも管理されている部

門である。明らかにトヨタはその能率至上主義的イデオ

ロギーに合致して、このA部門にもっとも大きな重要性

を与えているのである（野村［1988])。この点は以下の

ような各部門の生産手当支給率の計算法によく現われて

いる（詳細は野村［1991])。・生産性が生産手当を通じて賃金に反映され、しかも
錘iの態率歩錘各ﾗｲ塑翌型皇竺竺壁篁ゞの部分がも｡とも大きな賃金壺息言忠：－＝ 吉一 一- －－ 一一 一一 一一 一－ －－ －－ －－ －－ －－ J
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各層の平均昇給額を各人に配分するのに使われる。では

次に、技能系労働者に限定しつつ、昇格を決定する要因
を見ておこう。

（1）出発点

一般に新入社員は教育水準に応じて最下層の9A，9B、

9Cのいずれかに格付けされる。高卒は9C、短大卒は9B、

大卒は9Aである。彼らの初年度の月給はランクごとに

決められている-1984年ではそれぞれ123500円、131000

円、146500円であった（小山その他[1985])。中途入社

者の初任給は年齢別に定められているが、トヨタは自衛

隊出身者を別にすれば彼らの職業経験を考慮しているよ

うには思われない。

図表7：職層資格制度

(業績に応じて支払われる）変動部分であるという主張

を否認する。少なくともトヨタにおいては、残業手当を

除けば、賃金中の変動部分は生産手当であり、しかも生

産手当の変動がボーナスに影響するというシステムになっ

ているからである。

他方、退職金は退職時の基本給に勤続年数に応じて定

められている支給係数を掛けて算定される。たとえば勤

続年数30年の労働者の場合、退職時の基本給に係数90が

掛けられる。その額と決定法を考慮すれば、ボーナスと

退職金は労働者を企業に繋ぎとめる役割を果たすといえ

る。

以上、賃金項目とその意義を見てきたのであるが、こ

こから一般的な結論を引きだしておこう。このタイプの

賃金制度は労働者に個人的インセンテイプ（基本給の昇

給）と集団的インセンティプ（生産手当の増加）を与え

るものである。こうして、トヨタの賃金は能率向上への

参加度を表現するがゆえに参加型効率賃金と呼びたい。

しかもこの賃金制度にはトヨタの能率至上主義的かつ平

等主義的なイデオロギーが反映されているといえる。

［1985])。このようなことは起こりうることである。な

ぜならトヨタは昇格においては仕事の能力だけではなく、

コミュニケーション能力やリーダーシップを重視してい

るからである。しかも、西欧企業とは異なってトヨタの

みならず一般に日本企業は「会社」への忠誠心を持たせ

るために管理者の内部養成を重視しているからである。
（3）経験年数

昇格に必要な経験年数については、トヨタは最低年数
を定めているのみである。たとえば、9Cから9Bに昇格
するのに必要な最低年数は2年である。各職層に到達す
るのに要した平均経験年数は図表8に見られるごとくで
ある。高卒社員の場合、そしてとくにトヨタ学園卒の場
合、多くは狂長や組長にまで昇格するであろうし、工長
や課長にまで昇格する可能性がある。さらにトヨタは、
｢真面目に働けばだれでも定年までには班長になれる」
とも言っている。このような考えのなかに、トヨタの能
率至上主義とともに温情主義を見ることができる。しか
しこのような配慮は、昇格できない労働者が仕事に熱意
を失い、その結果として無気力や欠勤等によってTPSの
全体的能率が低下してしまうことを防止するためになさ
れているのであろう。

図表8？昇格昇給イメージ

．上記の歩合部門ごとに異なる計算によって、トヨタ
は全従業員を能率向上のための改善活動に動員しようと
している。

、生産手当支給率は毎月組長クラスまで伝達されてい
ることから、能率向上のための職制間の競争を刺激する。
ところで、生産手当はそのような重要性を持っている

とはいえ、支給率の決定法に関して労組は会社側とほと
んど交渉していない。そのことは、組合の弱さと会社が
この賃金項目に与えている重要性とをともに意味するも
のであろう。

以上の生産手当は、集団的成果の賃金配分であって、
従業員が能率向上に積極的に参加することで、生産手当
が増加していくという性格を持っている。

（3）残業手当

残業手当は以下の式で計算されているC
l

残業手当＝基準賃金×－×残業時間数×1.30
166

小山その他［1985］の調査によれば、80年代初頭にお

ける労働者の不満はおもに残業時間に向けられていた。

その理由は、残業がなければ生活できないということも

あろうが、むしろ残業手当を生活費に組み込んで生活す

る労働者にとって、残業時間の変動が彼らの生活費に影

響するからである。そのような理由から、トヨタが1991

年から1993年の3年間で年間総労働時間を2350時間から2

050時間に短縮すると決定した際に、このような労働時

間短縮に対する労働者の不満が現われたと考えられる。

とすれば、労働者にとっては残業手当なしに生活できる

ような賃金制度が望ましいといえよう。

（4）ボーナスと退職金

ボーナスは夏冬の年2回支給され、1985年における年

間の平均支給額は136万8千円であった（トヨタ労組［19

86])。ボーナスの年間支給額は、基準内賃金に支給率
（月数）を掛けることによって決定される。この基準内
賃金の主要項目は基本給と生産手当であり、また支給率
は1968年から1988年まで6.1ケ月であった（1989年が6.0,
1991年は6.2ケ月)･このような支給率の安定性は、ボー

ナスが労働者にとっても経営側にとっても、年間総賃金
の構成要素であると考えられていることを示している。
このことは、月給が総賃金中の固定部分、ボーナスが

職層’資格｜役職

事技系｜技能系

1A｜上級管理職｜部長･副部長

券隠篝器謄睦塗星十篝薑

昇格

賃金制度を検討する過程で､基本給は職層と査定によっ

て決定されると述べた。したがって以下では賃金格差が
どのように現われ、また職層昇格がどのように行なわれ

るかを見ておこう（トヨタの職能資格制度は図表7)。

基本給を差異化するものは、第一に昇給額の職層別配
分である。トヨタは日本の他企業同様、春季の労使間賃
金交渉によって平均賃上げ額を決定する。この交渉時に、

同時に、昇給ファンドの賃金項目別配分と職層別配分法
も決定される。たとえば野村［1988］によれば、1982年
の労働組合員（職層9Cから30)の平均賃上げ額は13800
円であった。これが基本給分5584円、生産手当分7446円、
家族手当600円、役職手当170円と分解される。他方で基
本給分と生産手当分の支給額は職層別に差異化される。
基本給についてみると、工長給の30と40の職層では8230
円であるのに対して最下層の9Cでは3720円である。ま
た生産手当はそれぞれ10980円と4960円となっている。

したがって、労働者の属す職層が昇給額の決定にもとも
大きな影響を及ぼす。査定はこのようにして決定きれた

9Cl下級一般｜一般 ｜一般
－

注）技能系の昇格上限はきわめて希だとはいえ次長である。
出所）小山その他［1985]，野村［1988］

勤続年数の配分
（1984年）

(1979年）（2）昇格

昇格は年功序列によって自動的に行なわれるわけでは

ない。昇格基準は職能、勤勉、リーダーシップ、作業上

ならび人間関係上の問題解決能力等である（青木[1990])

。したがって昇格は査定によってこのような基準を総合

的に判断して決定される。もっとも、労働者の眼からす
れば査定は暖昧なものである。ある調査によれば、労働

者はしばしば、自分たちよりも仕事のできないものが昇
格していくことに対して不満を表している（小山その他

注）小山その他［1985］をもとに作成した。

トヨタの理想は、全従業員力堺格への望みを捨てずに
モテイベーシヨンをもって、会社の設定する能率実現の
ために働くことであろう。

この昇格制度に結び付いた賃金制度は、こうして労働
者を参画させるための強力な装置となっている。とは言
え、トヨタにとってはそれだけでは十分ではない。なぜＩ－17－
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「自主的改善活動」と、社内団体やスポーツ・文化クラ地以ﾔーやwﾉ｡p1u…､ﾊ‘"~~.一ブ等の人間関係諸活動である（野村［1988]、小山そのとを目的としている。とくに独身寮では、新入社員を孤立させず、従業員に統合することを目的として活動が行

交通渋滞や、「グローバル10」に象徴されるトヨタの商

業戦略に象徴されるような日本企業の攻撃的戦略によっ

て引き起こされた貿易摩擦のような社会問題である。以

下では労働問題を中心に検討するが、この問題こそトヨ

タにとって最も深刻な問題である。

1989年と1990年に自動車総連が加盟組合に対して行っ

たアンケート調査によると、労働者の不満の増大が認め

られる。仕事に満足感を抱く労働者数が、とくに技能員

や技術者の間で、大幅に減少し、また企業忠誠心を抱く

労働者数も同様であった。今日、多数派は、企業が自分

たちに報いてくれる分だけ働くと考えている。さらに企

業忠誠心の低下は、自動車産業を支えてきた中核労働者、

したがってトヨタではトヨタマンの間で認められる。彼

らの不満は、仕事の割に賃金力抵いこと、長時間労働や

休日労働に向けられている。しかも彼らは企業が労働者

に対してつめたいと感じている。こうして彼らの多くは、

自分の子供をトヨタで働かせたくないと考えるようにま

でなっている。ところで、このような状況は、1986年の

円高以降、とくにバブル経済のなかで生まれた。

トヨタの戦略は常に、可能な限り従業員を増加させず、

原価を低減しつつ、増大する需要に応じてより多く生産

き起こしたのである。こうして生じた労働者や若い世代

の自動車産業に対する幻滅は自動車産業を困惑させてい

る。実際、トヨタにとってもっとも深刻な問題は労働力

不足である。労働力不足のゆえにトヨタはバブル経済の

なかで増大する需要に応えられなくなっていた。実際、

｢リーン生産システム」（ルースその他［1991]）は痩せ

すぎてしまったのである。ここから労働力不足を引き起

こした原因を考慮した生産システムの見直しが必要であ

るとなる。

他方で、貿易摩擦によって長時間労働力墹題視された。

労働省は、外圧におされて、企業に先進国なみの労働時

間にまで労働時間を短縮させるべく、圧力をかけた。ト

ヨタは1991年に、労組との交渉の後、残業時間を短縮す

ることで年間総労働時間を3年間で2350時間から2050時

間に短縮することを決定した。この交渉において労組は

労働者の生活に占める残業手当のウエートを考慮して所

定内労働時間の短縮を提案したが、会社は、賃金コスト

を削減するためであると思われるが、残業時間の短縮を

決定した。したがってこのような方向での労働時間短縮

は、賃金問題を引き起こすにちがいない。実際、労働時

間短縮は労働者にとっては所得の減少を意味するからで

他［1985])。 なわれている。

、職場におけるPT(パーソナル・タッチ）運動。こ
れは職場に鱈ける討論や「職場先輩制度」からなり、後
者は職場先輩に選ばれた先輩技能員力噺入社員の面倒を
見、職場への統合を容易にしようとする制度である。
トヨタはこれらの諸活動を奨励し、労働者の統合をは
かっている。昇格基準にはこれらの活動においてみられ
るリーダーシップも考慮されている。こうして労働者は
人間関係諸活動の網の目にとらえられ、「トヨタマン」
に仕上げられていく。しかし、組織が人間関係によって
形成されているとすれば、トヨタがこのような活動を重
視するのは全く正当である。そしてトヨタの組織効率は
このようにして基礎づけられているのである。だがこの
ようなことは、私的生活と労働とが区別きれている西欧
社会では、理解不可能なことであろう。確かに、トヨタ
ではこのような区別は存在せず、個人はトヨタという組
織に埋没している。労働者の生活は企業の軌道に完全'二

識毒重ご夫提室制度と。Cサークル

創意工夫提案制度は1951年にフォードのリバー′ルー
ジュ工場湛謹って導入ぎれた。提案に期待される効果は
這翼漢と斡接のZ〆っある。直接効果としては、提案に基づ
く識篝唾ぶって作業龍率の向上、品質向上および原価低

減等が得られることである。この提案活動は賞金によっ

てインセンティプが与えられている。間接的効果として

は、トヨタは以下のような効果を期待している。

・教育的効果。提案を行なうために労働者は自分たち

の仕事について考え、問題点を探し出し、自主性を実感

しつつ問題解決能力に自己実現を見い出すことで、高い

モテイベーシヨンを持ちつつ自己のノウハウを向上させ
る。

1

、人間関係に対する効果。提案のために小集団を作る
ことで、労働者は水平的垂直的なコミュニケーション能
力を高め、労働者間の協力関係を拡大する。
・参画効果。提案のための小集団は、労働者間ならび

に職制と間に共同体的意識を育み、こうして労働者は企
業共同体に統合されていく。

’ 統合されているのである。

－19－
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ある。こうして賃金水準の低下を防止するような賃金制

度の見直しが必要とされるように思われる。

実際、この労働の危機と労働時間短縮によって、トヨ

タは現にTPSの見直しを始めている。労働時間を短縮す

るためには、貿易摩擦によって問題になる「グローバル

10」戦略を放棄して生産量を低下させなければならない。

また、労働リズムを緩和し、製品のモデル・チェンジ・

サイクルを延長することによって生産ノルムを緩和する

必要もあると思われる。トヨタは生産システムをより

｢人間的」なものにするために西欧メーカーを研究し、

新しいTPSを構築しようとしている（日経ビジネス、19

91年7月29日号)。少なくとも、3K(汚い、きつい、危

険）労働を嫌う若い世代を引きつけねばならないのであ
る。

結び

トョティズムをアフター。フオーデイズムの産業モデ

ルの一つであると見倣すことができるにしても、トヨテイ

ズム自体がハイブリッドである。それは生産システムの

みからなっているのではなく、また一つのタイプの社会
関係を持っている。トヨテイズムの効率性はこの二つの
要因から生まれる。

生産と労働の組織テクノロジーの観点で見れば、TPS
の革新的性格は明らかである｡TPSの発展は、生産に関
する社会技術パライダイムの変換を示している。ジャス
ト、イン．タイム生産と自働化、製品の標準化と職務の
細分化に代わる多様化と多能工化は、このようなパラダ
イム変換を象徴している。したがって労働と生産の概念
についてトヨテイズムをフォーデイズムの枠内で語るの
は難しい。さらにTPSは他の諸モデルに比べて一定の先
進性を持っている。この意味では、TPSは現代のモデル
そのものであると言える－しかし、それが資本主義的モ
デルであることに変わりはない。TPSは中小企業にまで
普及しているように、日本経済の一資産になっており、
ポスト・フオーデイズムの時代のモデルにもなりうる。
またトヨタのアメリカエ場の成功が示すように、TPSは
海外に移転可能である。しかしそれが含んでいる労働様
式の移転は、労使間の紛争を引き起こすであろう。なぜ
ならこの労働様式は伝統的なテーラー主義的労働組織

(硬直的な縦のヒエラルキーと横の職務間の仕切り)、対

立的な労使関係および個人の価値観を否定するからであ

る。

資本賃労働関係の観点からは、トヨティズムは労使協

調に支えられている。トヨタ経営陣の労働者に対する家

族主義的．温情主義的態度は強調すべきであろう。それ

は、労働者を企業目的に参画させるためには、労働者を

｢身内」として扱うことの重要性を示している。レイバー．

インリッチメント（ジョブ．ローテーションによる多能

工化)、参加型効率賃金、人間関係諸活動は労働者を参

画させる手段となっている。このような労働者の動員様

式と、合理化と平等主義の微妙な調合によって、トヨテイ

ズムは周知の効率性を誇ってきた。

しかし、攻撃的商業戦略はこの均衡を破壊した。能率

至上主義の脅迫観念は労働者とサプライヤーの全般的疲

労と若者の自動車産業離れを引き起こした。したがって、

労働の危機に直面したトョティズムは過去の商業戦略と

生産システムを見直さざるを得なくなっている。それゆ

えにトヨテイズムも曲がり角に立っているのである。そ

の場合、私には一つの選択しかないように見える。すな

わち、TPSをより公正でより人間的なものにすることで

ある。この点では、TPSと西欧文化との出会いが興味深
い結果をもたらすように思われる。

［付記］

本稿は1991年のラフレイ会議において報告したペーパー
の日本語訳であるが、表現ならびに文章に多少手を加え、
文章を整えた。同会議に提出したこのペーパーの目的は、
フランスの同僚がトョテイズムに注目し始めたことから、
フランスの同僚に対して日本における諸研究が明らかに
した実態を紹介するとともに、私自身の解釈を示すこと
にあった。その後、私自身、ラフレイ会議後の1992年よ
りトヨタおよびトヨタ自動車九州の実態調査を進め、も
との原稿は大幅に手直し、あるいは補足したいという欲
望が強かったが、いくつかの事情から現在の研究の成果
は進行中の研究プログラムに委ね、また当論集の主旨を
考慮してラフレイ会議でのペーパーはほぼそのままの形
で残しておくことにした。ただし、仏文ペーパーに付し
た生産系列に関する付録は省いた。
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［脚注］

（1）野村［1988］の説明をもとに考えれば、能率歩

合の基礎となる生産能率は以下の式で計算される。

生産能率＝

鑿雛讓蕊蕊×総認嬢:間÷華準号口率
上式において基準時間、総号口作業時間と総作業時間

の比、および基準号口率は所与のものと言えるから、生

産能率に影響を与える変数は完成製品数、実労働時間お

よび技能員数（班長・組長は含まない）である。単純化

して言えば、生産量が一定であれば、実労働時間が短い

ほど、そして技能員数が少ないほど生産能率は上昇する。

したがって生産能率は基準時間を基準にはかったマンア

ワーの労働生産性であるといえる。

（2）野村［1988］の説明をもとに考えれば、全社完

成歩合の算定式は以下のようである。

完成歩合=鑿撫讓鱒×A蕪撫数
右辺の最初の分数は、基準時間ではかったマンアワー

の全社労働生産性であり、2番目の分数は全従業員に占

めるA部門技能員の割合の逆数である。よって単純化し

て言えば、同一生産量を生産するために、総労働時間が

短く、しかも全従業員に占めるA部門の割合が小さけれ

ば小さいほど完成歩合は大きくなる。

前注の生産能率とともに、これらの歩合計算によって

トヨタにおける工数低減のための改善活動の重要性が明

らかになる。すなわち、工程改善や作業改善は省人化と

実労働時間の短縮を目的としていることが、両歩合の計

算式に表現されている。ただし、ここで言う改善活動は、

提案制度による小改善ではなく、職制がイニシアティブ

を取って行なう改善である。
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なら、このような制度にもかかわらず脱落者が発生しう他方、Qcサークルは作業班ごとに編成され（拡大サー
るからである。トヨタが人間関係諸活動に力を入れる理

由はこの点から理解できる。能率向上への総体的で余す
ところのない動員、これがトヨタの関心であろう。

第2節直接的従業員管理

新入社員が仕事のきつさから最初の5年間で大量に退

職していたのは事実であるし、トヨタ自身もこの期間は

テスト期間であると見倣していたように思われる（小山

その他［1985])。ところで、「トヨタマン」は自動的に

作られるのでもなければ、物的刺激だけで作られるもの

でもない。そこに会社による直接的な一すなわち労働組

合を経由しない一従業員管理の意義がある。

この会社による従業員の直接管理は2つの柱からなっ

ている。創意工夫提案制度およびQcサークルを通じた

「自主的改善活動」と、社内団体やスポーツ・文化クラ

ブ等の人間関係諸活動である（野村［1988]、小山その

他［1985])。

創意工夫提案制度とQcサークル

創意工夫提案制度は1951年にフォードのリバー．ルー

ジュエ場に習って導入された。提案に期待される効果は

直接と間接の2つある。直接効果としては、提案に基づ

く改善によって作業能率の向上、品質向上および原価低
減等が得られることである。この提案活動は賞金によっ

てインセンティブが与えられている。間接的効果として
は、トヨタは以下のような効果を期待している。
．教育的効果。提案を行なうために労働者は自分たち

の仕事について考え、問題点を探し出し、自主性を実感
しつつ問題解決能力に自己実現を見い出すことで、高い
モテイベーシヨンを持ちつつ自己のノウハウを向上させ
る。

、人間関係に対する効果。提案のために小集団を作る
ことで、労働者は水平的垂直的なコミュニケーション能
力を高め、労働者間の協力関係を拡大する。
、参画効果。提案のための小集団は、労働者間ならび

に職制と間に共同体的意識を育み、こうして労働者は企
業共同体に統合されていく。

クルも存在する)、テーマリーダーによって指導される。

Qcサークルは品質向上のためのTQC運動に参加するの

であるが、TQCは品質改善のためにサプライヤーをも

巻き込んで行なわれている。その間接的効果は、創意工

夫提案制度と同様である。

人間関係諸活動

トヨタの人間関係諸活動には以下のものがある。

、職制別社内団体、入社形態別社内団体（豊八会)、

県人会等の活動である。とくに後二者の社内団体では、

一般従業員と職制との間の家族的な雰囲気のなかで行な

われるコミュニケーションが重視されている。

、スポーツ．クラブや文化クラブも職場を越えた従業
員間の良好な人間関係の育成が意図されている。

・社宅や独身寮、またトヨタの従業員が集中している

地域における自治組織も従業員間の連帯感を育成するこ
とを目的としている。とくに独身寮では、新入社員を孤
立させず、従業員に統合することを目的として活動が行
なわれている。

・職場におけるPT(パーソナル。タッチ）運動。こ
れは職場における討論や「職場先輩制度」からなり、後
者は職場先薙に選ばれた先輩技能員が新入社員の面倒を
見、職場への統合を容易にしようとする制度である。

トヨタはこれらの諸活動を奨励し、労働者の統合をは
かっている。昇格基準にはこれらの活動においてみられ
るリーダーシップも考慮されている。こうして労働者は
人間関係諸活動の網の目にとらえられ、「トヨタマン」
に仕上げられていく。しかし、組織が人間関係によって
形成されているとすれば、トヨタがこのような活動を重
視するのは全く正当である。そしてトヨタの組織効率は
このようにして基礎づけられているのである。だがこの
ようなことは、私的生活と労働とが区別されている西欧
社会では、理解不可能なことであろう。確かに、トヨタ
ではこのような区別は存在せず、個人はトヨタという組
織に埋没している。労働者の生活は企業の軌道に完全に
統合されているのである。
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第3節「庇護者_企業」の危機とTPSの再検討

個人主義的な立場から見れば、トヨタにおける労働は

絶えがたいものであろう。しかし「トヨタマン」たちは

この労働に耐え、トヨタに忠誠心を抱いているのである。

確かにトヨタの従業員の賃金水準は日本の自動車産業の

なかでもっとも高く、彼らの生活は保証されている。つ

まり、トヨタは、他の日本企業もそうであるが、労働者

にとって福祉国家（＝庇護者-国家）ならぬ「庇護者」

の役割を果たしている－もちろんそれは労働者がトヨタ

マンになることを受け入れるかぎりおいてであるが。ト

ヨタは労働者に人間関係を与え、消費センター（生協）

を与え、持ち家取得に対して資金援助を行ない、市民に

も開かれた病院を与え、さらに豊田市の行政に影響力を

行使しつつ従業員の生活にかかわる諸種のサービスを提

供している。

しかし、この「庇護者-企業」は今日いくつかの限界

に突き当たっている。労働の危機と、JITの普及による

交通渋滞や、「グローバル10」に象徴されるトヨタの商

業戦略に象徴されるような日本企業の攻撃的戦略によっ

て引き起こされた貿易摩擦のような社会問題である。以

下では労働問題を中心に検討するが、この問題こそトヨ

タにとって最も深刻な問題である。

1989年と1990年に自動車総連力珈盟組合に対して行っ

たアンケート調査によると、労働者の不満の増大が認め

られる。仕事に満足感を抱く労働者数が、とくに技能員

や技術者の間で、大幅に減少し、また企業忠誠心を抱く

労働者数も同様であった。今日、多数派は、企業が自分

たちに報いてくれる分だけ働くと考えている。さらに企

業忠誠心の低下は、自動車産業を支えてきた中核労働者、

したがってトヨタではトョタマンの間で認められる。彼

らの不満は、仕事の割に賃金力岻ぃこと、長時間労働や

休日労働に向けられている。しかも彼らは企業が労働者
に対してつめたいと感じている。こうして彼らの多くは、
自分の子供をトヨタで働かせたくないと考えるようにま
でなっている。ところで、このような状況は、1986年の
円高以降、とくにバブル経済のなかで生まれた。
トヨタの戦略は常に、可能な限り従業員を増加させず、

原価を低減しつつ、増大する需要に応じてより多く生産

することである。より大きな競争力を得るために、した

がってより多くのシェアを獲得するために、原価の上昇

を抑制しつつ車種車型を多様化していった。したがって、

トヨタは省力化のゆえに十分な労働力を持たず、労働者

に長時間労働を強いた。サプライヤーは、トヨタが円高

の状況において世界市場における競争力を高めるために

次第に厳しいノルマを設定することから、注文量は増大

するものの収益構造が悪化していった。こうして従業員

とサプライヤーからの不満が生まれた。さらにトヨタ自

身が生産量の増加にもかかわらず、利益を十分に増大し

得ないようになっていた。こうして、「グローバル10」

と自働化＝省力化にもとづく合理化および製品多様化に

よって、悪循環が始まった。

実際、トヨテイズムは自己自身の力を破壊しつつあっ

たように見える。その力はもちろん労働者の自発的参画

である。また系列内の水平的コーディネーションはその

競争力の一源泉である。それにもかかわらず、TPSは攻

撃的で能率至上主義的な戦略のゆえに、全体的疲労を引

き起こしたのである。こうして生じた労働者や若い世代

の自動車産業に対する幻滅は自動車産業を困惑させてぃ

る。実際、トヨタにとってもっとも深刻な問題は労働力

不足である。労働力不足のゆえにトヨタはバブル経済の

なかで増大する需要に応えられなくなっていた。実際、

「リーン生産システム」（ルースその他［1991]）は痩せ

すぎてしまったのである。ここから労働力不足を引き起

こした原因を考慮した生産システムの見直しが必要であ

るとなる。

他方で、貿易摩擦によって長時間労働力墹題視された。

労働省は、外圧におされて、企業に先進国なみの労働時

間にまで労働時間を短縮させるべく、圧力をかけた。ト

ヨタは1991年に、労組との交渉の後、残業時間を短縮す

ることで年間総労働時間を3年間で2350時間から2050時

間に短縮することを決定した。この交渉において労組は

労働者の生活に占める残業手当のウエートを考慮して所

定内労働時間の短縮を提案したが、会社は、賃金コスト

を削減するためであると思われるが、残業時間の短縮を

決定した。したがってこのような方向での労働時間短縮

は、賃金問題を引き起こすにちがいない。実際、労働時

間短縮は労働者にとっては所得の減少を意味するからで
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ある。こうして賃金水準の低下を防止するような賃金制

度の見直しが必要とされるように思われる。

実際、この労働の危機と労働時間短縮によって、トヨ

タは現にTPSの見直しを始めている。労働時間を短縮す

るためには、貿易摩擦によって問題になる「グローバル

10」戦略を放棄して生産量を低下させなければならない。

また、労働リズムを緩和し、製品のモデル・チェンジ・

サイクルを延長することによって生産ノルムを緩和する

必要もあると思われる。トヨタは生産システムをより

「人間的」なものにするために西欧メーカーを研究し、

新しいTPSを構築しようとしている（日経ビジネス、19

91年7月29日号)。少なくとも、3K(汚い、きつい、危

険）労働を嫌う若い世代を引きつけねばならないのであ

る。

結び

トョティズムをアフター●フオーデイズムの産業モデ

ルの－つであると見倣すことができるにしても、トヨテイ

ズム自体がハイブリッドである。それは生産システムの

みからなっているのではなく、また一つのタイプの社会

関係を持っている。トヨテイズムの効率性はこの二つの
要因から生まれる。

生産と労働の組織テクノロジーの観点で見れば、TPS

の革新的性格は明らかである。TPSの発展は、生産に関
する社会技術パライダイムの変換を示している。ジャス

ト、イン．タイム生産と自働化、製品の標準化と職務の
細分化に代わる多様化と多能工化は、このようなパラダ
イム変換を象徴している。したがって労働と生産の概念
についてトヨティズムをフォーディズムの枠内で語るの
は難しい。さらにTPSは他の諸モデルに比べて一定の先
進性を持っている。この意味では、TPSは現代のモデル
そのものであると言える－しかし、それが資本主義的モ
デルであることに変わりはない。TPSは中小企業にまで
普及しているように、日本経済の一資産になっており、
ポスト・フオーデイズムの時代のモデルにもなりうる。
またトヨタのアメリカエ場の成功が示すように、TPSは
海外に移転可能である。しかしそれが含んでいる労働様
式の移転は、労使間の紛争を引き起こすであろう。なぜ
ならこの労働様式は伝統的なテーラー主義的労働組織

(硬直的な縦のヒエラルキーと横の職務間の仕切り）、対

立的な労使関係および個人の価値観を否定するからであ

る。

資本賃労働関係の観点からは、トヨテイズムは労使協

調に支えられている。トヨタ経営陣の労働者に対する家

族主義的．温情主義的態度は強調すべきであろう。それ

は、労働者を企業目的に参画させるためには、労働者を

｢身内」として扱うことの重要性を示している。レイバー．

インリツチメント（ジョブ．ローテーションによる多能

工化)、参加型効率賃金、人間関係諸活動は労働者を参

画させる手段となっている。このような労働者の動員様

式と、合理化と平等主義の微妙な調合によって、トヨテイ

ズムは周知の効率性を誇ってきた。

しかし、攻撃的商業戦略はこの均衡を破壊した。能率

至上主義の脅迫観念は労働者とサプライヤーの全般的疲

労と若者の自動車産業離れを引き起こした。したがって、

労働の危機に直面したトョテイズムは過去の商業戦略と

生産システムを見直さざるを得なくなっている。それゆ
えにトヨテイズムも曲がり角に立っているのである。そ

の場合、私には一つの選択しかないように見える。すな
わち、TPSをより公正でより人間的なものにすることで
ある。この点では、TPSと西欧文化との出会いが興味深
い結果をもたらすように思われる。

［付記］

本稿は1991年のラフレイ会議において報告したペーパー
の日本語訳であるが、表現ならびに文章に多少手を加え、
文章を整えた。同会議に提出したこのペーパーの目的は、
フランスの同僚がトョテイズムに注目し始めたことから、
フランスの同僚に対して日本における諸研究が明らかに
した実態を紹介するとともに、私自身の解釈を示すこと
にあった。その後、私自身、ラフレイ会議後の1992年よ
りトヨタおよびトヨタ自動車九州の実態調査を進め、も
との原稿は大幅に手直し、あるいは補足したいという欲
望が強かったが、いくつかの事情から現在の研究の成果
は進行中の研究プログラムに委ね、また当論集の主旨を
考慮してラフレイ会議でのぺーパーはほぼそのままの形
で残しておくことにした。ただし、仏文ペーパーに付し
た生産系列に関する付録は省いた。
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［脚注］

（1）野村［1988］の説明をもとに考えれば、能率歩

合の基礎となる生産能率は以下の式で計算される。

生産能率＝

基準時閲×完成製品数、,総号口作業時間…÷－－－
÷基準号口率実労働時間又技能員数×

上式において基準時間、

実労働時間×技能員数．、総作業時間．＝〒勺目〒

上式において基準時間、総号口作業時間と総作業時間

の比、および基準号口率は所与のものと言えるから、生

産能率に影響を与える変数は完成製品数、実労働時間お

よび技能員数（班長・組長は含まない）である。単純化

して言えば、生産量が一定であれば、実労働時間が短い

ほど、そして技能員数が少ないほど生産能率は上昇する。

したがって生産能率は基準時間を基準にはかったマンア

ワーの労働生産性であるといえる。

（2）野村［1988］の説明をもとに考えれば、全社完

成歩合の算定式は以下のようである。

霊威歩合=難臨讓鵜×箭鶚睾敷
右辺の最初の分数は、基準時間ではかったマンアワー

の全社労働生産性であり、2番目の分数は全従業員に占

めるA部門技能員の割合の逆数である。よって単純化し

て言えば、同一生産量を生産するために、総労働時間が

短く、しかも全従業員に占めるA部門の割合が小さけれ

ば小さいほど完成歩合は大きくなる。

前注の生産能率とともに、これらの歩合計算によって

トヨタにおける工数低減のための改善活動の重要性が明

らかになる。すなわち、工程改善や作業改善は省人化と

実労働時間の短縮を目的としていることが、両歩合の計

算式に表現されている。ただし、ここで言う改善活動は、

提案制度による小改善ではなく、職制がイニシアティブ

を取って行なう改善である。

［参照文献］

AOKI,M.(1990),TowardanEconomicModelof

JapaneseFirm,Jbz"7zaZqr&o7zo77zicLitemtz"℃，
Vol.XXVHI,Marchl990

青木昌彦、小池和男、中谷巌(1986)、「日本企業の経済
学』TBSブリタニカ

浅沼万里(1984)，「日本における部品取引の構造」『経済
論叢』Vol.LLXXXHI,No.3,京都大学

ASANUMA,B.(1985),TheOrganizationofParts

PurchasesintheJapaneseAutomotivelndustry,
J上"aｱzese&oIzo77zicSt"y,Sz"7Z77zer･1985

ASANUMA,B.(1989),Manufacturer-SuplierRela-

tionshipsinJapanandtheConceptofRelation

SpecificSkill,Jbu77z(zZqfrﾉieJm"zese(z7zdlizter

7zaなo"αZ唾o"j刀zics,Marchl989

BOUNINE,J.,SUZAK1,K.(1986),Produ蛇血Ste
(Zte"zzps,Masson

BOYER,R.(1991),Lestransformationsdesconven

tionssalarialesentreth6orieethistoire:D'Henry
Fordaufordisme,ReU皿e唖o〃o"ziqzze,No.2,1991

CORIAT,B.(1990),Z,'cte"eFerJeFo6ot,Christian
Bourgois

CORIAT,B.(1991),匙'zser&j'e瓦UeFs,Christian
Bourgois

中央大学経済研究所(1990)，「自動車産業の国際化と生
産システム」中央大学出版

伊丹敬之、加護野忠男、小林孝雄、榊原清則、伊藤元重
（1988)，「競争と革新一自動車産業の企業成長』東洋
経済新報社

小池和男(1991)，「仕事の経済学」東洋経済新報社

小山陽一編(1985)，「巨大企業体制と労働者」御茶の水
書房

門田安弘(1985)，「トヨタ・システム』誰談社

門田安弘(1986)，「トヨタの現場管理」日本能率協会
中谷巌(1987)，『転換する日本企業』講談社現代新書

野村正實(1988)，「自動車産業の労使関係-B社の事例」
「岡山大学経済学会誌｣、Vol､20,No.2,1988年

野村正實(1991)，「生産管理と人間関係諸活動｣、戸塚／
兵藤編著『労使関係の転換と選択』日本評論社所収

大野耐一(1978)，『トヨタ生産方式』ダイヤモンド社
大野耐一、門田安弘編著（1983）『トヨタ生産方式の新
展開」日本能率協会

PIORE,M.J.,SABEL,C.F.(1984),TheSbco7zd
肋血sか"ZD"de,BasicBook

ウオマツクJ,P.,ルースD.,ジヨーンズD.T.(1990),
「リーン生産方式が、世界の自動車産業をこう変える』
経済界

－21－ 」
－－ｰ耐

｜

’

’



！

ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ

特集／第四回日仏経済学会議「資本蓄積と調整様式：日仏比較」（その2）

’ 佐藤信義(1988)，「トヨタ・グループの戦略と実証分析」
白桃書房

SHm41ZU,K.(1990),Lesyst6medeproductionde

Toyota:Flexibilit6etmformatisation,Mondes
end6veloppement,ISMEA/CECOEDUC,Tomel8,

No．71,1990

戸塚秀男、兵藤釧編箸（1991）『労使関係の転換と選択」

レギュラシオン理論に照らした日本経済の独自性

一企 業主 義仮 説一

’
』

’

パリ第十三大学バンジヤマン・コリア

本稿の目的は、日本経済をレギュラシオン理論の光に

照らし、最初に浮かびあがってくるその全体像を提示す

ることである。この試論は、拙著「逆転の思考」（1991

年)(')の刊行後に起草されたものであり、グルノーブル

での第6回日仏経済学会議に提出された多くの報告を参

看することができた。

「逆転の思考」は－少なくとも私の知るかぎり一

フランス・レギュラシオン派のものとしては日本を全面

的にとりあげた最初の著作である。したがって、この著

作で試みられた日本に対する一つのレギュラシオン・ア

プローチがいかなるものであるかを明らかにし、そのう

えで、今後日本経済におこりうる展開如何について示唆

することが有益であろう。行論中、この著作で提示され

た諸仮説を、日仏のレギュラシオニストたちの研究に含

まれている仮説と突き合わせることもしてみたい。

もっとも、このままでは、本稿は基礎的な研究方針の

寄せ集めでしかなく、今後さらに分析を深めていかなけ

ればなるまい。

主題の中心にはいる前に、ここで採られた方法につい

てひとこと言っておきたい。日本およびその独自性に接
●●CD●●

近するには、まずもって、資本一労働関係の分析にあた

るべきだと私には思われる。私が常々主張していること

だが、実際、レギュラシオン理論の核心は、そしてまた

成長・蓄積論に取り組む他の分析諸潮流に対するその独
●●●●●●｡●●

自性は、マルクスの直観にならって経済動態の中心にふ
● ●●●●●●●●●●●●●■●●

たたび資本一労働関係を導入したことにある(2)。方法

論上のこの観点が正当であるのは、生産性向上を抽出し

獲得する様式、また社会諸集団・諸階層にそれを分配し

波及させる様式が明らかとなるのは、歴史的かつ社会的

なコンテキトのもとで切り結ばれる資本一労働関係の内

部においてであるからだ(3)。この意味で、そして蓄積

体制をなによりもまず歴史的・社会的に規定される生産

性向上の獲得・分配・波及の様式として定義するのであ

れば、資本一労働関係の本質および諸特徴を解明するこ

とが基礎をなすのであり、この土台があってはじめて、

レギュラシオン理諭の手法を独自なものにしている他の

媒介諸範鴎（とりわけ蓄積体制と調整様式の概念）を明

確にすることもできるのである。

したがってここでは、資本一労働関係の分析から始め

て賃労働関係の特徴づけをまずおこない(第1節)、つい

で蓄積体制を特徴づけ(第Ⅱ節)、そして最後に、飼整様

式へ登りつめる(第Ⅲ節)、という手順を踏むことにした

い。

日本評論社

トヨタ労働組合(1986)，『新の豊かさを求めて」

トヨタ(1975)，『原価低減のためのトヨタ生産方式」

トヨタ(1978)，「トヨタのあゆみ」
’
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I雇用関係と賃労働関係：インセンティブによる参加

を基軸とする非フォード的関係

「逆転の思考」で分析の焦点をおいたのは、私力吠野

的「雇用関係」と呼ぶことを提唱しているものである。
● ● ● ●

次の二通りの理由から「雇用関係」をまず最初に分析す
べきだと私には思われた。

まず、賃労働関係の概念が指示する現実がきわめて広

いとう周知の事実である(4)。賃労働に基礎をおく諸社

会において資本一労働関係は様々 な次元から分析できる

が、それらを一語のもとに組合せ分節するところにこの

概念の独自性がある。マクロ経済あるいはマクロ社会と

いった分析レベルには、このようなきわめて外延的な定

義は申し分無く妥当するであろうが、ただちに使用する

にはかなりの困難がともなう。そこで、まずは企業レベ

ルでとり結ばれる雇用関係を分析し、ついで社会的レベ

ルの資本一労働関係の分析にかかわる補完的な諸要素を

取り込みつつ、本来の意味での賃労働関係の特徴づけに

着手することが有益であるように思う(5)。
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｢企業主義」という表現にはもっと明確な内容を与えて、

この概念に当初与えられていた内容（とくにMATSUM

OTO[1983][1991]によるそれ）から区別しなければな

らない(卿。

’

能が個別企業・会社レベルに集中しているということが

示される（瞳)。こうして日本的賃労働関係に対しては、

「ミクロを基軸」とし、「インセンテイプによる参加」を

原理とする、という二重の性格づけによって、正しく接

近できるように思う。

これらの用語を最終的に選択した理由について述べて

おこう。「ミクロ基軸」という性格づけは、他の論者た

ち(BOYER[1991b],NOHARA[1991],mAGAMI

[1991])の提示した「ミクロ・コーポラテイズム」とい

う性格づけとある面で共通する。しかし私があえて前者

を選んだのは、言葉をかなり乱用して「コーポラテイズ

’
れ獲得されていることを示そうとしたためである。この

雇用関係が独特なのは、賃金決定、雇用・教育の保障、

内部労働市場が、条件付きの規則に服しており、オスト

ラシスム的なやり方にしたがって展開しているからであ

る(9)。

重要なことは、日本の賃労働関係をまったくフォード

的ならざるものとして特徴づけることであって、この本

質的な点に関しては、BOYER[1991b]とほとんど意見

が一致している(脇)。もっとも、あるひとつの決定的な

点に関しては大きく見解は食い違っているのだが('1)。

雇用関係から始めよう…

大野的雇用関係については、『逆転の思考』（第3章）

でその特徴づけを行なったので、その内容や特質をここ

でまた詳しく取りあげるつもりはない。とはいえ、賃労

働関係を特徴づけていくうえで出発点となるいくつかの

本質的なものだけは思い起こしておかねばなるまい。次

のことが特筆されよう。すなわち、大野的雇用関係にあっ

ては、企業内部での生産性向上の獲得あるいは配分の様

式は、労働の脱専門化（多様化、自律化、自動化など）

を土台としている、というのがそれである。この点は、

標準的なフォード的関係との本質的な差異をなすもので

ある。以下、詳しく見てみよう。

－まず､生産性向上城得様式について｡これがフオー

ディズムから区別されるのは、そのダイナミズムの中心

にあるものが、労働の細分化とその反復、規格品の大量

生産、規模の経済の追求ではなく、課業の再結集、多能

化、規模の経済のなかでの幅の経済（範囲の経済）の構

築という三本柱であるからだ。これらの方法の最大の特

徴は、フレキシブルな労働規準と「時間の分かちあい」

（‘)の原理を確立することにより、生産性、「品質」も
● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●● ●●●

よび差異化を不可分に結びつけつつ同時に追求するとい

う点にある。私がテイラリズムからオオノイズムヘとい

う言葉で定式化を試みたものは、時間の強制・割当てを

原理とする労働組織様式から、「時間の分かちあい」を

基礎とする労働組織への移行という事象にほかならない。

一つぎに､生離向上の配分職について｡事実を観

察すれば、名目・実質を問わず賃金の上昇は雇用契約の

うちに刷戯雌まったく確立されていないことが判明

する(7)。賃金上昇は定期昇給やボーナスのように個々

人の要因に依存しており、それ自身がまた、企業業績に

大きく左右される。また、ある程度までは労働市場の状
態にも依存している(8)。

これらの特性を念頭において私は、この雇用関係は、

その根本において「インセンテイプによる参加」を原理

とするものとして特徴づけるべきだと提唱した。「イン

センテイプによる参加｣という表現を選んだのは､う罪
●●●●●●●◆●●●●●●●●●●● ●●●●●

ド的ないしフォード主義的妥協とくらべて、かなり独特
●●●●●● ● ●● ●

なタイプの労資間妥協のもとで賃労働が行なわれ、これ

を通じて生産性、品質および差異化の「混成」が追求さ

Ⅱ蓄積体制：内包的だが設備財に中心をおく「利潤牽

引｣型

アメリカおよびフランスを対象としたわれわれ研究

(AGLETTA[1976],CEPREMAP[1977],CORIAT

[1979],BASLE/MAZER/VIDAL[1984])で明らか

ム」の本来もっている概念上の意味を曲解しないかぎり、

「ミクロ・コーポラテイズム」という性格づけを日本経

済に与えることはできないと思えたからである。実際、

概念として見れば、コーポラテイズムとは、諸種の規則

やゴムド化ゐ主総体なのであり、その目的は､賃労働者
■ ● ● ● ● ● ● ● ● ●

の利害を代表していると目される企業構成因の少なくと
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

も一つ（労働組合）の行動や決定の自律性を無効にする

ことである。また労働組合が、賃労働者の利害について

企業のものとは異なる独自のヴィジョンをうちだす可能

性を否定することである。日本の場合これとは反対に、
●●■●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●

戦後の近代法は組合活動の権利を確立しようとしたので

あうそ、とめ権利雌さに､I白体制舶二約デ核ム

を打磁するたあに打ちたてられためである《鱒1．資本一

労働関係を特徴づける「協調」精神なるものが日本で作

りだされたのは、独特のインセンテイヴ方式一この点

を私は長らく強調してきたものの、ほとんど定式化され

ていない一が土台にあったからなのだ。この意味で、

一連の重要な決定や行動が「ミクロ」のレベルに中心を

おいているといっても、厳密に言えば、これをコーポラ

テイズム型の労資関係力確立された結果だとは考えられ

ない。「強調」精神が作りだされたのは、企業の用いる

｢インセンティヴ」と「オストラシズム」という方式の

結果であって、コーポラテイズム型の労資関係システム
● ●● ●● ●● ●● ●● ●● ■● ●● ●● ●● ●● ●●

に導入されているような労資関係の形式的なコード化の
● ● ● ● ● ●

結果ではないのである。

「インセンテイヴ」と「ミクロ基軸」という用語によ

る賃労働関係の性格づけは、むしろ日本の一部の論者が

示している「企業主義」という性格づけに近い。ただし、

にされた標準的なフォード型蓄積体制と日本で観察され

たそれとの違いは、これまで見てきた賃労働関係につい

てと同じく、きわめて重要である。

しかしこれについては、紙幅の関係上－それに問題

が複雑なこともあり、またこれについてのレギュラシオ

ニストの調査も始まったばかりなので－、ここでは次の

二つの限定をくわえたうえで、これは有望だと思えるい

くつかの研究成果を拠り所としたい。

まず、私がここで対象とするのは、（朝鮮「特需」か

ら第一次石油危機にいたる「日本の奇跡」と言われる）
●●●●●●●●●●

高度成長期の蓄積体制だということ。つぎに、ここで提

示する諸命題が成立しうるのは、いくつかの作業仮説に

もとづいた場合だけであり、これらの仮説自体力吟後の

研究によって検証され、場合によっては修正されねばな

らないということ。この二つである。

…「ミクロ基軸」の賃労働関係

雇用関係を特徴づけているこれらの要素とともに、日

本社会に特有な、所得が社会化される一般的な仕組みを

いくつか考えあわせれば、賃労働関係をその総体におい

て特徴づけることができる。ここではっきりしているこ

とは、日本では間接賃金がとりわけ微少だということで

ある。ヨーロッパの制度とくらべれば、日本の社会保障

はたいてい萌芽状態であり、ほとんど「社会化」きれて

いない。アメリカと比較してみても、間接給付や公権力

の管理する移転所得（失業、疾病、老齢､住宅の諸手当）

の比重は小さい。企業による「第一次」分配との関連で

見れば、国家やその代理機関による「第二次」分配の及

ぼす所得調整効果は、西欧的な真の社会保障制度と同じ
●●●●G●●●●●

だとはとても言えない。つまり日本では、所得の第一次
●●

分配の場錨息企業が､所榊｢全紬な｣鰄・分配

の場となっているということだ。実際、労資関係システ
●□●●●●●g

ム総体の調整において企業がきわめて重要な位置を占め

ていることにはまったく驚かされる。さらに、労働力の
長期的な再生産費用（教育、失業、老後など）といった、
社会全体の再生産にかかわる戦略的要素をとりあげても、
●●●●●●●●●●●●●●●●●●

日本的賃労働関係の際立った特徴は、企業の担うこのよ
うな中枢的な役割にあるように思う。そこで私はあえて
次のように主張したい。日本的賃労働関係は、「インセ
ンテイプによる参加」（これは個別企業レベルで管理誉
れるインセンテイプ装置を強調するものである）という
タイプの雇用関係に基づく「ミク堪軸｣の貴労働関係

●●●

として特徴づけるべきだ、と。帥に上うて、労働力の
白柚誉鋤雑らず鋤鰄離戯いう木紘の職
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一つの類似、…二つの相違

「奇跡」の名で知られる長期持続的な成長を通じて形
● ●●●●●●●●●●●

成された経済構造の型は、内包的かつ、ほぼ求心的な蓄
●● ●● ●● ●■

積体制から生じたものとして特徴づけうること、明らか

である。「内包的」とは、生産性力塙<、かつ、設備財

部門と消費財部門との繋がりが重要な役割を担っている

ということである。「求心的」とは、販路が半ば排他的

に日本の国内市場で構成され、市場それ自体が国際競争

からほとんど保護された状態にあるという意味である。

内包的な性格は、アメリカやフランスにみいだされた蓄

積体制と共通する面であるが、しかし、少なくとも第一

次石油危機まで日本に見いだされた「求心的」な側面は、
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であったのだ。「日本の例外性」は形を変えつつもなお

続いたのである。生産財生産部門によって障引される」

蓄積に続いたのは、需要によって牽引される蓄積であり、

しかもそこでは、国際的要因が重要な位置を占めるこに

なった。日本の国内市場は引き続き、実現された生産力

向上からほとんど利益を得られず､内H鱸差Iま常に大

きく開いていた。

生活様式に目を転じれば、多くの證者によって批判的

な見解が表明されていることもうなずける(動。実際、

日本の人々 力吟日まで、日本経済の目を見張るダイナミ

ズムからごく一部の利益しか得ていないことは明白だ。
● ● ● ● ● ● ● ●●●●●●●●●●●●

たとえば、国内物価、住宅や社会保障制度へのアクセス、
●● ●● ●● ●● ●● ●● ● ■ ● ● ● ●●●●■●●

労働時間など、日本の消費者や市民に移転される成長の
● ●● ●● ●● ●● ●● ● ● ● ● ● ● ●●●●●●●

経済的利益は、システムにとって十分可能な水準をかな

り下回っている。

その対極にあって経済のダイナミズムから利益を得て

いるのが、日本企業である。経済生活の第一のアクター

たる企業は、その第一の受益者でもあったというわけだ。

日本企業の繁栄は(君)、日本の例外性の「裏面」をなす
のだ。

と比べてかなり緩やかなものでしかない（『逆転の思考」

第3章の図表3-3と3-4を参照)。この点はより十全な研究

によって明確にしなければならないが、おそらくこの急

速かつ劇的な減速を可能にするうえで、賃金決定の特殊

な様式(ボーナスと企業実栽が大きな位置をしめる)がと

りわけ有効であり、またそれを許容するものであったこ

とは間違いない。賃金形成がフォード的方式の諸形態に

制度化されている諸国と比べれば、日本の独自性は実に

はっきりと現れる。マクロのレベルに目をむければ、日

本経済はこの独自性によって驚異的な機能的「柔軟性」

を確保したのである(､)。

－この特質、すなわちシステムのもたらすきわめて大

きな機能的柔軟性に基づく調整能力は、産業経済の領域

においても発揮された。エネルギーの節約、以前の時期

を特徴づけてきた重厚長大部門からの引き上げ、そして

世界経済における需要成長部門への急速な特化。日本は

上からの「積極的な」適応を確保する脅威的な能力をもっ

て、エネルギー価格の高騰によってひきおこされた、産

業経済の費用に占める重厚長大部門の逸脱を抑制し、世
●●●●■

界経済を支える諸領域に移動したのである。日本が示し

’ これらの要因が、先に確認された「逆転」を証明して

くれる。つまり消費財生産部門よりも、むしろ生産財生

産部門に牽引される成長であるが、このタイプの成長は、

戦後の混乱期のあと日本経済が大きく復興したさいに見

られたものであり('')、またアメリカ政府が現在すすめ

ている大改革にも見られる。

2．第二の本質的な相違。第一のものとも整合するの

だが、成長は、（賃金によって牽引される）「賃金主導」
●・・・・･･・・ ・・｡●｡●

型というよりも、（利潤によって牽引される）「利潤主潮

型であったように思える。

このことは、大衆消費のダイナミズム力湘対的に弱い

という上の議論だけから言えるのではない。この時期の

投資動向およびその規定要因に関する研究によってもそ

れは証明される。この点に関しては、総合的な性格を有

する近年の研究のなかで、UEMURA[1991]が一連の説

得的な論拠を提示している。彼は計量経済学的なテスト

に基づいて、投資が収益性に対してきわめて感応的であ
．・・●

ることを示し、次のように説明している。「事実、投資
● ● ● 。 ■ ・ ・ ・ ・ c ・ ・ e ． ． ． ．｡。。●●

は、利潤率に対してだけでなく、賃金一利潤シェアの動

ヨーロッパとはある意味で、「反対の局面」を示すもの

である。というのもこの時期、ヨーロッパでは市場開放

が急速に進み、各国の国民市場力湘互補完的になってい

たからである。しかし、これは一つの相違にすぎず、こ

の段階では決定的なものではない。

日本の独自性を概念化するさいに手がかりとなる本当

の相違は、次の二つである。

1．第一に、利用可能なデータから判断して(ROm-

LLEAU[1986],ITOH[1990],UEKUSA[1991],OEC

D[1986-1990])、日本経済のダイナミズムにおいてモー
。●●。。●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

ターの役割を果たしてきたのは、設備財部門と中間財部

門の凄まじい成長であり、これはそれ自体､生産財生産

部門における投資の潜在的増大の結果である。つまり、

経済成長を「引き出し」たのは、大衆消費財部門におけ

る投資と生産の成長ではない。この点、フォーデイズム

の黄金期にフランスとアメリカが経験したものとは異なっ

ており、多くの要因がこのことを示している。

－まずここで言及しなければならないのは、国内物価、

とくに大衆向け生産部門の物価力湘対的に（世界市場の

|’

'｜

､|

:’

I

1

向鮒しても、き紬輔応的協うた｡その誠､企

難、自らの内總保純とえ椴凱ため袖ら｣(14

ページ)。そして彼は、（系列の名で知られる）日本に固

有の産業金融上の制度的取り決めの重要性を示唆してい

るが、日本の経営者力蝋行の圧力に振り回されずに巨額

の投資資金を用いることができた理由はここにある。こ

れに日本の労働者のけたはずれに高い貯蓄水準を加えれ

ば(過)、成長がなぜ、消費よりも投資によって牽引され

る様式であったかが説明されよう。

以上の特徴づけを補強するために、高度成長につづく

時期についても簡潔に粗描しておこう。

● ● ● 。 。 ｡ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● U ‐ ‐ ず マ ー

たこうした驚異的な「機能的」柔軟性は、めざましいマ
●●。。．．．．．．．．．

クロ経済的効果を生み出した伽》。これは、日本的な調

整に固有の諸特質のなかでも本質的な面をなすものであ

るだけに、本稿の最後でこの点に立ち返り、説明を加え

る必要がある。

石油危機以降今日までの時期について重要な点だけを

取り上げておこう(21)。マクロ経済的動態がはっきりと

方向転換したこと力端徴的だ。それはとくに日本経済の

世界経済への参入のあり方に関していえる。日本におけ

る資本蓄積総体に占める輸出の比重がますます大きくなつ
●●●●●●●●●●●●

ていることを考えると、この国が「輸出主導型成長」へ

向かうたことは明らかであるように思える(最近の研究

の中ではとくに伊藤[1991]、植村[1991]を参照)。こう

した内包的で国内中心の蓄積局面は(生産財生産部門お

よび利潤によって牽引されたものとはいえ)、二度の石

油危機によって引き起こされた大規模な適応過程を経過

した後、今度は消費財の需要が中心的な役割を果たすよ
●00●●●

うな内包的成長の局面に変わった。しかし需要のこの例
◆ ● ･ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ■ ● ● ● ● ● ● Q ● ● Q ●

外的な動態力雅保されるには、国外需要の寄与が決定的

それに比べて）高い水準を維持し、低下したとしても緩

慢にでしかないということである('6)。これは一部には、

当該部門における生産性向上が（生産財生産部門のそれ

に比べて）最も小さいということから説明されよう。だ
●●●●●●●● ● ● ● ● ● ●

が何よりも重要なのは、生産性向上の用途力荊潤優位で
●●●●●●●

決定されている（つまり物価の低下と賃金の上昇を犠牲

にして)ということである。これが真の意味での日本の

独自性なのである。

一いずれにしても消費構造の分析については、次のこ

とに目を向けなければならない。すなわち、フォード的

成長に不可欠の二つの財、住宅と自動車は、日本の成長

においては、フランスやアメリカの場合とは異なった役

割を果たしてきたということである。住宅だが、あらゆ

る点から見て（土地の希少性、都市地価の投機、農村所

有地を保護する規制、文化的規範や地震対策規格などに
より課せられる建築様式)、これを手に入れることは多

くの世代わたって貯蓄の問題である。自動車についてい
えば、大衆＝大量消費という点ではずっと後になってか
ら飛躍したのであって、西欧のフォード的成長に対して
時間的なずれをともなっていた。

この点に関して考察を進めれば、調整様式の分析に移

らざるをえない。

Ⅲ競争的でも独占的でもない鯛整様式：企業主義｜’

賃労働関係および蓄積体制にとって本質的な特徴をな

す諸要素から出発して、調整様式の最も重要な点を解明

することに努めよう。そのためには、近年の関連研究と

も符合する一定の考察がなされねばなるまい。

次の核心的な考察から始める必要があろう。すなわち、

賃労働関係をめぐって取り結ばれた制度的取り決めと、

全体として見た産業組織に関わる制度的取り決めとの間

には、ほとんどまったくといいうる「相同」がはっきり

と見て取れる、というのがそれである。私は『逆転の思

考」においてこの点を取り上げ、確かに簡略的にではあ

るが、雇用関係と賃労働関係をめぐって取り結ばれた制

度的取り決めの多くが、親企業と下請企業との契約関係

のうちに、より一般的には産業組織のなかに、見いださ

れるということを示唆しておいた(第4、5章参照)。

1975年以後：「機能的柔軟性」と輸出指向

二つの石油危機をガヴァーする時期（1973年から1980

年代初頭まで）に関しては、とくに次の二つの要因が取
り上げられよう。

－何よりもまず、日本経済の発揮した調整の速さと広

さである。この点はとくに賃金について見られる。賃金

の上昇は1973,74年に早くもストップし(名目的にも実

質的にも)、再び上昇し始めても、第一次石油危機以前 －27－

－26－ I

」

瓜

’
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代表されたりもするということだ。こうした諸条件の中

で初めて、日本経済がとくに二度の石油危機の間に発揮

した「機能的」柔軟性というものをよりよく理解できよ

う〈調)。適応と資源配分がきわめて迅速かつ効率的にな

されたとすれば、おそらく一つには、日本の大企業が諸
●●■●●●●●●●●●●◆●●●●●●

資本の協力と競争の中心的な場をなしていたという特殊

性によって説明されるであろう。さらに、前に言及した

「取引関係」を(覆い尽くすわけではないが)再編・強化

する系列一産業および金融系列(濁）一の役割を加味

すれば、日本企業が独自の構造を形成することによって

巨大な権力装置を手中におさめ、もって自らを再編し、

それによってまた経済全体を再編しえたということもう

なづける。これらのことをふまえて議論を進めれば、白
･ ● 巳 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ■ ● ● ■ ■ ●

本社会には利潤と生産性向上を「社会化」する特有のメ
●●●■●､●■■

カニズムが存在するという見方が支持されよう。大企業

の内部に源を持つこのメカニズムは、それ自体が特殊な

社会的取り決めであり、さらに投資の部門間配分という

見地からすれば、それは利潤管理の強力な道具ともなっ

ている。この意味において企業は一そして賃労働関係

および資本労働関係の管理に関して観察されたように弓

資本の「戦略的」調整および再生産の水準において重要

な役割を果たしているのである。

－銀行と産業との関係、あるいは別の表現にすぎない

が、資本と利子との関係を考察すれば、資本間競争の

「調整」に関してなされたものと同様の観察結果が得ら

れるように思われる。

実際、多くの研究者(AOKI[1988][1990],GROENE-

WEGEN[1991],MATSUMOTO[1991])が「株主」と

経営者の間、経営者と銀行の間のきわめて特殊な関係を

強調している。日本企業がそれらの関係の場となってい

る点が特殊なのだ。

私はここで大量の文献をいちいち取り上げるつもりは

ない。ここでの主題にかかわるもののみを取り上げ、い

くつかの重要な結論を引き出すにとどめたい。
｡ ●● ●● ●● ●● ●● ●●

－株主と経営者の関係について。上記の研究者たちは

おおむね次の見方で一致している。すなわち、この関係

については、歴史的および社会的な要因力蓮要な位置を

占めているが、結局のところ、日本の経営者は西欧の経

営者と比べてきわめて大きくかつ細部にわたる裁量権の

余地と決定権をもっている、というのがそれである。株

式配当は経営者にとって(たとえばアメリカの場合のよ

うに)生き残りのかかった目標といったものではなく、

最小化されるべき費用だという見方もある(MATSU-

MOTO[1991])。
●●●●●●●●●■●●

一銀行と産業の関係について。純粋に金融上の目標は

産業に固有の目標に比べて長らく従属的な位置を占めて

きた。このことは、日本企業が市場シェアの拡大や急速

なイノヴェーション、あるいは利潤率よりも利潤量といっ

た目標を優先させてきたことにあらわれている。当初、

つまり西欧へキャッチ・アップする局面において、銀行

は通産省や他の経済関連官庁によって従属的な位置にお

かれていたことや、産業企業内部の株主櫛造がきわめて

特殊であったことなどがこうした事実を説明する(超)。

後には、企業は自らの繁栄そのものにより銀行の決定や
圧力に屈することは少なかった(")。

その結果、前に示唆したように、利潤と利子の関係は

部分的には企業の内部で「直接に」管理されことになっ

た。利潤-利子の裁定は企業内部で仲介され、その主要

な局面は短期になった。システム全体に関わる調整のも

う一つ別の次元一金融資本と産業資本との、あるいは

利潤と利子との対抗一もやはり、部分的には大企業内

部でほとんど「直接的に」管理されることになった。

りASANUMAとAOKI[1988][1990]によりながら、こ

の特性がどのように、産業組織における「関係レント」

のネットワークの形成に寄与したのかに注目した。さら

に言えば、諸種のタイプ、レベルの系列が、大企業の周
囲やその間で、（金融的、人的、技術的といった)あらゆ

る性質の交換・移転の関係をつくっており、これがまた、

日本経済の際だった一つの時性となっている。ネットワー

クの質の良さということもあろうが、ASENSIO/MAZ
IER[1991]が明らかにしたところの「外部費用」優位の

理由もこれによって一部説明される。

この議論に根拠を与えてこれを補強しよう。つまり問

題は、どのような意味において、この相同について語り

うるか、である。これは次の二つの要素によってはっき
りする。第一に、いずれの場合(賃労働関係と産業組織）
にも、企業は、これら二つの関係に本質的な特徴を付与

するところの制度的取り決めが形成され構造化されると
●●●●■●●●●●●●

ころの中心かつ基軸として現れる、ということである。

第二に、いずれの場合においても、企業の内外で取り

結ばれる制度的取り決めが、通常の短期的な「管理．運
営」を越えて、日本経済・社会の「世代にわたる」総再

●●●●●●

生産にとって「戦略的な」次元となっている、というこ
とである。

とりわけ産業組織一これからその分析に着手する

が一に関していえば、その諸特徴からして典型的なフォー

ド的産業組織からはっきり区別されるといってよい。こ

のような対照性を類型化していくには、とりわけ二つの

特徴に注目すべきであるが、あらかじめここでは、一方

は下請け関係に関わるものであり、他方は日本企業内部

における(株主、経営者および銀行家の間の)権力・利害

関係の特殊な構造化に関わるものである、ということだ

けを言っておこう。

株主、経営者、銀行：権力と利害の特殊な構造が形成さ
れる場としての日本企業

企業がイニシアテイヴの源であり中心だというこうし
た特殊な関係を分析していけば、少なくとも二つの特殊
性が浮かびあがってくるにがいない。

一第一のものは、日本企業にきわめて特徴的な「株式
持ち合い」の働きに関わっている。その起源にさかのぼ
ればおそらく、財閥の来歴、その解体、そして占領終了
後の新たな土台の上での再編、ということに行き着くこ
とになろうIUEKUSA[19871｡ORRU/HAMILTON/
SUZUKI[1989])。その形成条件の歴史分析には立ち入
らないが、日本企業のきわめて特殊な構造に由来する理
論上の重大な一つの論点を取り上げておこう。日本の大
企業は、数多くの産業分野にたち現れ、それぞれが多少
とも高度な垂直的統合をはかると同時に､没賓榔門間
配分の独自的かつ効率的な場ともなっている、というの
がそれである。いいかえれば、部門別利潤率の恒常的な
差異によって生じる個別諸資本の競争が､部分的にでば
あるが､少滋とも直接的に大企業め内部紘部てv，
るということである。したがって強調すべきは、大企業
は労働力再生産の戦略的な次元を含み持つということに
加えて、総資本のシステムのなかで繰り広げらｵしる様々 デ

な活動を調整するというもう一つ別の戦略的機能一一
れは投資の部門間配分の過程での資本間競争をつうじて
なされる一が、これまた大企業の内部に組み込まれ、
そこで決定されている、ということである。

ここで特に注目したいのは、諸種の活動部門・分野'二
投下された様々な資本が、そこに直接に現れもす奴ぱ、

「取引関係」および関係レントのネットワークの中心に

位置する日本企業

この点に関して私は「逆転の思考』のなかで、ASA-

NUMA[1987][1989]の研究によりつつ、日本方式の典

型たる下請け関係の特異性を力説した。日本的下請けは

長期的な関係であり、技術援助の「協力」関係力轆保さ

れているおかげでリスクと利潤の分かち合いが可能になっ

ている。この特性は、内部化を中心としリスクと偶然性

が一貫して下請け企業に転嫁される典型的なフォード的

下請け関係とは正反対のものである。日本のこのような

慣行から次のことが結果する。HIRATA[1991]の言葉

にしたがえば、日本経済の大部分において、発注者たる

大企業を核とする「取引関係｣が縦横に張り巡らされ、

またそれによって一部構造化されている、というのがそ

れである。

こうした特性は、大企業の内外でまず生成し、それか

ら産業組織全体に拡がっていったのであるが、私はやは

ミクロ基軸の企業主義的調整

これらの要素をふまえれば、労使関係システムと産業

組織との間に見られる相同に関して、より説得力のある
●■●●■●●●●●●●●●●●●

見方が得られる。労使関係と産業組織の双方において大
●●●●0●●●巳●●■●●●●■●●■●■●

企業は中心的な位置(イニシアテイヴの中心)を占め、通
●■●◆■●●●●●巳●｡●0●●■●●●●●◆
常の事業運営・管理を越えた機能を保持してシステム全
● ■ ● ● ● ● ● ● ● ● ■ ● ● ● ● ● ●

体の再生産および調整にあたっている。したがって問題

は、前者の場合、労使関係システムによる資本-労働関
● ● ● ● ● ●

係、したがって利潤-賃金関係の戦略的管理であり、ま
た後者の場合、大企業をとりまく様々な系列システムを

通じた諸資本の間、および資本と利子の間の競争に関す
● ●｡Q･

る戦略的管理である。

これらの命題からただちに帰結することは、日本経済
の調整様式は、競争的とはいえず、また独占的とも言え
ない、ということである。この二点について詳しく見み

■
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苧意憩嘉雰證
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だからこそ、中間的な分析段階を設ける必要があるの

であって、私には「雇用関係」という範曜を経由する

ことが有用だと思われる。雇用関係の概念については

「工場とロボット」［1990]を、オオノ的雇用関係の特

質については「逆転の思考」（第3章)を参照されたい。

(5)そのうえ、オオノ的雇用関係に関して、きわめて特

殊で斬新な形態が問題となっている以上、私は賃労働

関係を定義していくうえで、この回り道がとりわけ有

意義なものと考えている。

(6)オオノイズムに関連づけて「時間の分かち合い」と

いう観念がつくられたのは、テイラー主義やフォード

主義の方法に固有の「時間の割当て・強制」という観

念と区別するためである。

(7)標準的なフォード的賃金決定方式では、「A唾十

COLA」の式に基づいて、賃金は物価と生産性に「ス

ライド」し、その最低水準力媒証される（この点に関

しては、『逆転の思考」第3章および拙稿[1990](第6

章)を参照)。制度的に設けられたこのような「自動性」

が、オオノ的な賃金決定の手続きには見られないので

ある。

(8)TSURU[1991]は、アメリカ・ラディカル経済学ア

とになろう。また、私の印象では、近いうちに日本経済

はふたたび大きな調整過程に入らざるをえないであろう。

こうした調整過程において「企業」は、かつてと同様に

中心的な役割を演じることができるのであろうか。それ

は歴史が語りだしてくれるであろう。しかし、とくに目

につく分野だけを取り上げても、労働時間の短縮、土地

投機、公害闘争といった様々な領域に、国家がすでに、

かつてよりも積極的に姿を現し働きかけているように見

える。

こうした理由から、そして戦略的決定の「ミクロ経済
．｡．・・・・。●●

的」性格を強調するためにも、日本の調整様式を「ミク
．...．..．.....･・････●●●

ロ基軸」の調整ないしは「企業主義的な」調整に従うも

のとして規定することが当を得ているように思われる。

MATSUMOTO[1991]によってこの表現に与えられた弁

護論的な内容(企業主義社会は厚生と社会進歩を備えた

社会として、つまり市民にはある理念と共通の価値観が

与えられ、大きな社会的緊張のない協調社会として、提

示されている)を取り去って、私がいま大まかに描いた

技術的な内容を与えれば(雪】、この表現は適当でもあり、

また好ましくもあるように思える。なぜ適当かと言えば

資本蓄積においても、全体の調整においても、大企業が

中心的な役割を担っていることが強調されるからである。

フランス語での造語ではたしかに調和的な響きが残るが、
日本語的用法にのっとって日本的特殊性を表現するのも
悪くはなかろう(画)。

議論を締めくくる前に、ひとこと言っておきたい。

読者も気づいているだろうが、オオノイズムにあてた拙
著[1991]と同様に、日本的調整様式の特殊性に関するこ
うした探究のなかで、私が主して興味を引かれたのは、

よう。
．．、2．÷皇｡全_L,土孟ゑふ.よ=j_"､ff手白う

1．実際、日本の調整様式は競争的なものとして見る
ことはできない。競争的と言った場合に想定されている
● ● ● ●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●

ものとは反対に、日本には生産性向上をある程度社会経
●●●●●●■●●●●●●●●●●

済に波及きせる制度的装置が存在する。たとえば、生産

性向上の賃金への波及は、コード化された強力な制度的
手続きを通じて(様々な仕方で)なされる。主なものだけ

●●●●●

を取り上げれば、年功制と春闘がそれである。年功制に

関連して企業と言った場合、ふつう考えられているのは
個々の事業所ではなく、あらゆる種類の移転が行わると
ころのネットワーク化した企業「集団」である。「春闘」

についていえば、その使命は社会経済の各部門を通じて
ほぼ一様に年俸アップを促進することである。

そればかりではない。企業内部での権力集中・意思

決定の手続きが、諸種の系列(分配レベルでの産業系列・

金融系列)の形を取った「取引関係」を通じて、利潤の

部門間配分あるいは金融利得・利子の配分・移転を見事

に確保している。

このように、日本経済の内部では制度的手続きや諸種

の社会的取り決めが働いている以上、これをもって「競

1

1

’

’

註｜

｜
’

についていえば、その使命は社会経済の各部門を通じて資本蓄積においても、全体の調整におい~Lも、ハエ不°． （'）本稿の最初の版は、「逆転の思考」（花田昌宣･･斉藤念と区別するためである。

ほぼ一様に年俸アップを促進することである。中心的な役割を担っていることが強調されるからである。悦則訳、藤原書店、1992年）の日本語版への「あとが（7）標準的なフォード的賃金決定方式では、「A唾十
そればかりではない。企業内部での権力集中・意思フランス語での造語ではたしかに調和的な響きが残るが、 き」に掲載されている。 COLA」の式に基づいて、賃金は物価と生産性に「ス

決定の手続きが、諸種の系列(分配レベルでの産業系列・日本語的用法にのっとって日本的特殊性を表現するのも （2）この点については、拙稿[1986]で詳しく論じられてライド」し、その最低水準力媒証される（この点に関

しては、『逆転の思考」第3章および拙稿[1990](第6金融系列)の形を取った「取引関係」を通じて、利潤の悪くはなかろう(画)。 いる。

（3）これは、資本-労働関係が一方では賃金と利潤との部門間配分あるいは金融利得・利子の配分・移転を見事議論を締めくくる前に、ひとこと言っておきたい。章)を参照)。制度的に設けられたこのような「自動性」
に確保している。読者も気づいているだろうが、オオノイズムにあてた拙 分配（所得の一次的配分）を規定し、他方では生産性が、オオノ的な賃金決定の手続きには見られないので

このように、日本経済の内部では制度的手続きや諸種著[1991]と同様に、日本的調整様式の特殊性に関するこ 向上の社会的移転の一定の側面を大きく規定する限りある。

の社会的取り決めが働いている以上、これをもって「競うした探究のなかで、私が主して興味を引かれたのは、 においてのことである。生産性向上の移転は、集団的(8)TSURU[1991]は、アメリカ・ラディカル経済学ア

毒
ド
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ところは、システムを「コーポラティスト」として特

徴づけうるような制度的特性ではなく、資本-労働関

係の歴史とその中で形成された労働の指揮様式および

インセンテイヴ様式なのだ。

的この点については、本稿の第Ⅲ節で再ひ政りあげる。

“最も注目すべき効果のひとつは、あらゆるエネルギー

資源を欠き、石油危機で最も打撃を受けた国の一つで

ある日本が、世界中を揺るがしたこの衝撃を最も巧み

に利用した国として登場したということである。とり

わけ日本が世界市場へ抗しがたい勢いで接近し始める

条件の方にあり、それら規則や慣習が形成される現実

的な諸条件、したがってまたそれらに見いだされるべ

き意義は軽視される。とりわけ日本の場合には、オオ

ノイズムが「フォード的原理の輸出／適応」から生ま

れたのは確かだとしても、新たな技術の開発はきわめ

を、大野は実現したとしている。R

の論文のなかでもこの点を再確認し

｢合衆国では理解されなかったフォー

ィズムの発明者？」と付された「図

イエは、「フォード的原理の輸出｣、

１
１
１

の」

の梯 I

’
’
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R.ポワイエは、式1」で、
I

ここではただ次のことを指摘しておきたい。この主題のは、石油危機後、つまり1980年代である。

に関する古典的な研究(MATSUMOTO[1991])を読む例実際には、日本経済にとって最初の調整へ導いた真

以前に、この主題は一考の価値ありと示唆してくれたの第一のショックは、1971年にニクソン大統領によっ

のは、花田昌宣氏と山田鋭夫氏である。とくに山田氏て誘発されたそれである。それはベルトン・ウッズ体

は、日本へのレギュラシオン・アプローチにとってこ制と金・ドル賊の終了を一方的に宣言するものであつ

の特徴づけが当を得たものであることをいち早く示した。この事件と石油危機におけるその影響に関しては、

ていた・KOSAI[1986]を参照されたい。この論考は、「高度成

⑮当然のことながら、OECD諸国の各国年次報告がこ長」の局面における重厚長大産業および中間財の優位

の点を強調している。実際、この面が決定的に重要で性についての多くの論証を収めている。

あるのは、生産性向上の配分・波及の様式が日本では“たとえばKATO/STEVEN[1989]が、日本の賃労

きわめて独自なものであることを示唆しているからだ。働者が手に入れた代償の小ささにこだわるのは確かに

賃労働関係に固有の制度的取り決めと日本経済の調整間違ってはいない。ただ問題は、このことを資本蓄積

様式に目を向けることなしにこれは説明されえないこを支える組織諸形態の革新性と混同しないことだ。

と、これを示すことが本稿の目的のひとつでもある。例たとえ1991年、92年にそれまでの蓄積様式がいくつ

⑰さらにつけ加えれば、通産省がこの局面において、かの点で限界に達したとしても。

経済を設備財生産へ、広くは重厚長大部門へ導くにあ"ITOH[1991]は、企業グループの内部あるいはその

たり決定的な役割を果たした。輸入(とくにエネルギー周辺での部門間労働移動に関して、その手続きの性格

と原料)に関して半ば独占権を行使し、また自らの優と効率性を分析している。この点は、ドラスティック

先順位にしたがって輸入資源を割り振ることによって、な調整期における労働力の管理に関わる「機能的柔軟

通産省は日本経済を生産財生産部門「牽引」型成長へ 性」の性格を実によく示している。

導いた(この時期の通産省の役割については、恐らく鯛構造をつくりあげる系列の役割の重要性一直接目

少々 過大評価されてはいるが、JOHNSON[1982]を参に見えるわけではないが－とその複雑な仕組みにっ
照)。 いては、GROENEWEGEN[1991]力観明している。

⑱貯蓄率の高さは、日本の労働者にかかるきわめて大“分析の大部分がこの点に関して企業グループとその

きなインセンテイウによって説明される。すなわち、「メインパンク」との関係に格別の重要性を与えてい

日本の社会保障はリスクを社会化する能力に乏しく、る。

住宅を手に入れるに必要な貯蓄はかなりの大きさになつ㈱もつとも今後ますます明らかになるであろうが、今

た。結局これが、少なくとも戦後に関しては、（韓国日では日本企業自身の方が金融上の目標を以前よりも

とともに)世界で最高の貯蓄率となって現れているの 重視しているようだ。金融の規制緩和が進行している

現在、金融制度が産業との関係において主導権を取りである。

⑲ここで「機能的柔軟性」とは、システムの柔軟性と返せば、金融上の目標はますます重視されることにな
して理解されたい。つまり、システムのダイナミズムろう。
の一貫性を破壊することなく比較的迅速に変化や調整㈱言うまでもないが、日本においても古典的な「王権
に対応するシステム全体の能力のことである。 に属する」機能(警察、司法、軍隊…)は、他国と同じ

「日本の諸条件への適応｣、そして「フォードのヴィジョ

ンの実現としてのトヨテイズム」と書いている[1991

a]。すでに述べた論文[1991b]でもこの見方は変わっ

ていない。この主張を打ち出すのにボワイエの依拠す

る比較項目は、(BOYER/ORLEAN[1991]と同様に）

全く「抽象的」で一般的な方法で定義されたものなの

だ。要するに、それらの比較項目は、生産の組織形態

や雇用関係がその時々に帯びる現実の内容とはまった

くかけ離れているのである。彼は、「家父長制｣、「忠

誠心に基づく賃金｣、「労働者の生活様式の強権的な規

柵上｣、等々 の類似点を挙げているけれども、もしこ

れら要素の現実の内容に立ち入ってみれば、その根本

には諸種の差異が存在し、むしろこれらの差異のほう

が、時として見いだされる類似点に勝るということが
わかるであろう。

たとえば、生産性の追求は、フォードの場合、（191

3年以降の「1日5ドル」の時期には)、彼の成し遂げ

た主要なイノヴェーションたる組立ラインと細分．固

定化された作業規準に立脚しているのに対して、大野

にあっては、製造作業の流れづくりという原理（これ

が大野の主要な貢献である）に基づいているのであり、
これは、はっきりと非フォード的とみなされるべきな

のだ(MONDEN[1983]および『逆転の思考』第2章

参照)。賃金決定方式についても、同じことが言える。
ヘンリー・フォードの場合には、「1日5ドル」政策

によってその原則に時間制賃金を導入することが問題
となっていたとすれば、大野にあっては、賃金原則は
基本賃金、年功賃金、諸手当、ボーナスなどの組み合
わせであった。

思うに、こうした過ちが生ずるのは､結局のところ、
両システムの形成される歴史的諸条件を顧みないため
なのだ。こうしたことはコンヴァンシオ・アプローチ

にしばしば見受けられる。彼らの関心は、まずもって、
規則や慣習(conventions)の生成と機能の「論理的」

て独特な文脈においてなされたのである。ここで、日

本に固有で特殊な文脈とは、戦後、平等主義と自主管

理の権利要求におよぶきわめて強力かつ激烈な労働者

攻勢に続き、経営者側が経営権奪回と産業規律の確立

をめざして同様に激しい反撃に出た、というものであ

る。その結果がまさに、オオノイズムに特徴的な、オ

ストラシズムと「民主主義」のこの混成物なのである

（これらの歴史的側面については、私の依頼に応じて

花田昌宣氏が行ってくれた研究のほかに、特にA.GO

RDON[1986]の提供する報告に依拠している)。同様

に、フォードがそのT型モデルを推進すべく規格化き

れた大量生産をめざしたのに対し、トヨタにおいては、

まつさきに多品種少量生産にもとづいて生産性が追求

されたのだ。したがって、大野が頭に描き実際に実現
したものは、フォードが考え実現したものとは決定的

な点において異なると私は見ている。

⑫この特徴づけのために、私は、労働力の「直接的」
再生産と「長期的」再生産との区別に依拠している。
この区別はメイヤスーによって導入さｵTS・ド・プリユ

ノフによって精級化されたものである。「直接的」再
生産は、主に、賃金労働者が規則的に受け取る直接賃
金によってまかなわれる。「長期的」または「戦略的」
再生産は、教育．退職．失業といった分野に関わり、
一般には、課税や「移転」といった大規模な社会装置
によってのみ確保される。ヨーロッパでは、こうした
手続きは、社会保障制度という形をとっている。

⑬たとえば、労働組合法第2条は次のように規定して
いる。「本法にいう労働組合とは、自主的に結成誉れ
た組織であり、労働者の労働条件及び経済状態の改善
を第一の目的とする、主として労働者から構成される
組織である｣。M.TADASHI[1991]参照。

⑭少なくとも一定のケースと時期においては、経営者
と労働者の間の半「共生」関係について語ることがで
きるとすれば(HANADA[1992])、それがよつきたる
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期に管理される、そういった調整様式である。

""compagnie-isme''という表現は、「企業主義」と

いう日本語表現をもとに作りだされたものであること

を想起されたい。「企業」は、日本語で「会社」ある

いは大企業を意味する。ある意味でわれわれは、さほ

どの手続きもへずして、組立ライン、団体交渉そして

アメリカでの福祉国家の形成の結びつきから生まれた

調整様式を「フォード主義的」と規定した。

例本稿で私は日本的な効率性の起源や根拠を説明する

ことに主眼をおいた。したがって、システムが現在呈
している困難や矛盾についてはほとんど取りあげなかっ

たが、このテーマに関する文献に目を通して、私の確
信が揺らぐこと決してなかった。
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<国家がこれを保障している。同様に、通貨の管理や

「強制通用」させられる一般的等価の再生産もまた、

政府当局と連絡をとりつつ中央銀行がこれをおこなっ

ている。それでもわれわれが｢嵌入企調というイメー

ジを想起するのは、大部分の経済大国とくらべて、日

本の企業は、システム総体の再生産という重大な機能

を管理するうえで他に例を見ない重要な位置を占めて

いるからである。独占的調整の基本的な特徴とならん

で、嵌入国家の概念については、ANDRE/DELOR-

MEの古典[1982]を参照されたい。

鋤ミクロ基軸の調整あるいは企業主義的調整は、次の

ような調整様式を示すものである。すなわち、マクロ

経済にかかわる調整やシステム総体の再生産の重要な

諸エレメントが、企業の内部を本拠とし、そのなかで、

長期的かつ複雑な社会的媒介を経ずに、「直接に」短
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特集／第四回日仏経済学会議「資本蓄積と調整様式：日仏比較」（その2）

情報革命と開放混合システムにおける

新たなレギュラシオン形態の登場の可能性

ピカルデイ大学ポール・ボッカラ

システム全体を分析対象とする(syst6mique)レギユに強調されている点は、構造主義的な方法で、組織や社

ラシオン学派は、パリ派やグルノーブル派を加えたフラ会的協調のいくつかの形態を重視することであるが、こ

ンスの3つのレギュラシオン学派の中で年代的には最初れは（労働を含め）技術的な活動の修正や、調整因子、

の学派であり、（社会）構造、（転換の）活動、そしてこ特に資本主義にとって中心的な調整因子である利潤率の

の二つと明らかに関連している（調整因子(r6gulateurs)役割の修正のもつ正確な意味を無視している。同様に、

を伴った）レギュラシオンという経済システムの3つのテーラー主義やフォード主義の分析に集中したことによ

次元を強調している(BOCCARA1988-89)。この経済シリ、両大戦間の危機の解決策、特に国家の介入の拡大や

ステムのもとで、転換の社会的活動は、特に外的な自然公共セクターの拡大の重要性に係わって、客観的構造変

から人々 の欲求に適応した生産物へと変化させる技術に化そのものを無視したことである。これにより、国家独

依存しており、それは、エコロジー環境システムと人間占資本主義に対して言及することをイデオロギー的に拒

社会の特定の部分システムとの二つのシステムの両側か絶したり、第2次世界大戦後になって独占的レギュラシ

ら制約された中で行われる。 オンを開始させようとする歴史的誤りを犯した後で、ケ

インズ的フォード主義という表現を修正する必要が後か

●システム全体のレギュラシオンとレギュラシオンの新ら生じることになった。しかしながら、テイラーやフォー

しい形態 ドのような個人の具体的な業績に対して理論的であろう

とすることは、ガストン・バシユラールカ呼んだように、

現在のシステム全体の危機のなかで、技術活動の変化18世紀にくガラスの＞電燈とく樹脂の＞電燈を語るのと

は、私がく情報革命＞と呼ぶことを主張したものの登場同じように、強い憶断である。

とあわせて(BOCCARA1983)、櫛造的危機と相互作用このような経験主義的弱さや一面的であることの弱さ

を持っており、レギュラシオンと調整因子の根本的な修は、＜トヨテイスム＞やくオーニスム＞あるいはさらに

正を必要としている。 ＜ソニースム＞のように、登場しつつある新しいレギュ

この過程は、現在の世界システムの危機のなかで、フラシオンの特徴の研究と関連して、最近再び問題とされ

ランスや日本のケースが示すように、非常にさまざまなるようになってきている。しかし、現在行われている具

形で現れている。しかし、別の次元では、システム全体体的な試みのすべてを分析しようとする欲求を無視しな

を分析する方法でも、基本的で趨勢的な潜在的可能性でいで、現実のシステム全体の危機からの挑戦が深甚であ
は、抽象的で理論的な方法でも、この過程の研究を始めるため、制約された何らかの具体的な言及の中に閉じこ
ることができよう。この潜在的趨勢は、システム全体のめないで、歴史的でシステム全体の方法による実現可能
危機からの脱出を可能にし、修正が制約されているといな新しいパラダイムの問題を順次配列することによって、
う幻想とは反対の広い、スペクトル可能性の中で現実的理論的な分析も必要である。
で無矛盾な変化のいくつかの条件や基本的要求を説明す私の立場であるシステム全体のレギユラシオン学派に
ることができるだろう。 従えば、現在進行しているシステム全体の危機の最も一

パリ派によるテーラー主義やフォード主義に基づいた般的な要因は、両大戦間の問題についてすでに見たよう
いわゆる独占的ないし労働のレギュラシオンによって特に、永続的ないし長期的な資本の過剰蓄積であり、それ
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実際、もしも私が産業型の物的生産物をある買い手にも必要である。

渡したならば、私はもはやそれを手にしていることはで同じ意味で、もしも情報が通過するところで、情報の

きないし、この買い手とは別の人々 も所有することはで十分自律的な制御が行われていないならば(SnION19

きない。その結果、私がこの生産物を渡した買い手が私76-1983)、同様に非常に大きな総体としての複雑な情報

にそれを再生産できるような費用全額を支払うことにな全体の紛失や歪曲力覗模の不経済につながるならば（力

る°これに対して、たとえ私力精報を買い手に引き渡しン1982)、伝達される情報の過多についても強調されな

たとしても、私はなにも失いはしない。私はまだ手元にければならない。以上から必要な情報の十分な循環、共

情報をもっているだけではなく、不特定多数の人に同じ同負担、共同利用、豊富化力湘互に、そして内部で可能

情報を引き渡すことができる。その結果、私が情報を引な、あまり大きすぎない自立的統一体が必要になる。

き渡した人々 が、払い戻されるべき費用を共同で負担す研究結果の購入や販売に関する費用の共同負担の原理

ることができる。さらに、情報や研究の生産力婚加するは、多かれ少なかれ研究開発費の共通の計画と関連して

協力者に共通の活動であればあるほど、自分たちの間でおり、何人かの理論家たちは、市場原理に基づく組織の

生産費を共同負担することができるのである。 原則や企業間の協力の原則に反対している。しかしなが

実際、研究開発費はもっとも先端的な物的生産物にとつら長期的には、原則的に市場における評価による費用の

ては目がくらむほどに上昇しているが、この費用は多数共同負担力蓮要である。以上から、すでに多国籍企業で

の生産者に分けられるばかりでなく、この同じ研究の利は共同研究計画に特に存在する循環の必要の、市場的お

用者にも負担させることができる（その数は原則的にはよび非市場的混合の局面が生じてこよう。しかし革新的

無限である)。 な混合の発展は別の問題もたくさん生じている。

しかしながら、このためには、情報について、再教育

に必要な水準を持った協力者を十分増やさなければなら●企業の管理基準の発達する混合：社会的効率性基準と

ない。そして、研究を利用しそれによって生産できるた資本主義的収益性基準

めには、協力者に物的にも必要なものを与え、彼らの雇

用を増やさなければならない。 革命の及ぶ範囲の現代の管理規律の、革新的で対立的

以上のことから、すくなくとも原理的には、そして情で変化している混合に関する問題は、特に複雑である。
報の費用の観点のみからは、，国の人口全体にとってと一方では、能力開発の新しい基準を導入しなければなら
同様、あるいは協力関係にある地域の各国にとってや世ないし、しかしながら古い基準をある程度維持する客観

界全体にとってと同様、企業においても、研究開発費を的な圧力を考慮しなければならない。他方では、資本主
可能な限り共同負担することによって低下させようとす義的収益性という伝統的な基準の支配による新たな要求
る面はあるけれども、再教育や可能な限りの必要設備をと堕落の復活は、さらなる変化によって真っ向から反対

され、乗り越えられなければならないだろう。与えられた雇用を進めることが必要となる。
資本主義的市場経済では、物的再生産に必要な費用はさらに、情報力蛎環するにつれて、さまざまなパート

ナーの経験や貢献が豊かになっていく。同様にこのことすべてを清算することはでは済まされず、＜開発費＞を
から、原理的には、情報を利用するための協力者を作つ支払わなければならないo言い替えれば、拡大再生産の
ていくばかりでなく、情報を生産するための協力者をつ必要を考慮し、したがって、前払い資本の利潤率費用の
くろうとする欲求も生まれてくる。また、情報の循環を分だけ価格が高くならなければならない。この価格上昇
できる限り拡大することも必要であるが、情報を産業のは、それ自体は利潤率P/Kに規定された物的資本の増
支配、あるいは資本主義的支配、あるいは独占的支配、大したがって金融資本の増大△K/Kに基礎をおく生産
また国家主義的な支配に使うことに反対するために、自の増大や生産性の増大の形態に依存している。
主性や独自の貢献のための差違や創造性を尊重すること同様に、もしも開発費を考慮するならば、情報の市場

産業化を伴い、技術的には人間の労働に完全に代替する

自動化を伴って、完成の長期過程に入っている。

情報革命は、先行局面とは全く異なり、新たな全体革

命である。なぜならば、情報革命は、電子計算機のよう

に、人間の頭脳の機能のいくつかを物質的手段で代替す

ることに基礎を置いているからである。情報革命の開始

はさらに、産業革命の完成をも規定している。その理由

は、人間の手はロボット化はできないものと考えるよう

に、それは知識を持った手として存在し続けるし、完全

な自動化は文字どおりのオートメーションと結びついて

いるからである。

この発達する技術の混合は、古いレギユラシオンの原
則をある程度維持することにつながると同時に、まった
く異なる原則の開始にも通じている。このように餐用の
(非市場的な）共同負担も市場的な費用の共同負担もと
もに重要であるからである。

は特に物的資本の効率性の危機に関連している。しかし

ながら、現実のシステム全体の危機の特徴は、より正確

に言えば、特に、永続的な過剰蓄積の困難に対応して技

術活動の根本的な修正に、また同様に公的介入によって

支えられる金融資本の成長という新しい形の成長に起因

する。これは混合システムのもとでは、レギュラシオン

のより根本的な転換の問題を生じるだろう。

明らかに、このような簡単な説明の中では、経済的レ

ギュラシオンの新たな形の可能性の、総体的であろうと

するこの理論的アプローチの図式化された基礎のいくつ

かの要因が問題となっているだけである。

１
１

●技術活動の新たな混合(mixit6)と経済システムのレ

ギュラシオンの実現可能な根本的に新しい混合

長期の資本主義的循環の現在の困難の長期的局面は、

第2次世界大戦後に定着したく混合(mixite)>経済、す一股の人々の最大限の能力開発の必要と並んで、この
なわち国家独占主義あるいはく福祉国家＞のシステム全ような費用の共同負担の効率性や（研究や再教育などの）
体の（すなわち構造的かつレギュラシオンの）本物の危非物的投資の効率性を優先する企業の管理基準や組織形
機を表している。実際、両大戦間のシステム全体の危機態力蓮要である。しかし、このような基準や組織形態は
という結果に発展した変化は、混合のいくつかの要素、混合的でなければならず、それはさらに、物的手段の大
すなわち公共セクターや社会的負担の非常に大きな増大きな蓄積の費用や、賃金および労働者に対する費用の上
や、公的資金の収益性基準の必要の低下や消滅などと関昇圧力の継続とともに、前例のない大きさの、情報の費

”

研究開発費はしだいに大きくなる傾向があり、それが
非市場の混合形態や、資本主義的収益性基準とは違った、肥大化している先端領域（たとえば物的投資よりも研究
企業の資金の社会的効率性の基準の実現可能な提案、なや再教育のような非物的投資が優位になっているエレク

曇羅；
'’産業革命の完成､他方では情報革命の体系的な開始に求より一般的には､情報革命はしだいに情報や情報活勤められる。

を優先させるようになっている(1)。これは（市場的交
産業革命は、道具を使う労働者の労力にとって代わっ換に対立するものとして）費用の共同負担の原鋤二までた工作機械に基礎をおいており、地理的には世界全体の及んでいる。

一
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i
も非物的にも必要な新しい蓄積ではなく、価値の移転を

伴って、とりわけ金融の蓄積をさらに強化することを可

能にして、残りの世界を支配しようとするためには、こ

(したがって、貯蓄の基礎となる賃金と同様に、現実の

生産、貯蓄の基礎を減らす）新しい技術の利用を促して

いる。

的費用を（非市場的）共同負担することでは十分ではな

い。一般の人々 の能力開発と彼らの持つ情報を増大する

ための（物的費用に比べて）支出の増加が必要であるこ

るために利用することができる。

4．企業間や企業と一定の地域のすべての活動との間の

協力を増進するためには、与えられた地域の総人口（お

’

｜’

のように共同負担される情報の優位を独占すること力邇

要となる。しかし、もちろん、情報のこのような新しい

拡大は制約的な定義によっている。そして、それ力蝉く

協力関係は、攻撃、征服、支配という方向に向かってい

る（それは、ときには部分的な情報や、従属者にとって

ある程度陳腐化した情報の譲渡を含んでいる)(4)。

これは、特に日本やドイツやアメリカ、あるいはその

他の同盟の経済摩擦や譲歩を通じて、世界を支配しよう

とする対立を生む努力によって説明される。

これは、フランスの場合には、資本の輸出にせよ部品

や設備の輸入にせよ、（特にアメリカを通じた）世界的

な活動による海外市場支配や海外生産に特に現れている。

これはさらに、フランスの新たなグループのく封じ込め

＞や交渉によったり、巨大グループの下請けや取引業者

にたいする圧力を通じた活動による海外市場支配や海外

生産によって説明される(MULLER1990)

しかし、矛盾しときには敵対的なこれとは違った傾向

も同時に増えてくるだろう。地域レベル、国家レベル、

国際レベルでは、同盟者の連携力種要である(DOBRZ-

YNSKI1986、TOFFLER1990-1991)。あるいは国際的

な規模では、子会社の設立やジョイントベンチヤーカ種

要である。そこではより柔軟な支配の試みや反対に自律

性を保つパートナー間の対等な協力の試み力零つかりあっ

ている。同様に、（特に協力関係においては）研究開発

計画の資金調達面では、国家や公的機関の決定的な役割

力遁要である。公的資金の役割は、伝統的な産業的、資
本主義的生産の特徴とは全く違って、研究の別の側面と

関係している。すなわち、結果は長期的で社会全体の研

究にとってのものであり、さらにこの結果は投資された

支出に比例して補償されるものではないということであ
る。

同様に、公的金融機関によって支えられた金融的収益
性の基準が支配しているために、金融市場の拡大と金融

固有の成長が次のような悪循環と新しい障害をもたらす
ことになる。

－企業の金融負担の過度の影響。それが雇用を減らす

一株式の暴落。それは金融だけでなく実物にも投資さ

れた資源の損失につながる。

－私的および公的な借り入れ過剰。および実質成長へ

のブレーキ。

とを考慮に入れる必要がある。このことから、おそらくよび労働者）と比較した潜在的なVAdの上昇を考える

新たな社会的効率基準にもとづいて、企業のあらゆる管ことができる。

理にとって、付加価値生産に関して、物的および金融的

手段を経済的に利用することによって進もうとする必要このような社会的効率性の論理は、新しい技術革命の

が生まれる。また、この基礎のもとで集団的なやり方で、始まりの可能性に応えることができるだろう。

協力者の能力を開発するために利用可能な付加価値を追実際、情報革命の開始は、物的手段によって取って代

求する必要も生じてくる。わられた生きた労働を大きく節約するばかりでなく、生

もう少し詳しく言えば、私は、混合的で､存続可能で、産の物的手段に体化された死んだ労働を今後体系的に節

対立的で、しかも変化する構造にとって、4つの新たな約することによって、総労働の生産性を上昇きせるこれ

基本的効率性基準を提案しており、その基準は資本主義までとは違った形態に進ませている。このような新しい

的収益性基準と両立もするし対立もする(BOCCARA形の生産性上昇は、生産された富と比べて、エレクトロ

1985)。ニクス部品の際限のない小型化と関連して、前払いされ
た物的手段を特に節約するだろう。なぜなら表象的な活

1．企業の経済的収益性（利潤／資本）を上げることに動を実現するので、機械のコントロールの新しい可能性
対しては、資本を相対的に節約する資本の効率性、すなによって可能となった設備の利用されていない時間の大

’

’

現実の支配や対立を乗り越えようとする視点では、社

会的効率性の指標や基準の提案は、（さまざまな分野で)）

すべての人々 の最大限の能力開発を促し、革新的で、対

立的で、進化する混合的な構造の中で、資本主義的収益

性の指標や基準のもつ後退的側面を退けることができる

だろう。さらに、提案された新たな効率性基準は、資本

主義的収益性基準と両立もするし対立もする。このよう

にして、増大させることが提案された付加価値は、労働

者や一般の人々 にとって処分可能な付加価値と同様に、

利潤を含んでいる。

しかしながら、社会的効率性の新たな指標や基準の提

案は、文化や長期にわたる経験の成熟を想定している。

しかし、新たな組織形態は、労働者の参加や他の社会目

的に有利に働くので、おそらく導入し易いだろう。そし

て新しい管理基準の開かれた浸透の必要条件を与えるこ

とになるだろう。

●労働者の能力開発や再教育を伴った情報の循環の効率

性を高める企業組織や混合制度

最初に、情報のより良い循環とより良い管理のために、

従業員個々 の差をなくし、チームの自律性を高めるよう

な、企業や事業所の内部の関係が重要である。新たな構

築に必要なものは、収益性基準に統合された人的資源の

より良い利用か、あるいは情報ばかりでなく労働者の楕

限や責任を増大させ始めることにつながる社会的効率性

の導入を伴った根本的に新しい混合組織か、の対立に関

係している。あらゆる新制度においては、（上からのま

たは下からの）委任の伝統的な原則をめぐって、椿限の

分担、協議、役割の交代についての新しい原則を増加さ

せるようになろう。
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三

との明示的な連携である。これらの制度は、（欧州共同

体のように）地域レベル、地域間、世界レベルに関係す

る国際的なレベルと同様に、地方レベルや国家レベルと

も関わっている。

ことができるようになるだろう。

新たに提案された制度の組織の観点からは、他の領域

と同様にこの領域でも、同じタイプの解決が待たれる問

題に遭遇するように思われる。一方では、われわれの現

実的社会の中で、別々 の制度に特化したセクト主義が、

集権的な国家（あるいは複数の国家）との関わりの中で、

国家介入の仕切を助長している。この介入は収益性の総

合基準や資本主義的企業の組織の支配を補強しうるもの

であり、重要な決定への労働者の参加と同様、雇用や労

働者や一般の人々 の能力開発に対立する役割を果たす傾

向がある。

他方では、企業やその他の様々 な組織の管理の自律性

を尊重しなければ、労働者の組織に対してさえ国家がさ

まざまな形でコントロールしようとする意図とともに、

国家社会主義を建設しようとする社会の中では、幻想や

自発性の抑圧や全体主義に見られる専制的な国家主義の

破局的混乱が生まれることになる。

総合的で分権的な企業の管理の社会的効率性基準の導

入に加えて、研究開発や情報の費用の共同負担の領域か

らは、この反対の弊害を乗り越える制度の構築によって、

以下のような形式を結果的に選び得る。

らゆる正常な関係の中で活動するために市場関係を利用

しているが、しか資本主義的収益性や公的資金による支

持とは別の基準や、分権的で自主管理に基づく組織形態

や、協調的な自主経営を活用している。

このような内部の新しい関係の必要は、企業間の、あ

るいは企業と非企業との間の関係を不可分のものにする。

すなわち、生産物の単なる一度限りの取引に比較して、

企業と利用者間、企業とあらゆる生産要素間で、サービ

スの永続的な顧客関係が増加することになる。もしも、

文部省や公的研究機関との間で、分権的で計画的な新し

い関係が最も良く形成されるならば、その関係はそこに

とどまらない。

地方レベルや国家レベルになると、新しい関係に必要

なものは、（たとえばECのような）地域レベルや国際

レベルに発展する。これは、フランスの権利のく経済的

利益集団＞から、企業のジョイントベンチャーのさまざ

まな形態や国際的な研究計画のための多かれ少なかれ公

的な財団まで、共通の研究開発計画の拡大や新しい連携

の形成の拡大である。

このような形態の混合の次元は（危機の中で増加して

おり)、市場及び非市場的の次元、あるいは公的並びに

私的な次元に関連している。しかし、非常に最近のもの

であっても現存する制度に対して原則として取って代わ

る混合を認めることになる管理基準や（自主管理や労働

参加の）制度の原理の混合の問題は、解決されずに残っ

ている。

多くの企業に共通な制度については、フランスでは、

原則として、以下の3つの歴史的に可能な形態を考える

ことができる。

これらの二つの新しい経済社会制度、すなわち人々を

雇用や開かれた再教育の中に送り込む制度、及び実質経

済成長を伴う人々 の有効な能力開発を助ける金融制度、

に関わる命題は、単純な一般原理には全く当てはまらな

いが、失業や雇用に関係し、国際的、地域的、世界的な

金融関係に関係しているシステム全体の危機の中で発展

する制度的装置の現在の危機から抜け出すことができる。

実際、困難の長期的様相の悪循環が顕在化しているけれ

ども、循環的困難に対応する装置の危機は、制度の根本

的な革新的変化を遂げることではなくて、それ自体がシ

ステム全体の危機の要因である現存の制度の修正が制約

されていることから生じている。同様に、ますます望ま

れているこの装置は、今後は、その不十分さばかりでな

く、内部矛盾の拡大や悪影響を顕在化させよう。

新しい技術の近代化や促進をうまく刺激するものの中

で、フランスの国家計画では、ANVAR(パテント申

請以前保護資金援助機関）の経験や、1983-86年に機能

していたそれに基づくFIM(産業近代化基金）の結果

を考えることができる。この制度は技術革新のための投

資の金融に対して有利な貸付やさまざまな支持を行って

きたが、収益性や危機の状況下での雇用に対して効果の

ある蓄積を強化するために広く行われた。同様に、たと

えば、産業と協力関係にある研究開発の活動の中で金融

的投資を行いながら、公的研究を国際市場で商業化した

り促進するための（国家の多数支配による）新しい株式
会社の最近の公的計画の内部対立を調べることができる。

地域レベルでの技術の普及のための組織であるCRI

TT(技術革新及び技術移転の地域センター）の行動の
批判的な総括から始めるのがよいだろう。

欧州レベルでは、研究開発のく共同体計画＞の経験を
すべて調べなければならない。同様にこの問題について
の多国籍産業企業間に見られるその他の協定すべて、公
的研究機関相互の協力、欧州共同原子力委員会(CER
N)やヨーロッパ科学基金のような大きな組織の管理制
度の役割、について調べてみる必要がある。

世界レベルでは、たとえばONUDI(国連工業開発
機関）やCNUCED(国連貿易開発会議）などの国連
の付属機関の技術の非支配的移転の失敗の経験や、(F
AOからOMS(国連世界保健機構)JtaUNESCOま
での）国連の専門機関の役割についても、同様に研究ざ

●結論に代えて：理論的分析と新しい混合レギュラシオ

ンの実現可能な急進性

－多かれ少なかれ協力的な組織。これは、あらゆる個

人の参加を伴って、企業やその他の組織によって形成さ

れ、国家指導型の制度の慣習を克服するものである。こ

の協力的制度は、お互いに規制し調整されるが、自律的

なものである。これは、（強制的な分担金や基準などの）
規則に則った義務を前提に、競争的なさまざまの組織間

で流動性を助長し、特に自発性の一般的枠組みを与える
ことになるだろう。

－制度の有効な分権化。これは、特に地域レベルでは、
分権的レベルと並んで、組織内部の区分の取り外しや所
有者の機能への参加と併せて、協議やいくつかの調整を
伴うものである。

－（常に再交渉が公開されており、労働者や関係者の
関与を可能にする枠組みの下で）研究開発費を共同負担
する組織の中での明示的な連携。また、他方では、再教
育や雇用に人々を送り込む制度、あるいはさらに、資源
の支配の移転や共同利用の修正を目指す新しい金融機関

もしも現在のシステム全体の危機が、社会主義諸国の

崩壊、低開発諸国の台頭、先進諸国の失業や経済摩擦な

どのさまざまな形態に応じて、＜世界システム＞と関係

しているならば、その起源は情報革命の開始と産業革

命の完成過程の二元的説明だけに帰すことはできない。

この起源は、構造的な条件やレギユラシオンの条件にも

依存している。そして、金融市場の支配の連鎖や金融的

収益性を最終的に支える国家介入の連鎖に表された、非

常に不完全な混合の異なる現存形態によって特徴づけら

れる。

同様に、この世界体制の危機の最良の条件の中に脱出

するために、根本的に新しい経済的混合を構成すること

ができなければならない。そして、特に、金融的成長の

悪循環を大規模に打ち壊す必要がある。

古い混合の危機は、もちろん、新しい混合の努力と同

様、そしてまた現実の金融的成長の両義性や対立と同様、

1．現存する資本主義的企業の活動を外側からコントロー

ルしようとする集権的ではない国営ないし公的ないし国

の組織。この古くからある形態は、補助金を受ける企業

の資本主義的基準に準じており、雇用の増大に対する浪
費となるだろう。

2・柔軟で市場関係により適合し、多くの場合私的な、
新しい混合組織。この組織は、地方レベルから国際レベ
ルまで、システム全体の危機の中でいっそう試されるよ

うになる人々の十分な雇用や能力開発を阻害して、より
巧妙なやり方で、しかも新しいけれども金融的収益性に
よって支配された技術的な要求により近いやり方で、企
業の正常な活動に組み込まれている。

3．盛んに設立されている混合形態。それは、企業のあ

’

れなければならない。

これらの機関はみな、関係者と同様に企業や官公庁の
すべての労働者にとって活動がよく見えるようになって
いることが、この情報からの提案の権限と同様に、組織
的に行われていなければならない。この新しい情報や権
限によって、（単なる特許の販売のみならず）研究や研
究開発の情報のフローとストック、および経済的・社会
的帰結の評価に関する総括をもっている機関を利用する

’
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情報革命の開始に向かわせられる。このことは、拮抗す

る膨大な独占的コントロールや前例のない協力、新しい

公的支出、過剰な借り入れ、有効な非物的移転、資源の

成果や損失を出現せしめる。この対立的な両義性は、十

分で安定的な成長に対立するものである。

金融成長の対立や害悪は、新しい潜在的発展にブレー

キをかけ正道から逸れさせる圧力をかけており、明らか

に、地域や国家に応じて、非常に多様である。このよう

にして、低開発諸国の人々 の発展の大きな開始は粉砕さ

れ、フランスや西ヨーロッパの大量失業が発生し、さら

にアメリカの長期停滞の危機につながった。これは、産

業技術および金融技術における日本の優位力婚大するこ

とによって特徴づけられるけれども、日本の金融システ

ムや実質経済成長に対する金融の成長の影響が表面化し

始めるだろう。一般的には、日本は、情報の循環の進展

や相互にもたれあう経済が、情報革命の開始や産業革命

の完成の可能性に対応しており、労働者や制約を受けた

残りの人々 の能力開発に応じて、対立の妥協的解決をす

るだけである。そして、これは、経済摩擦における成功

が世界システムの危機の不安定化の原因の一部をなして

おり、その影響を引き起こす傾向があるけれども、外か

らの支配を追求するためにこの妥協的解決を利用する方
向に通じて行くだろう。

世界的規模と同様に、さまざまな国や地域で、簡単に

みても過去からの方針を恒久化する実際の戦略を超えて、

より根本的な変化への要求が、システム全体のな理論的

分析の進歩が定義に貢献したとはいえ、1990年には増大
してきた。

より根本的な再編への要求は、経済の革新的なレギュ

ラシオンのより厳密でよりシステム全体の概念への要求

にたち帰らせる。しかし、革新の進展は、おそらく経済

社会的領域を大きく超えて、文化や政治の再編をも想定
したものである。

注

(1)産業革命は、労働者の労力の機械による代替にもと
づいており、産業活動を優先させる傾向があった。情報
革命は人間の頭脳の情報機能いくつかを物質が代替する
ご〃ご‘と釧鋤薩鍔換鋤〃フ雌繍鋤職掌
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せる傾向がある。

(2)物的手段（設備、原材料、エネルギーなど）の体系

的な節約のための情報の共有や循環は、資本主義的成長

を優先する形態に対立して、自然資源の浪費や新たなエ

コロジカルな発展の必要の問題に立ち帰らせる。

(3)一方では、（物的手段に綱上された死んだ労働と生

きた労働の合計である）総労働の生産性の新たな上昇と

関連して、発展途上国を引き上げるく一人あたり物的資

本の＞技術的構成の収益の不足と、他方では、これらの

国における生産された（物量における）付加価値と比較

した物的資本の過剰による浪費や非効率とを区別するこ

とが必要である。資本の浪費や非効率は、一般の人々 に

とっても、組織や情報にとっても、（設備の量的・質的

非効率に加えて)、生産性の全般的な低水準、インフラ

ストラクチャー支出の量的・質的な不十分さを表してい

る。

(4)われわれは、ドイツや日本と異なって、フランスや

アメリカのようないくつかの国の公的研究において、軍

事研究の優位によって引き起こされる浪費が存在するこ

とをここでは取り上げない。

訳／八木尚志
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特集／第四回日仏経済学会議「資本蓄積と調整様式；日仏比較」（その2）
一

戦後蓄積体制における成長と分配
一日 本の 経験 一

l.はじめに

戦後蓄職体制をマクロ経済的観点から分析するさい、

基本となる分析視角の，っは経済成長と所得分配の関係

である。この問題は、諸制度の組合せがいかに戦後の黄

金時代の高成長をもたらしたかを分析してきた、フラン

スのレギユラシオン理論やアメリカのSSA(社会的蓄

積構造）理論において、共通に重視されてきた。もつと

も、両者では若干その強調点を異にしている。レギユラ

シオン理論は、賃金の消費需要の源泉としての役割を強

調し、賃金主導型成長をいわゆるフォーデイズムの典型

的な成長パタンだと見なしているのに対して、SSA理

論は、賃金の他の役割、すなわち費用であり、かつ労働
者の労働努力を引き出す手段であるという役割を強調し、

利潤主導型成長を典型的な成長パタンだとみなしている。

しかしながら、このようなバイアスを固定化すると、両
理論は歴史的現実を十分に説明できないものとなってし
まう（植村(1991))。したがって、むしろ様々な制度諸
形態の接合関係とその構造的適合性のいかんによって、
利潤主導型成長と賃金主導型成長との間で成長パタンの

転換が生じたり、さらに、のちにみるように輸出主導型
成長が展開したりするものと理解する必要があろう。
そのうえで、重要なのは、まず第1に、SSA理論の

いう「産業予備軍効果」は労働市場の状態や制度的構造
のもとで変容し、つねにそれを補完しあるいは代替する
様々な制度を伴うものと理解し、それらを蓄稜体制を構
成するサブ・システムとして位置づけ、他の制度諸形態
との接合関係を分析すること（海老塚＝磯谷(1991),植
村(1991))。第2に、各国経済は様々な成長パタンのも
とで安定的に成長しうるものであり、特定の時期に成長
パタンの転換を経験することを確認し、それをモデル化
することである(Uemura(1989),MarglinandBhadu-
Fi(1990),BowlesandBoyer(1990))。以下、このよ
うを鍾榊巨雄って､撒鷺捗諺二斜蝿強嚇し髄繊獅j縦
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済の成長パタンを検討することにしたい。

2成長と分配の基本構造一簡単なモデル

まず、カレツキの有効需要の理論とマルクスの資本一

賃労働関係の洞察とを構成要素とした簡単なモデルを示

すことから始めよう。

利潤率：資本制的蓄積の目的は利潤であって、利潤率

は資本蓄穣を分析するさいの中心概念である。利潤率は

次の式で与えられる。

lTXZ

r=一×－× －
XZK

＝”×u×y

＝［1－("/q)]×u×y （1）

ここで、rは利潤率、Ⅱは利潤、汀は利潤シェア、Xは

産出量、zは潜在的産出量、uは稼働率、yは潜在的産
出量／資本比率、そして“は生産物賃金率であり、qは
労働生産性である。

これら変数の規定関係を分析するうえで重要なのが、

投資と利潤との相互規定関係と賃金がもつ3重の機能で
ある。すなわち、投資は、期待利潤率に基づき決定され、
利潤は投資決定によって利潤は実現する(Marglinand
Bhaduri(1990))。また、賃金には「消費需要の源泉、

単位労働コストの構成要素、したがって利潤からの控除、
そして資本による労働の規律づけの手段」(Bowlesand
Boyer(1990),邦訳p.206)という3重の機能がある。
また、潜在的産出量／資本比率は、生産の技術的組織的
諸条件と資本一賃労働関係によって影響を受ける。
投資と貯蓄：投資決定に関しては、寡占的環境のもと
での投資決定に関するカレツキアンの定式化にしたがい、
次のような投資関数を設定する（典型的には、Row-
thorn(1982),Taylor(1985)にみられる投資関数)｡

1

g = 一 ~ 一
K

－ － － －ー－－句一一卓一一
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<O):賃金シェアを引き下げることによって、成長が度だけでなく労働組織の編成や技術進歩のあり方にも大

促進される。「賃金主導型レジーム」((dX/da)Rcきく依存する。

＞0）：賃金シェアの上昇によって成長が促進される以上から、実現曲線(RC)と分配曲線(DC)とを

（これらは、MarglinandBhaduri(1990)の「高揚論し組合せることによって、様々な成長パタンをその安定性
ジーム」と「停滞諸レジームノに対応するﾉ。唐墨茄塞とを蓋室することができる。臺筑実麦盈蒙(RC)と
の安定性を仮定すると、（,,)式から弱らかなように、も分露虚蒙(DCノとの交点fJf=@さ＝砂における成

し投資力荊潤に対して強く感応し、その感応度が利潤か長レジームの安定性であるが、それは次の式で表すこと

らの貯蓄性向と賃金からの貯蓄性向の差を上回るならば、ができる。(1）

賃金シェアaは、実質賃金⑳と労働生産性qによって決

定されるが、必ずしも一義的な決定方程式が存在するわ

けではなく、それは制度的社会的要素に依存して可変的

な性格をもつ。この点にさらに付言すれば、実質賃金の

決定は、待定の賃金交渉制度のもとで労働市場の状態に

反応しつつ達成される調整様式に依存するのであって、

例えば、「産業予備軍効果」の作用や実質賃金と生産性

との関係も、制度的編成に依存する。労働生産性に関し

(2)=g｡+grr+guu

この式は、投資が次の3つの規定要因によって決定され

ることを、示している。すなわち、長期的な投資環境、

利潤率、稼働率である。第1の規定要因は、資本蓄積の

環境を構成する長期的な制度的社会的な要因であり、第

2の要因は期待利潤率の変化にともなって変動する要因

であり、さらに第3の要因は、標準的稼働率を維持する

利潤主導型成長と蔵脈こ雪で大薑《蔭い場合順[¥|"-flnc]※響)<0(12)金主導型成長となる。

次に、分配関係を分配曲線(DC)の傾きにしたがっ
したがって、次のような成長パタンを確認することがて分類しておこう。ここでは、SSA理論の「産業予備

軍効果」という言葉を用いて分類するが、2つの留保条できる。
(A)制度化された賃金主導型成長(あるいは「フォー件が必要である。まず、第1に労働市場の需給圧力や失

業の脅威が賃金と労働努力とを規制するものが「産業予ド主義的蓄積体制」モデル）：投資が需要にきわめて感
備軍効果」だといっても、その作用は、制度的要因に大応的で、実質賃金が労働生産性と明示的あるいは暗黙に
きく依存しており、国ごとに様々な制度化された形態をインデクセーシヨンされているときに、この成長パタン
もつとうこと。また、第2に、技術革新や規模の経済に力城立する((dX/da)Rc>0かつ(da/dX)Dc=0)｡
よる内生的な生産性上昇を考慮に入れると、所得分配をこの成長パタンのもとでは、賃金上昇は事前的(exan-
規制する「産業予備軍効果」も、それらの影響を受けるte)である。そして、このインデクセーシヨンがくずれ、

賃金シエアカ稲動水準の上昇とともに大きく上昇する場ということである。
この後者の問題を視野に納めて、ここでは「部分的産合((dX/da)Rc>(dX/da)DC>0)、システムは不

業予備軍効果」と「全体的産業予備軍効果」という概念安定なものとなる。
(B)利潤主導型成長：投資が利潤にきわめて感応的

区分をおこなうことにしたい。すなわち、労働市場の需
給状態が規模の経済による生産性上昇とは独立に賃金シェなときに、この成長パタンが発生する((dX/da)Rc<

0)。この成長パタンが安定的であるためには、「産業予
アに与える効果を、「部分的産業予備軍効果」と呼ぶ。
しかし、実際には産出量の増大は、労働市場の状態に影備軍効果」が効いているか((dX/da)Dc>0)、あるい
響を与えるとともに規模の経済による生産性の上昇をもは賃金シェアの動きが少なくとも投資に対して抑制的に
たらす。したがって、それら全体の効果を問題としなけ働いていること((dX/da)Dc<(dX/da)Rc<0)が
ればならない。すなわち、資本蓄積に伴う産出量の増大必要である。ここでも、中長期的には賃金上昇が生じる
が、賃金シェアに与えるこの全体的効果を、「全体的産こととなるが、そこでの賃金上昇は、事後的(expost)
業予備軍効果」を呼ぶことにしたい。「産業予備軍効果」である。(C)成長パタンの変化の可能性：成長パタンは、各
によって「利潤圧縮」が生じるのは、この全体的効果と
して生じるものである。ここで、この全体的産業予備軍国ごとに、また時期によって異なり、資本蓄積の特定の
効果を、場合わけしておこう。①(dX/da)Dc>0局面で変化する可能性がある。ここで、成長パタンの転換を生じさせるいくつかの可能性を指摘しておこう。'2）
段らば、全体的産業予備軍効果は有効に作用しており、
爵金シェアを規制していることになり、②(dX/まず第1に、賃金主導型成長がある程度持続し、それに
da)Dc<0ならば、それは有効に作用していないことよって設備の完全稼働が達成されたとしよう。そこでは、．_､.…‘実質賃金と利潤率との背反関係が復活し、実質賃金と利宇だ、っ

ための資本設備の調整を示しており、一種の加速度原理

を含意している。この第3項目の係数guは、投資の利

潤に対する感応性が大きいときには、負になることがあ

る(MarglinandBhadri(1990))。

(2)式にKをかけることによって、つぎの方程式がえ

られる。

ても、特定の生産システムのもとでの調整様式が、産出

量の増大が労働生産性を上昇させる効果(Kaldor=Ver-

doorn効果）や実質賃金の上昇が労働生産性を上昇させ

る効果（効率賃金）の強さを規定することになる。以上

の複雑な決定関係を確認したうえで、ここでは単に賃金

シェアaと実質産出量Xとの関係を「分配曲線(DC)」

と呼んで、形式的にa=k(X)と表すことにしたい。

さらに、実現曲線(RC)と分配曲線(DC)への調

整のされ方を、つぎのように仮定しよう。

X
（9）

=="[I(a,X)-S(a,X)]
X

I(a,x)=io+ir(1-a)X+i=Xy-】 （3）

ここで、i'は投資の利潤に対する感応度、aは賃金シェ

ア（すなわち、a="/q)を示している。yが一定の

ときは、izは投資の産出量に対する感応度を示すこと
になる。

他方、貯蓄に関しては、カルドア型貯蓄関数を仮定し、
貯蓄は利潤と賃金との双方から行われるものとすると、

’

a

－＝－β[a-k(X)]
a

ここで、α>0、β>0は、それぞれ産出量と賃金シェア

の調整速度を表している。このように定式化したとき実
現曲線(RC)上でX=0となり、分配曲線上(DC)
でa=0となる。ここで、実現曲線(RC)と分配曲線
(DC)を全微分して整理すると、両曲線の傾きをつぎ
のように得ることができる。

S(a,X)=so+s,(1-a)X+s"aX(4)

ここで、Sは総貯蓄、s賑は利潤からの貯蓄性向、Swは
賃金からの貯蓄性向を表している。

以上から、商品市場の均衡条件をつぎのように定義す
ることができる。
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(11）1

’
dalDC(dk(X)/dX)業予備軍効果」を呼ぶことにしたい。「産業予備軍効果」

一一一‐ノVー=ナえっL－Uノー'1やロソ籾フト峰、‘一‐‐

I(a,X)-S(a,X)+(G-T)+(EX-IM)=0(5)
によって「利潤圧縮」が生じるのは、この全体的効果と
して生じるものである。ここで、この全体的産業予備軍’3°異なる成長パタンとパタンの変化

ここで、G、T，EX、1Mは、それぞれ政府支出､税、実現曲線(RC)の傾きと分配曲線(DC)の傾きは、 効果を、場合わけしておこう。①(dX/da)Dc>0ノ輸出、輸入である。これらの変数は、ここではすべて外各国経済における投資行動と分配諸関係の性格を表して をらば、全体的産業予備軍効果は有効に作用しており、生変数として扱われる。本論文では、条件(5)を満たすいる。そして、これら2つの曲線の組合せによって各国 賃金シェアを規制していることになり、②(dX/;産出量と賃金シェアとの関係を「実現曲練」(RC)との成長パタンの特徴が析出される。まず、投資行動の性呼び、X=h(a)と表すことにする。 da)Dc<0ならば、それは有効に作用していないこと‘
格を実現曲線(RC)に基づいて、場合わけすることI二

仁

になる。これらいずれのケースになるかは、賃金交渉制フ次にに分配率の決定について簡単に検討しておこう。しよう。「利潤主導型成長レジーム」((dX/da)Rc
－47－
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潤率とがともに上昇することは不可能となる。こうして、

賃金主導型成長から利潤主導型成長へのシフトが生じる

(Rowthorn(1982),MarglinandBhaduri(1990))｡第

2に、もし利潤主導型成長力蒋続して完全雇用に到達し、

それによって利潤圧縮が生じたとしよう。それは、場合

によっては、不況への大きな下方転換をもたらすかもし

れない。この長期的不況過程では、過剰能力が生みださ

れ、それによって賃金主導型成長の論理が支配的となる

可能性がある(Uemura(1989))。第3に、国際化の進

展が成長パタンに影響を与えることがありうる。もし、

経済がきびしい国際競争にさらされるなら、そのことに

よって賃金主導型成長は維持するのが困難となる。この

ような状況のもとでは、単位当りの実質賃金コストを抑
えつつ輸出主導型成長を展開することが、可能な1つの

戦略となろう(BowlesandBoyer(1990),Boyer(1994))｡
このとき、輸出の拡大は、総需要の拡大を、したがって
実現曲線(RC)のシフトをもたらす。

資本蓄穣率：資本蓄積率は、民間企業実質資本ストッ

クの年成長率（％）によって、計算されている。図2に

よって示されているように、1960年代において特徴的な

のは、資本蓄積率が約1年タイムラグをもって利潤率の

あとを追って変動していることである。それは、70年に

ピークに達し、70年代以降はこのようなパタンは見られ

なくなる。

賃金シェア：日本経済の賃金シェアの長期的変化に関

しては、「個人企業所得」の扱い方に注意を要する。図

3において示されているように、高度成長期を通じて

｢個人企業所得」のシェアは急速に減少している。した

がって、高度成長期における賃金シェアの上昇は、主と

して「個人企業所得」の減少によるものであって、「個

人企業所得」を賃金のなかに含めた場合､賃金シェアは、

むしろ減少傾向さえ示している。ここでは、資本制企業

の収益条件を問題としているので、「個人企業所得」を

賃金に含めて賃金シェアを計算する。（3）

産出量／資本比率：図4からわかるように、産出量／

資本比率は、1960年代後半以降減少し始めている。すな

わち、1966年には1.14だったが1988年には0.60まで低下

している。高度成長期末期の産出量／資本比率の減少は、

稼働率の低下が効いており、それ以降は急速な技術革新

などが影響しているものと思われる。

感応的であっただけでなく、利潤シェアに対しても感応川が強調するように農村部から都市部への人口移動にと

的であり、企業はその内部資金以上に投資していたのでもない勤労者世帯数力鞘加し、雇用者所得の割合が上昇

ある。1965年における企業の内部資金比率（内部資金／することで、消費需要の増大を促進したことも重要な要

設備投資）は068であり、その逆数を取ると1.47となっ因である（吉川(1992))。高度成長期の輸出依存度は小

て、おおむねこのマクロ経済的推定の結果と対応していさかつたから、ここに大量生産．大量消費にもとづく内

る°(ｲ)このことを可能とした制度的条件は、間接金融に需主導型の経済成長力瀝開したと言えるのである。しか

もとつくいわゆる「オーバーローン」であり、それによっしながら、そこでのマクロ経済的パタンは、例えばR・

て高貯蓄率の労働者の貯蓄が、銀行を通じて系列融資さボワイエが定式化した「フォード主義的蓄積体制」とは

れたのであった。このような制度的構造に支えられて、いくつかの点で異なっている(Boyer(1988))。まず第
高度成長期の日本経済は、完全稼働に近い蓄積を達成し、1に、大量生産されたのが自動車ではなく、家庭電機製
利潤主導型の成長パタンを示した。それは同時に投資主品のいわゆる「三種の神器」（テレビ、冷蔵庫、洗濯機）
導型成長でもあって、それによって投資財生産部門の生であったこと。第2に賃金主導型（消費主導型）の成長
産性が飛躍的に上昇し、生産財価格が低下していった。ではなく、利潤主導型（設備投資主導型）の成長であっ
また、こうしてもたらされた経済成長が、勤労者世帯のたこと。第三に、明示的にも、暗黙にも「インデクセー

ション」は存在せず、賃金シェアは大きくカウンターサ増大に支えられ消費需要を大きく拡大させた。
高度成長期における分配関係に関して特徴的なことは、イクリカルに変動していたこと、したがって実質賃金の

賃金シェアがカウンター・サイクリカルに変動したこと上昇は事後的(expost)なものであったこと、などが
である。それは、生産物賃金率の上昇が、景気拡張期にあげられる。このように、日本の高度成長は典型的なフォー
は生産性上の上昇に遅れをとり、景気縮小期には生産性デイズムの成長パタンとは幾分異なったものであったと
の上昇を上回ったからである（図5を参照)。これには、いえよう（この点に関しては、遠山(1990)，海老塚
好況期における投資の増大による生産性の上昇効果と不（1990),及び本論文の表3を参照)。

持続的な高度経済成長により、60年代後半には日本経況期において終身雇用慣行によって生じた労働保蔵が、
済は若年労働者を中心として労働力不足となった。その大きく影響していると考えられる。

さて、このような事実と産業予備軍効果とはどのようため実質賃金の上昇は加速した。これが、日本経済の資
に関わるのだろうか。確かに、高度経済成長期において、本蓄積軌道に影響を与えていったことは否定できない
労働市場の需給関係は、実質賃金率の上昇に影響をもち、(Ito(1990))。しかしながら、日本における利潤率低下
その意味では部分的産業予備軍効果は作用していたが、の要因分解をした表2でみるかぎり、73年以前の利潤率
生産性上昇を含む全過程を考えると、全体的産業予備軍の低下に関しては、産出量／資本比率の低下の影響が非
効果は、効いていなかったと結論される。すなわち、高常に大きかったといえる。したがって、日本の高度成長
度成長期の大部分の時期において、少なくとも、1960年の終えんをもっぱら高雇用利潤圧縮で説明するのには、
代中期までは、資本蓄積が産業予備軍効果のために反転若干の無理がある。この産出量／資本比率の低下の理由
することはなかった。労働市場がこの様な状態であったとしては、国内消費需要の飽和や設備投資の過剰化など
のは、地方の農村部でまだ多くの過剰人口が存在し、そがあげられよう。
れが都市部における豊富な労働力の供給を生み出してい （3）第1次・第2次オイルショックの間の時期（1973‐たからである(Nakamura(1981))。
もちろん実質賃金も傾向的には上昇し、実質賃金の上1978）第1次オイルショック後の深い不況のなかで、日本経

昇と雇用の増大によって、消費需要は増加していった
(賃金上昇を可能とした制度的背景、特に賃金体系の果済は大きく成長軌道を変化させることとなった。まず、
たした役割については、平野(1993)を参照)。また、吉成長パタンそのものの変化力轆認できる。高度成長期に

4．戦後日本経済の成長パタン

さて以下では、これまで論じてきた枠組みをもとにし
て戦後日本経済の成長パタンを検討していくことにした
い。

（1）概観

実質GNP成長率：図1からわかるように、それは高

高度成長期には大きく、70年代以降小さなものとなって
いる。これは、ヨーロッパ諸国などの諸外国と逆の変動
パタンを示している点で、特徴的である。
利潤率：利潤率は、実質純利潤を民間企業実質資本ス
トックで割ることによって計算されている。図2からわ
かるように、利潤率は、高度成長期にはきわめて高く、
70年代の約2倍の高さを示している。1969年をピークと
してそれは低下し始め、70年代から80年代にわたって大
きな回復はみられない。この利潤率の低下の要因に関し
ては、後ほど詳しく検討したい。

（2）高度経済成長期（1955-72年）

高度経済成長は、1955年の好景気（神武景気）ととも

に開始されたが、ここではデータの制約もあり、統計上

は1960-72年の時期を対象としている。

まず、投資一貯蓄関係をもとに、高度成長期の成長パ

タンを析出することにしよう。表，の推定式(E1)と

(E5)より、投資の利潤に対する感応性（心）は1.38で
あり、利潤からの貯蓄性向(sr)と賃金からの貯蓄性向
(s")は、それぞれ0.74と0.11である。したがって、先
の(11)式の分子は、sr-sw-ir=-0.75<0となる。また、

当該期間の賃金シェアと産出量／資本比率の平均値を用
いて分母を計算すると0.18>0となる。したがって、こ
の期間の実現曲線の傾きは負となり((dX/da)pc<0)、
高度成長期の成長パタンは利潤主導型成長であったとい
える。実際、この時期には、投資は単に利潤率に対して
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おいて成立していた内需中心の利潤主導型、あるいは設（4）新しい軌道の時期（1979-1991）

備投資主導型の成長パタンは、この時期確認しえなくな日本経済は、第2次オイルショックに際しては、大き
る俵1(E2）を参照)。すなわち、この時斯企業の投資な打撃を受けることなく、1980年代には平均し年率4%
ノルムが変化した。すなわち、製造業の企業は過剰設備を上回る実質GNP成長率を達成した。この1970年代後
と産出量／資本比率の大幅な減少に直面し、生産システ半以降の時期、資本蓄積は新しい軌道を描き始め、日本
ムと労働組織の合理化に努めつつ、投資の目的を能力増経済は高度成長期とは異なった成長パタンを示すことと
強型投資から資源と労働を節約しR&Dを促進する合理なった（表2を参照)。すなわち、経済成長率の変動は
化型投資へと転換したのである（図6を参照)。このよ小さくなり、また賃金シェアはきわめて安定的なものと
うな、投資ノルムの変化によって、企業はたとえ過剰設なった。さらに利潤率もわずかに低下したものの、低位
備があり、潜在的産出量／資本比率力抵下し、利潤率がながら概ね安定した。その小幅な利潤率の低下も、表2
低下しているもとでも設備投資を展開したのである。に示されているように、原因は以前とは異なり、もつぱ
次に、この時期に顕著な利潤率の低下を検討しよう。ら産出量／資本比率の低下によるものであって、新技術
図2と表2に見られるように、1973年から75年にかけての導入やそれに伴う既存設備の陳腐化などの影響が考え
の利潤率の低下は非常に大きなものであった。この時期られよう。

の利潤率低下に関しては、賃金の下方硬直性の影響が重さらに、この時期には、投資と輸出との関連が重要な
要である。図5に見られるように、生産物賃金上昇率のものとなり、輸出主導型の成長パタンが展開することと
低下は生産性上昇率の低下に対して遅れ、これによってなった。実際、表1の(E3)と(E4)に示されるように、
利潤シェアは低下した。表2で確認されるように、1973利潤や需要状態だけでは投資を十分に説明するものでは
年から75年にかけて産出量／資本比率は12.64％低下しなくなり、代わって同一年から1年のタイムラグをもっ
たのに対して、利潤シェアは24.51％も低下している｡(5)て投資が輸出数量に反応するようになった（実際、同期
これは、都留が強調しているように、1970年代前半にと1年前の輸出数量と為替レートを説明変数に加えると
高度成長期の春闘に特徴的であったパターン．バーゲニ説明力が増大している)。この時期の輸出主導型成長を
ングカ竣化することで資本一労働間での賃金の調整様式支えた論理は、吉川にしたがえば以下のようなものであ
が変化し、日本的制度の中で機能していた産業予備軍効る（吉川(1991))。すなわち、効率的な生産が高い国際
果の作用が弱まったことによる。特に、オイルショック競争力を生み出し、それによって輸出が大きく増加し、
後の不況において、企業は終身雇用慣行のもと、余剰人この輸出に対応して積極的に投資が行われた。これは、
員をかかえざるをえなくなり（図7)、そのことに対処1980年代中葉までの輸出が急拡大した時期に典型的に見
するために、新規雇用を削減し、必死で賃金コストを抑られたものである。
えた（図8)。こうして、1976年には賃金シェアは大幅 資本．賃労働関係もこうした輸出主導型成長に適合し
に低下することとなった。以上の過程において投資ノたかたちで再編成された。実質賃金は上昇が抑えられ、
ルムの変化と労使関係の再編とが、この日本経済の再編特に不況期には大きくその上昇率力咽下するというかた
過程を理解する鍵である。すなわち、民間企業においてちで、フレキシブルな反応を示した。しかしながら、‘＝＝

は労働者の配置転換は大きな抵抗を受けることなく進み、の賃金のフレキシビリティと日本経済の雇用のパフオー
それが少エネ化、省力化、スクラップ．アンド．ビルドマンスの良さとの因果関係には注意を要する。すなわち、
を目的とした投資の実行を可能としたのである。このよ大企業の終身雇用慣行のもとで、まず雇用が維持きれ’
うな櫛造変化を反映して、1970年代後半には利潤率はいそれによって賃金コストが過大なものとなるのを防ぐ緬た
くぷん回復し、第2次オイルショックを乗り切るだけのめに、賃金のフレキシビリティの確保を余儀なくされた体制ができあがっていた。

のであって、賃金のフレキシビリティが高雇用を生みだ
したわけではない。マクロ的に見て賃金がフレキシブル

費財価格は生産物価格よりも上昇傾向にあったので、実度的基礎として強調される生産性上昇と実質賃金率の上

蕊蕊
金要求の抑制と長時間労働という代価を払って、雇用維的結果によるものである。また、成長率の変動幅に関し
持を確保したという事実の反映であるといえよう（山田ては、「フォード主義的蓄積体制」は変動幅の小さい安
（1991,1993)の「企業主義的レギュラシオン」を参照)。定的な成長と考えられているのに対して、日本経済にお

いては、高度成長期には変動幅が大きく、新しい軌道の

時期において変動幅がZI､さなものとなっている。今後こ

5．残された課題一レギュラシオン理論の観点からのような特徴を確認したうえで、循環的な変動パタンと
これまで、成長と分配にかんするカレツキーマルクス中長期的なマクロ経済構造との関連をより明確にしつつ、
型モデルに基づいて、高度成長期から1980年代中葉まで日本経済の成長パタンの全体像を理論化していくことが
の日本経済の成長パタンをみてきた。最後に、レギユラ必要であろう。

第2に、いま述べた賃金シェアの変動をさらに要因分シオン理論の観点から見た場合、重要であると思われる
論点を指摘し、今後の研究課題を明確にしておくことに解してその背後にある調整様式を明示的に析出していく
しよう。 必要がある。賃金シェアは、生産物賃金を労働生産性で

まず第1に、ここで検出された成長パタンを、「フォー割ったものであるが、さらにそれらは生産物価格．消費
ド主義的蓄積体制」の典型的な成長パタンと対比してお財価格比率、1人当りの労働時間、雇用量、実質賃金、
くことにしたい。表3は、この点について、関連する他資本・労働比率、稼働率など様々な変数へと分解するこ

とが可能であり、それらを大企業と中小企業へと企業規の研究業績も踏まえて整理したものである。(”まず、
「フォード主義的蓄積体制」において典型的に観察され模別に分割することができる。したがって、例えば、終
たとされる産出量の増大と生産性上昇との相互促進効果身雇用慣行、賃金体系、企業規模別格差、春闘による調
に関しては、高度成長期もそれ以後の新しい軌道の時期整といった制度的要因が、それらにどのよに影響を与え
においても観察されるが、需要形成のパタンに関しては、ているか確定していく必要がある（都留(1992),平野(19
「フォード主義的蓄積体制」では、賃金主導型（消費主93)参照)。

第3に、本論文では需要形成と所得分配との関連を解導型）成長であると説明されているのに対して、高度成
長期は利潤主導型（投資主導型）成長であった。しかし、明することに主眼が置かれ、いわゆる「生産性体制」の
循環を均してみた場合には、投資財部門と消費財部門と分析は明示的に取り上げることができなかった。もちろ
がほぼ並行的に成長しているため、バランスのとれた発ん蓄種体制の多様性と転換とを分析する際には、「生産
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性体制」の分析は不可欠であって、日本経済に関しては、

終身雇用慣行、階層的格差構造などどいった制度的特徴

が、生産性上昇にどのように関与しているか、産業予備

軍効果の形態変化と関らせて、分折されなければならな

い（仮説的な展開としては、UemuraandEbizuka(19

92)を参照されたい)。

以上、課題は山積しているが、レギュラシオン理論に

よる日本経済の制度分析が、豊富な研究成果を生み出し

つつあるいま（山田(1993),磯谷(1994)を参照)、それら

の制度分析を踏まえて生産性の内生化や開放体系化を含

むより洗練されたカレツキ＝マルクス・モデルを作成し、

構造変化や体系の安定性の検討をも行ないつつ、戦後日

本経済の蓄積体制の総括的検討を進めていくことが、い

ままさに急務と言えるだろう。

注

＊)本論文は、Uemura,H.(1992)@GrowthandDistri

butioninthePost-warRegimeofAccumulation:

ATheorya"dRea"灯esintheJapaneseEconomy'

MondesenD6veloppement,Tom20,pp.135-151,を、
その後の研究の展開をふまえて大幅に加筆修正した日本
語版である。

(1)この安定条件の導出に関しては、Uemura(1992)を
参照されたい。

(2)レギュラシオン学派の若手のなかでも、ボワイエや

マーグリンの仕事をうけて成長パタンの多様性と転換

に関するマクロ・モデルが開発されつつあり、代表的

なものとしては、Amable,B.andLordon,F・(1990)JP

Lordon(1993)などがあげられる。前者はマーグリンー

バドリ・モデルを修正発展させたものであり、後者は、
生産性の変化を内生化したグッドウィン．モデルによっ
て、生産性体制の枯渇によって生じるカタストロフイッ
クな構造変化を描写したものである。また、ボワイェ
が、労働制度の観点から経済発展における蓄穂体制の
多様性を論じたものには、Boyer(1994)がある。

(3)「個人企業所得」の扱いについては、一般的な方法
があるわけではない。分析によっては、利潤と賃金に
一定の割合で分割したりすることもあるが、ここでは
資本制的企業の収益条件を問題としているので、利潤

の中には含めず賃金の中に入れてある。このように処

理したときには、賃金シェアが過大評価となる点、ま

た「個人企業所得」からの消費性向は「雇用者所得」

からの消費性向よりも低いことが消費需要の形成に影

響を与えることが明示的に扱われないものとなってし

まう点、に注意しなければならない。

(4)ここに示された1965年の内部資金比率については、

宮崎(1985)(下)p.213，第10．16表を参照。

(5)日本経済における利潤率低下の規定要因に関する最

近の研究としては、柴田(1993)を参照されたい。そこ

では、1970年から75年までの利潤率の低下に対しては

利潤シェアの寄与率のほうが産出量／資本比率の寄与

率よりも大きいこと力雅認されている。この点に関し

ては賛成であり、特に1973年のオイルショック以降は

生産性上昇率の急速な低下によって利潤シエアカ砥下

したことは、本論文でも確認されている。ただし、19

73年以前の利潤率の低下に関して、別に観測される必

要があろう。

(6)このような賃金のフレキシブルな対応が可能となっ

た背景には、日本経済特有の格差構造が存在している。

UemuraandEbizuka(1993)では、それを「階層化さ

れた市場・企業ネクサス」という概念をもちいて分析

しているので、参照されたい。

(7)このように「フォード主義的蓄積体制」モデルの典

型的パタンと比較したからといって、これはパタンを

明確化する便宜であって、高度成長期が「フォーデイ

ズムであったか否か」という問題設定にはあまり大き

な意義を見いださない。消費需要の拡大に支えられた

大量生産体制であったことは確かであり、しかし表で

示されたような相違点も多く存在していた。したがっ

て、これはある程度まで「定義の問題」といえるから
である。
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表1：推定結果
◇投資関数

(1)I=j.+i,*R_,+i%*X_,
(E1)(1960-1972)I=+1657j6+L37554*R_,-025466*基』

（0R'=098214､&=1123Jb.~bW=2084(esfimatedbyCOCHRANB=ORCUTT)64）（-2.43）R2＝0.98214SE＝1123.09,W＝2.084（estimatedbyCOCHRANB＝ORCUTT）
(E2)

(1973-1978)I=+5igMZFO.59267*R_1-0.0220065*Xと』
(0.51)(3.50)(-0.60)

R2=0.67174SE=981.27DW=2.887 (E3)
(1979-1988)i~=:75IMM97ig*IZ~+074701*基』

（-3.24）（-1.17） （2.31）

R2=0.94826SE=2721.43DW=1.192

(2),f=',""_｣･Z~;;"QWj.e,"Q-,+e,*ExR
（1979-1986）
I=+355018-053449*R_｣+281.667*EXQ+503.372*EXQ-』

（2.74）（_1.32）（2.41） （ 2. 29 ) ( E 4 )
-70.4102*EXR

（-3.15）

R2==0.97120SE=1270.96DW=2.214
記号：通民間企業実質投資,R:実質（粗）利潤(=実質GNP一実質間接税一実質雇用者所得一実質個人企業所得),
X:実質産出超=実質GNP(10億円:1980年基準価格)),EXQ:貿易数量指数･輸出(1985年=100),EXR:為替レート
（円／ドル).R2;自由度修正済決定係数、SE:標準誤差、DW!ダーピン・ワトソン比
◇貯蓄関数
IM.g｡+､,*I%*w (E5)

('960-'97jy¥;'"=5WO74359*R+0.10983*W
（2.55）(-6.90)(9.88)

(E6)

R2==0('973'97ji~u;""45::,8WWf｡"*w('973~'978）8＝‐4419.59-0.0188929＊R＋0.40246＊W
(-0.29)(-0.05)_(".vu/(E7)）（-0.29）（-0.05）（E7）

32=074435SE=2392:45DW=2580
('979-'98S=0;.i26WW8W"MM023*w

（-1‘09）（2.22）（3.40）

記号：8:民間部門の貯蓄(＝実質GNP一実質直接税一実質間接税一実質民間消費),WI(総)実質雇用者所得(=実質
一

II2=0.96477m=1563JGDW=1.592

賃金所得十個人企業所得)．
◇賃金シ{M6f$｡x)J-"（E8）('）a＝ao＋a翼＊DOT(X）＋a』＊a－，('960~'9('96d"｡+"WM5t;.6"7*DOT(X)+9"2*a-』（7.49）

（2.15）（-4.56） (E9)－

R2==0("""&"W"0""-J('973~'978）a＝＋O2,,22-0.0070028＊DOT(X）＋0.78152*a-』（5.02） (E10)（1.71）（-3.80）～
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特集／第四回日仏経済学会議「資本蓄積と調整様式：日仏比較」（その2）

’ するように、この伝統的原則は大きな意味をもっている

のであり、問題が起こると、諸外国に対していつもヒス

テリシス現象を引き起こすことになる。（Ⅱ－2）

1945年の軍事的敗北以降も、明治時代以来のスローガ

ンである「富国強兵」の前半部分は依然として有効であっ

た。例えば、その影響は、最初の経済計画である、1955

年の経済自立化5カ年計画に現れている。そこには5つ

の目標が提示されている。産業設備の近代化、貿易の促

進、自立的再生産、消費の節約、貯蓄の奨励。これら5
つの目標の連鎖は、その後の日本経済の軌跡をかなり正

確に表現している。すなわち、貯蓄増大→投資増大→輸
出増→経済の自立化。ここから、「輸出か、しからずん
ば死か」という、戯画的なスローガンも生まれたのだっ
た。このような表現に見られるイデオロギーは日本の社
会全体に浸透し続けることになる。実際、1964年度の経
済白書は、「輸出促進による福祉水準の上昇」をうたっ
たのである。

こうして上から導入された国民的合意形成にもとづい
て、政府は産業政策を立案したのだった。この点につい
てはすでに詳細な研究が存在するが、例えば外貨の割当、
技術輸入の選択などに関わる政策措置がきわめて有効で
あったのは、政府のイニシアチブ（通産省）と大企業の
利害が合致しているかぎりにおいてであった。つまり、
政府の提案がつねに受入れられたのではなかったことに
注意する必要がある。例えば、1953年、業界4位の川崎
鉄鋼は、政府の方針に逆らって大規模な新工場を建設し
たのだった。また、1965年、業界5位の住友金属は政府
の減産計画を蹴って、自立生産に踏み切ることによって
自社に有利なシェア競争を展開することができた。すで
に戦前から財界が官僚の方針を必ずしも尊重していなかっ
たことはよく知られており、この点で財界の一定の自立
的戦略を認めることができる中村(1980)。
企業戦略は金融による支援なしには実現不可能であっ
た。これを実現したのは、以下のような特殊なシステム
であった。輸出関連大企業は投資資金を調達すべ<、国
民の零細な貯蓄を収集していた都市銀行からの大量借り
入れに依存したのだった。都市銀行は高度成長期を通し
て大企業の強力な資金源となった鈴木(1974)。たしか
に企業集団を形成する大企業は、資金不足を補わねばな

らなかった。各企業集団は、その内部においてあらゆる

工業部門を抱えようとした（ワンセット原則)。その結

果、工業における集中は加速化された｡1965年に、大企

業は設備財の84％、工業製品の75％を生産していた。金

利は意図的に低水準に抑えられたので、大企業の投資競

争と銀行の貸付競争力湘乗効果を生み出して、しばしば

景気の過熱化を引き起こしたのだった。

日本経済の国際化と輸出競争力

名 古 屋 市 立 大 学 井上泰夫

本稿は、戦後日本の経済成長において輸出がはたした

役割について検討しようとするものである。まず最初に

指摘しうることであるが、日本の内外を問わずほぼすべ

ての研究者たちは、日本経済が輸出依存型であると述べ

る点で共通している。だが、高度成長がどのように外需

によって牽引されたのか、という問題に関して、必ずし

も共通の見解があるわけではない。つぎに、1970年代と

くに第1次石油ショック以降、日本の競争力がいくつか

の戦略的部門で強化されたことが分析対象となる。輸出

競争力の高まりは同時に、貿易摩擦を悪化させることに

なる。最後に、1980年代半ば以降、少なくとも日本の現

代史のなかで未曾有の現象が起こったことが考察される。

すなわち、ストック経済の自己増殖的運動である。そう

だとすれば、日本経済は二重に特徴づけられる。成長の

牽引車は「いわゆる」内需になりつつあるが、輸出の動

態は依然として堅固である。われわれは、輸出促進に照

準を定めたヘゲモニー戦略を浮き彫りにすると同時に、

この戦略のもつ限界をマクロ経済のレギュラシオンの観

点から検討したい。

に機械・運輸製品の占める割合（1980年25％、1989年

35％）を考慮に入れるならば、日本経済は明らかに産業

競争力の先端部分を掌握していると言える。そうだとす

れば、このような現在の状況がいかに形成されたのが問

題となる。

1-2.収穫逓増の景気循環

1950年代から1960年代にかけての高度成長過程は、し

たがって、規模の経済を狙った旺盛な投資から始まった。

この点をソテー1973にしたがって図式化してみよう。ソ

テーの分析はつぎのような三段階に整理できる。

〔第一段階〕

（大量借入→）

投資競争→潜在的生産性の上昇→収益増→雇用、賃金

一定→賃金コスト低→利益増、

〔第二段階〕

表1世界の輸出に日本が占める割合（％）

自由市場圏のみを対象。

輸出工業財機械十 運 輸 手 段

19552．44．2

19757．011．3

198510．115．5

1 ． 7

12．5

22．0

出所、日銀統計
→価格アップ→賃金増→より大きな生産性の上昇

〔第三段階〕

→貿易赤字→（輸出ドライブ）→景気後退→投資よりも

賃金に圧力がかかる→投資減→価格競争→（輸出ドライ

ブ）→不況カルテル→利益ダウン・・・・底入れ

他方、表2は主要諸国の貿易依存度を示している。日

本力湘対的にそれほど貿易依存度が高くないことについ

ても検討する必要がある。

表2貿易依存度（輸出十輸入/GNP)
この図式についてつぎの諸点を指摘できるだろう。

まず第一に、国内市場に需要の優位が存在する。これ

は、経済発展の典型的な工業化モデルに合致するもので

あり、製品輸入／国内生産／輸出の過程を示している。

つぎに、輸出ドライブはつねに景気循環の終わりに発

現している。たしかに外国市場は需要の最重要部分を構

成していない。とはいえ、外国市場は収穫逓増の景気循

環を下支えしているのであり、その重要性は不況期に強

まる。つまり、カウンター．サイクリカルな役割をはた

しているのである。

最後に、過当競争は投資だけでなく、販売においても
なされている。価格競争力垳き過ぎると、値下げ競争が
始まる。1953年の法律によって公的に承認されている不
況カルテルは、まさしくこの値下げ競争という「雨天の
競争」を停止させる役割をもっていた。言い換えれば、

日本アメリカイギリス旧西ドイツ フランス

1.1950～1970年／高度成長と輸出 196217．97．130．228.4 16．4

197018.88.733．534.8 20．2

表1は、日本の輸出の相対的な速さと、輸出が高付加

価値製品に集中していることを示している｡1950年代初

め、世界の輸出市場の20％はアメリカ合衆国によって占

められていた（イギリス9.7％、旧西ドイツ5.9％、フラ

ンス5.1％､、イタリア2.0％、日本1.7％、1953年当時)。
だが、アメリカ以外の諸国による追いつき、追い越しの

結果、現在ではつぎのように謝上している。ドイツ12.6％、
アメリカ11.8％、日本8.6％、フランス6.5％、イギリス

5.6％、イタリア5.1％、韓国1.9％、台湾23％（台湾

(1989年）以外は1990年現在)。工業製品が世界の全輸出

に占める割合(1980年57%、1989年70%)、そしてとく

198026．118．542．246．7 38．3

198522．514．744．351．3 39．9

出所、小宮（1988）

1－1。「より多くの輸出＝国民的コンセンサス」か？

周知のように、日本経済について加工貿易の原則その

ものは戦前・戦後を通して変化しているわけではない。

天然資源が不足している以上、加工貿易という垂直貿易

の原則は日本にとり成長の前提ともいえる。近代化の開

始以来、日本が最初から、欧米のように水平貿易に参加

する意思がまったくなかったことは明らかである。後述
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Ⅱ－2．輸出依存型経済の問題

1960年代末以降、日本経済はますます輸出依存を強め

る。極言すれば、日本の生産力を維持するには、輸出が

不可欠となる。1970年代を通じて、輸出の年々の増大は

二度の石油ショックのために、きわめて不規則である

(1974年十50％、1975年十0.4％、1979年十5.6％、価値

ターム)。だが、平均すれば、年当たりの増大率は+20

％を上回っている。1973～76年の時期、輸出は国民支出

の増加分の74％を占めた。だが、投資は40％低下したの

だった中村(1980)。日本がこの時期に経済大国として

登場したのは、国内需要の拡大によってではなく、対外

進出の強化によってであったことに注意する必要がある。

この時期の日本の成長は、景気変動がますます同時化

しつつある世界経済のなかで、競争的停滞の論理によっ

て規定されている。1977～86年の時期について、日本、

アメリカ、イギリス、フランス、カナダの6カ国の生産

性と賃金コストを比較するならば、日本とそれ以外の諸

国との間に賃金コストの大きな格差が存在することがわ

かる。日本が賃金コストを安定させることができたのは、

賃金の上昇率を労働生産性の上昇率以下にとどめること

によってであった橋本(1991)。生産性をめぐる社会的

合意の背後には、すでに述べたような安定的な賃労働関

係の合意が存在した。石油ショック以降の社会的合意と

は、つぎのようであっただろう。生産性の上昇への参加

と引換えに、賃労働者は雇用の安定と低インフレを保証

される。事実、輸出への依存は、国内における緊縮政策

の採用と表裏一体の関係にあった。こうして日本は石油

ショックを「克服」したが、世界経済の動向に直接さら
されることになる。

輸出の急増は国内においても問題を生むことになる。
まず、過去の習慣にしたがって、日本は生産性の低い産
業を保護する傾向がある。つまり、国民全体が低生産性
によるコストを負担している。そして、外国製品に対し
て国産品を保護しようとする。産業部門間の生産性の格
差は、アメリカ、ドイツよりも日本のほうがはるかに高
いのである。第二に、国内需要の増大は緊縮政策によっ
て抑制されたので、海外でのイメージに相応しいような
豊かさを国内では実感できない。

他方、1973年は日本の福祉元年と言われていることに

注意する必要がある。社会的要求の高まりに応えて、政

府は社会保障制度の整備に取り組んだのであり、社会保

障給付はOECD諸国の平均水準に近づいた。このこと

も、賃労働関係における合意形成に貢献した要因である。

経営側の省エネ、省力戦略を受入れつつ、賃労働者は雇

用の安定と社会保障制度の充実を手にすることができた。

とはいえ、この合意を享受できる賃労働者層は決して過

半数を占めているのではない。こうした層は大企業正規

社員に限られているのであり、しかもかれらの労働強度

はきわめて高いのである。いずれにせよ、良好な労使関

係がこの後も日本経済のパフォーマンスを支えていくこ

とになる。

主な投資先は東南アジアであった。だが、現在ではアメ提に立って、日本企業は国際競争上つねに首位をめざす、
リカ、ヨーロッパへと多様化している。その背景には、というパターンである（ボワイェ(1986)、井上(1987))。
アメリカの自動車市場への進出、EC統合を射程に入れ所得弾力性の高い製品が大半を占める耐久消費財部門で
た進出、東欧市場への接近．・・が存在する。新製品を開発し続けるならば、日本という国は他の諸国
こうしたなかで、アジア市場は固有の重要性をもってに比べて相対的に高い成長率を維持できることになる。

いる。1989年まで、日本にとりアメリカが第一の輸出市それは、ネオ重商主義に沿うシナリオであろう。
場であった。だが、1990年に、東南アジアの「成長の樋ところで、生産の海外移転の急増、そして箸侈品、高
がアメリカに代わって首位を占めた（東南アジア31.8％、級品の輸入増にもかかわらず、日本の輸出は減退してぃ
アメリカ30.7％)。アメリカ市場が日本製品の大半を吸ない。こうした動態を支えている投資の特徴を見てみよ
収していた頃に比べると、状況は一変している。また、う。投資はとくに近年増加し続けている。1988年16.8％
アジア市場は耐久消饗財よりも、むしろ設備財、部品を増、1989年14.1％増、1990年13.4％増（実質ターム)。
日本から輸入している。ME産業の生産過程が海外移転従来のパターンであれば、生産能力の拡大を意図した投
の対象となっているため、現地企業は日本の設備財を輪資が大半であった(1970年代)。だが現在では、投資の
入するのである。そして、受入れ国は、輸入代替の過程60％は研究開発によって占められている。生産設備の拡
を経て、耐久消費財を日本、アメリカに輸出するのであ充は、投資額全体の30％しか占めていない。
る。生産の海外移転にともなって、日本の輸出の内容が 他方、研究開発向け投資が急増するにともなって、日

変化している。中心となっているのは、一般機械、運輸本の技術バランスに大幅な赤字が生まれている。つまり
機械、エレクトロニクス、精密機械である。日本では技術は従来から原材料の一部としてみなされて
成長の極の将来について、つぎの2点を指摘できる。きた。垂直貿易の原理は輸入技術についても適用された。
まず、これまでこれらの国は北米市場に大きく依存して基礎技術の輸入とその変容、である。そしてこの過程で、
いた。それゆえ、将来、輸出市場を多様化する必要に迫一連の新製品が案出される◎
られるだろう。つぎに、日本にとり、生産の海外移転は本稿の分析を終えるにあたって、最後に内需主導型成
たんなる低賃金労働の追求に終わるべきではないだろう。長のもつ意味について述べよう。現在、海外直接投資の
現地企業は受入れ国の産業水準の向上に貢献せずして、収益性は低水準にとどまっている（,0％以下)。外国投
長期的に定着しえない（リピェッツ(1985))。資による収益の大半をもたらしているのは、1559億ドル
日本の国際分業への参入が強まるなかで、日本資本にに及ぶ生命保険会社の金融投資残高である。国民の貯蓄
よる生産のグローバル化は今後どうのように進展するだはかつて、間接金融システムを通じて生産的投資に貢献
ろうか。経済企画庁の最近のアンケート(1990年1月）したが、今ではアメリカの資本不足の解消に役立ってい
ばこの点について、ある示唆を与えてくれる。大半の企るのである。こうした循環を断ち切るには、日本国内に
業は、現地生産された製品は主として現地市場で販売さ有効な投資機会が存在する必要がある。この点を念頭に
れ、日本市場は国産品によってカバーされる。こうした置くならば、国民の貯蓄、したがって社会的剰余の国民
分業体制は明らかに貿易紛争の緩和を意図している。だ的コントロールが議論されてよいだろう。
が、現在の状況から判断するかぎり、これとは異なる戦1960年代末は、日本経済を内需主導型に変容する絶好
略を素描することもできる。現地企業は低級品を生産し、の機会であった（中村(1980)、正村(1987))。だが、そ
日本は高級品に特化し、その一部を輸出する、という戦れは、円の為替相場の死守と輸出産業の防衛の名のもと
略である。こうして日本は、世界的生産の規準に照準をに実行されなかった。1985年のプラザ合意に始まる時期
合わせて競争力を維持しようとする(リピェッツ(1984））。は、したがって、日本のマクロ経済の変革の第二の機会
これば、現在の戦略をそのまま延長させたものである。であった。だが現在に至るまで、高級財志向が高まるな
つまり、国際的経済体制は危機に入っていないという前かで所得格差が拡大しているのである(デイナン(1990))。

Ⅲ。1985年以降／生産のグローバル化

前川リポートの発表（1986年4月）の5年後、日本政

府は外国に対して「構造改革」の公約を守ったことを誇

示できた。内需主導型の経済成長を実現しつつ、貿易不

均衡を解消することができた。5年間で、経常収支の黒

字は1986年の水準の40％にまで低下した。そして現在で

はそれはGNPの1%にとどまっている。これは、政府

当局にとっても意外な事態であった。貿易黒字の削減の

要求に答えることができた、というわけである。

だが、1986年以降の経済成長は真の意味での内需によっ

て形成されたのではなかった。なるほど内需はこの時期

増大し、輸出は減少した。だが、この時期の特徴は、公

共投資の拡大政策ではなくて、金融政策の緩和にあった｡

そのため、政府財政は急速に好転した。財政当局は、国

債残高の削減に予算作成の中心を置いた。1989年初めま

で続いた超低金利は、企業の資金調達に貢献した（エク

イテイ．ファイナンス)。だが、それは否定的な結果を

ももたらした。内需は企業投資に余りにも依存し過ぎる

ようになり、バブル経済の基礎力嘩備されたのである。

最近における日本の直接投資の増大は、きわめて顕著

である。1985～86年の2年間の直接投資額は、それ以前

の総額（1952～81年）に匹敵する。そして、それ以降も
年率40％増の割合で増加し、675億ドルに達している
(1989年)。

海外生産の波は1970年代初めに始まった。その当時の
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特集／第四回日仏経済学会議「資本蓄積と調整様式：日仏比較」（その2）

ボワイエ（1986）「第二の大転換」藤原書店。

コリア（1991）「逆転の思考」藤原書店。

デイナン(1990)''LeCommerceexterieurjaponais''

inProbl6mes6conomiquesno.2210.

橋本寿朗（1991）「日本経済論」ミネルヴァ書房。

井上泰夫（1987）「ポストフオード主義の展望」『現代市

民社会の旋回」昭和堂、所収。

そこでは、戦後のフオーデイズム、高度成長のような国

民全体の生活水準の底上げが問われていない。

輸出に焦点を絞りつつ、日本経済を顧みることによっ

て、その動態的効率性が明らかにされた。生活水準の急

速な改善が実現したとはいえ、戦後の経済成長は供給サ

イドに重点が置かれていた。この時期の世界的構図を想

起すればわかるように、高度成長は一定の条件にもとづ

いていた。中期的に追いつくべき生活様式ははっきりし

ていた（アメリカ的生活様式)。新技術の導入は容易で

あった。そして最後に、原材料の代価を支払うべく輸出

せざるをえないような国にとり、国際体制が安定してい

たことが決定的に重要であった。日本の戦後の経済成

長は、アジアの成長の極力吟後、中進国から先進国へと

経済発展の軌跡を辿りうるのか否か、という問題を提起

している（篠原編(1982))。いわゆる「第4世代工業化」

(金(1988)）の波がアジア以外の途上国に伝播していく

ことがどのような問題を引き起こすことになるのか。今

日、こうした経済発展の観点から広義の経済学を形成す

る必要があるだろう(井上(1994a))。本質的にイギリス

以外の資本主義の歴史は、産業化の諸過程であったとす

れば、地球全体として問題となるのは、こうした開発主

義が引き起こす生態系に関わる問題であろう。他方、日

本の内側について見るならば、今日、再検討を余儀なく

されているのは、こうした供給サイドの効率性を重視し

たレギュラシオンそれ自体である（井上(1994b))。日

本企業は外圧に対処すべく、グローバルな生産の最適化

を狙っている。国内では、過去の戦略への反省が強まる

なかで、人びとの関心は分配諸関係に向かいつつある。

効率性なき経済が持続しえないのと同様に、公正なき経

済も長期的に維持しえないのである。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝一一一一

アジア太平洋経済における地域圏の形成

早稲田大学西川潤

が激化している。第2に、この高度成長は、アジア太平はじめに
-(1994a)"Trajectoiresnationalesd'Industriali-

sationenCor6eduSudetTaiwan'',Japonm

extenso,no.32,juinforthcoming.

-(1994b)"Transformationof"Regulation''in

Japan'',Positions,no.3,forthcoming.
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洋各地で、生態系の変化、環境破壊を導いてきた。これ

は、アジア各地で見られる災害の増加にも示されている。

第3に、この地域の各国ですすんでいる資本蓄積の結果、

各国内部での貧富の格差が増大した。これが、世界的に

成長と繁栄の地域といわれるアジア太平洋諸国での政治

不安定性の原因となっている。

これらの点を眺めたのち、われわれはこの地域で行わ

れているさまざまな調整の試みを分析しよう。国内では、
「日本式」中産階級の形成が、国内市場を拡大し、生産＝
供給と消費＝需要間の均衡を回復する方法と見なされて
いる。しかし、今日では、日本式中産階級の形成のみで
は、社会的安定性は必ずしも確保できず、むしろ、人権
の確立や参加型民主主義の導入が各地で課題となってい
る。国際面では、地域協力、または、局地経済圏の形成
が均衡回復のための手段と考えられるようになっている。
しかし、アジアでは単一の経済圏形成は今日問題となっ
ておらず、むしろ、さまざまな地域圏が国際的調整の手
段として提起されてきている。そして、これら諸地域経
済圏はしばしば相互の矛盾を激化させ、資本主義的蓄菰
体制のもつ問題点はむしろ深刻化している面がある。そ
れゆえ、蓄積体制それ自体の変化が問題となっている事
情をここで考えることにしよう。

ー坐合÷ベデ,γ､今粁浄彌13て、本論では、次の根本的

今日、世界経済の中で、地域主義と呼ばれる現象が現
れている。すなわちヨーロッパ共同体(EC)は1993年
1月までに市場統合化をある程度すすめ、政治・外交・
安全保障、経済通貨、さらに社会の三面で統合をすすめ
るヨーロッパ連合(EU)の設立をマーストリヒト条約
によりすすめることになった。これに対し、北アメリカ
では、アメリカ、カナダ、メキシコの3国の間で、北ア
メリカ自由貿易地域(NAFTA)が94年1月に発足し
た。そして、アジアの場でも、アジア太平洋経済協力閣
僚会議(APEC)が93年から常設事務局を設け、その
他にも、東アジア経済協議会(EAEC)、またASE
AN諸国とインドシナ諸国を結ぶASEAN拡大自由貿
易地域等の地域主義化がすすんでいるように見受けられ
る。この地域経済圏形成の意義を考える前に先ず、アジ
ア太平洋経済は2,世紀にかけて、高い経済成長を続ける
主導地域であるといわれるが、その理由、そして、1990
年代においても高い成長を続けるだろうと考えられてい
る理由を検討しよう。
1970年代、80年代においては、この地域の高度成長は
3つの要因によってもたらされた。1つは、世界経済の
成長の極が先進地域から後進地域へと移行したことであ
る。第2は、この地域で新しい国際分業体制が出現した
ことである。第3は、アメリカという大市場がこの時期
に輸入経済に転換したことである。これらの点をみたの
ち、日本経済を中心として、この地域に形成されている
新しい国際分業体制のメカニズムを分析しよう。
続いて、われわれはアジア太平洋地域に高度成長期に
出現してきたさまざまな不均衡問題を検討しよう。この
地域の中心地域に資本が蓄積されるとともに、国際面で
も国内面でも、いくつかの次元で不均衡力稚行している。
第1に、この地域では、日米経済摩擦、そして南北問題
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これらすべての分析を通じて、本論では、次の狼率閑

な問いに答えを出すことを試みたい。それは、「日本に
とって、いかなる地域経済圏を形成するのか？」また、
｢それは可能であり、望ましいことか？」という問いで
ある。この問いが、日本にとって重要であるというのは、
高度成長後の日本にとって、グローバリズムの道を引き
続き歩むか、それとも地域主義の方向へと踏み切るか、
の選択力種要となっているからである。高度成長期を通
じて、急速な資本蓄戟を遂行した日本は、世界経済の三
極化時代にもこの成長の道をたどり続けることができる

た
期
の（本稿は、L'Economiejaponaisecomp6titivit6,expo-

rtation,globalisation,MondesenD6velqppement,t.

20,1992を部分的に書き直し、新たに加筆したものであ

る。）

る

に
の
で
先
題
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のだろうか？われわれは、この問いに答えを出そうと思
一

つ。

日本企業もまたこの地域へと投資を開始した。他方、ア

ジア諸国も輸入代替工業化、輸出加工工業化に努め、こ

の発展政策に沿う多国籍企業を積極的に誘致した。これ

ら多国籍企業の進出と競合は現地経済に刺激を与え、あ

る程度技術移転も行われた。アジア太平洋地域がなぜ世

界の新しい工業中心地となりえたか、という問いに対す

る答えはここに見いだされる。

第3に、アジア太平洋地域でなぜ、日本とNIESが

工業化の先頭に立ったか、ということが説明されなけれ

ばならない。これらの国は、天然資源に恵まれなかった

ために、人的資源の開発、そして工業化に努めた。それ

によって、製造品に有利な交易条件を享受できた。他方

で、これらの国は、後発工業国として、国家主導型の開

発路線を採択した。国家主義はこの地域では東西対立の

コンテキストの中で強化された。この地域では実際、多

くの国民が、イデオロギー的政治的な理由によって分断

されていたのである。台湾と韓国は、「反共主義」の旗

を揚げて、権威主義的政府をつくり、国民を動員して、

加速度的な経済建設に努めた。国民動員の手段として、

これらの国では農地改革が行われ、その恩恵を受けた多

数の農民をつくり出したが、これは国内市場を大きく拡

大することになった。このような広い国内市場こそが、

軽工業から重工業にいたる一貫した工業化の基礎となっ

たのである。シンガポールや香港のような都市国家では、

国民の間にある種の平等主義が存在した。日本もまた、

明治維新以来、国家主義を採用して西洋に追いつくこと

を目指したが、第2次大戦後この国で行われた民主改革

は広範な影響をもった。民主改革によって、国内市場が

広がり、資本蓄積に伴う供給と需要のギャップの問題が

回避されたのである。また、企業や個人間の競争メカニ

ズムも良い方向に働いた。国家は、行政指導、補助金、

企業に有利な税制、低金利政策等により、工業化を主導

した。これらの国はいずれも、天然資源を豊富にはもた

なかったので、原燃料の輸入のためには輸出を振興しな

ければならなかった。しばしば言われる「儒教思想」よ

りはむしろ、右にのべたような歴史的要因こそが、経済

成長に好ましい形で作用したと考えられる。こうして、

日本やNIESが最近数十年間発展途上地域に起こった

工業化の波の先頭に立つことになったのである。

（2）円経済圏の出現一民間投資と政府開発援助(OD

A)の役割

1980年代の経済成長を通じて、アジア太平洋地域には

｢3角貿易」と呼ばれる財・サービスの流れが生まれた。

つまり、アメリカでは巨大企業が多国籍化し、本国の脱

産業化が進むとともに、しだいに製品を日本、発展途上

国（とくにNIES、アジア諸国)、そしてヨーロッパ
諸国に依存する傾向が生まれた。実際、この3地域はこ
の時期にアメリカの貿易赤字のそれぞれ3分の1を分け

たのである。図式的にいうと、アメリカは、日本、NI
ESから製品を輸入している。日本はアメリカに製品を
輸出し、NIESにこれらの製品をつくるのに必要な資
本財や原料を輸出する。これがアジア太平洋の「3角貿
易」である。

1980年代中葉以降、円高とともに新しい事態が生じた。
日本企業はいまや、大企業にとどまらず、中小企業もま
たNIESやASEAN諸国に投資を急増させた。タイ、
マレーシア、インドネシアがこの国際生産ネットワーク
に参加するようになった。中国は、このネットワークに
参加することを望みながらも、1986-87年の経済過熱化､
89年の天安門事件によって、ひとたびそこから後退した。
しかし、1992年以降、再び開放．市場経済化へのラッシュ
が始まり、中国沿岸部の華南部、ついで長江部、さらに
は黄渤海地域が次々とこのネットワークに参加しつつあ
る。

スと言うのは、この国際生産ネットワークがまず日本か

ら最近20年間近隣諸国に輸出された資本を中心として構

築されているからである。

日本から輸出されている資本は民間資本と公的資本と

に分かれる。民間資本の大部分はいわゆる間接投資だカミ

そのかなりの部分がアメリカの国債・公共債購入に向け

られている。アジア諸国では、民間直接投資の比重が大

きい。日本の民間海外直接投資は最近数十年間めざまし

く成長した。1970年には20億ドルが海外投資されていた

が、90年の直接投資残高は3110億ドル（認可ベース）へ

と大きく増えた。その42％がヨーロッパ、15％がアジア、

6％が大洋州、13％がラテンアメリカに向けられている。

日本の対アジア投資は91年度までに480億ドルにのぼり、

24％がインドネシア、21％力署港、14％がシンガポール、

9％がタイ、同じく9％が韓国、7％がマレーシア、各

6％が中国、台湾、3％がフィリピンに投下された。大

部分のアジア諸国で日本は最大の投資国となっている。

轄茨宕職'には､日本の投資はいくつかの特
徴をもっていた。つまり、大企業（または企業集団）に

よ泌〈､製造業投資の場合に臆主とし

て途上国の輸入代替政策の枠内で現地市場の確保をめざ

した進出が多かった｡しかしこの特徴は

大きく変化した。第1に、大企業のみならず、中小企業
もまた投資するようになった。とりわけ中小企業の場合
には、3分の2がアジア諸国に投資をしている。第2に
いまや製造業の分野でも受け入れ国市場ばかりでなく、

地域市場・世界市場－そこにはアメリカ市場および日本

市場を含む一を対象とした生産が行われるようになって
いる。これらの進出企業は、しだいに地域的、世界的な

多国籍生産戦略をとるようになっている。

それ故､ZZ型皇おはみ日繊資は葱Lkmg蕊直堕二

彗篭豐鴛睾篤重量竺壼鑪篁ル
の様々な部品を割り当てて生産し、いくつかの中心地域
でこれらの部品を組み立てるようにしている。ソニーと
松下は、台湾やマレーシアの工場で中級テープレコーダー
やテレビ受像機を生産し、地域市場・世界市場に輸出す
るようになっている、等。
ここで指摘しておかなければならないことは、日本投

1.1990年代のアジア太平洋経済

（1）アジア太平洋地域での調整様式

アジア太平洋諸国は、最近20年間、世界の多くの国が

不況を経験していたにもかかわらず、かなり高い経済成

長を続けてきた。日本はこの時期に、年平均4％の成長

を示したし、「アジアの4小竜」と呼ばれる香港、シン

ガポール、台湾、韓国は年平均10％を上回る成長を遂行

した。最近では、ASEANのいくつかの国、タイ、マ

レーシア、インドネシアがこうした高い成長を経験する

ようになっている。中国沿海部、とりわけ華南地方も、

天安門事件による政治変動を経て、とりわけ1992年以降、

外国投資の受け入れにスパートがかかり、めざましい高

成長を示している。

しばしば、日本やNIESの経済「奇跡」が人々 の話

題になっている。ここでは、この高成長がいかなる要因

に導かれたかを先ず検討しよう。

第1に、これらの国は後発工業国として、先進国を追

う立場にあった。これらの国では、労賃が安価である一

方、いずれも先進国で開発された生産技術を輸入したり、

模倣したりして熱心に先進国に追いつくことに努めた。

世界経済システムの中で、中心部がしだいに周辺部に追

いつかれ、ある時代の周辺部が次の時代の中心部となる

現象が観察されるが、アジア太平洋地域は後発地域とし

て、世界システム内の周辺部の立場からしだいに新たな

工業化の中心部へと成長したのである。実際、欧米先進

国では、経済のサービス化が進み、経済にしめる第3次

産業の比重がだんだん増大してきている。世界システム

内での工業化中心の移動こそが、これらアジア諸国の興
隆の第1の理由である。

第2に、この時期に高い所得と大きな国内市場をもつ

アメリカが一大輸入経済へと変貌した。アメリカの需要

こそが日本とNIESの輸出主導型成長を牽引したので

ある。1970年代にアメリカ企業は、日本の追い上げもあ

り、アジア諸国でオフシヨア生産を始めた。だが、この

多国籍企業進出は直ちに日本企業の伝統的市場を脅かし、

一

今日､zごzさ乎洋地域には新しい国際分業体型が急
速に成立しつつある｡逗詞ま､知識技術集約型産業、

_ - - - - - - - - - - -

金融産業､情報産業の拠点と変化している○画霧
はASEANや中国への活発な投資者として出現してい
る。

妻曼割駕鷲露芽時I

ASEAN地域の労働集約製品は欧米市場に輸出されて
いるが、近い将来には資源集約的な製品もまた地域市場、
世界市場へと輸出されていくことになろう。

＝ 一 ~ ､

6f'Es’

れわれは炉謬」
答えは､塗ゑ謹度は
'うことである。ノー

の地域ではいくつか蕊あ_る程度はノーだという

の猿1

1

数中心的な経済圏が生成しているからである。イエ
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資が始まった時期にはこれを受け入れる発展途上国では

まだ社会的下部構造が未発達だったということである。

社会資本不足という問題は、政府開発援助(ODA)に

よって解決されることになった。日本のODAは、1950

年代に戦争賠償の形で始まり、主としてアジア諸国に向

けられた。これは、当時国際競争力が弱かった日本の重

工業に対して市場を提供する道でもあった。1960年代に

なると賠償は一段落し、円借款がODAの主流となった。

円借款は、日本製品の輸出と結び付いていたので、賠償

の時と同様に、ODAは、製品の販路確保、そしてまた

原料市場の確保にも貢献してきたわけである。1970年代

になると、ODAには新しい要素がつけ加わった。この

時期に日本の貿易収支は大幅な黒字となり、日本政府は

円高を避けるために海外投資を奨励した。政府資金力混

間投資を支えるために使用された。つまり、民間企業が

海外投資する際に、政府は投資総額の9割までもの額を

提供した（現在は7割まで融資可）のである。これは、

明白な資本輸出政策であった。この時機に、政府はまた

海外での資源開発（｢開発輸入」という）に力を入れ、

ODAと民間投資を組み合わせた経済進出力垳われた。

数多い例の中から、いくつかの大プロジェクトを挙げる

と、インドネシアのスマトラ島アサハンのアルミニウム

エ場、東マレーシア、イラン、シンガポールに建設され

た石油化学工場、フィリピンのレイテ島につくられた精

銅所、等がある。これらの天然資源開発計画は、当時高

まってきた第3世界諸国のナショナリズムに対応すると

同時に、日本産業の利益に沿うものであった｡今日まで、

日本ODAの約7割力捲湾、道路、電気、通信、水、工

業団地開発等の下部構造建設・整備にむけられたが、こ

れはいずれも日本及び一般に産業資本の投資の限界効率

を高める効果をもった。

日本のODAには理念がない、とはよく言われること

である。しかし、通産省の『経済協力白書』によれば、

ODAは貿易（開発輸入)、民間投資と「三位一体」で

ある、とのべている。日本のODAが経済的利益とつね

に結び付いていたことは否定できない。

今日、日本はアメリカと並んでOECDのDACに集

まった援助供与国中で、第1位となっている。日本OD

Aは実際年'00億ドルの規模に達している。日本が援助

を始めてからODAの7割はいつもアジア諸国に向けら

れてきた。これは日本の対外政策にとってアジア諸国が

いかに重要であるかを示している。

円はしだいにアジア地域における主要な国際通貨とな

りつつある。1988年には、日本の輸出の35％、輸入の14

％が円で決済された。同じ年に、世界の公的外貨準備の

7％が円であり、65％がアメリカ・ドル、16％がドイツ・

マルクであった。しかし、当然のことながらアジア諸国

のﾀ慣にしめる円の比重は高くなる。円経済圏が日本を
一

中心として形成される可能性も、最近の日本金融機関の

めざましい外国進出、そして国際通貨市場における円債

権発行の増大を考慮に入れると、けっして非現実的とは

|いえない。

以上みたことから、次のような結論を引き出すことが

できる。民間投資は、ODAと組合わさってアジア太平

洋地域に日本経済を中心とする経済圏をある程度形成し

てきたのである。

2．アジア太平洋地域における不均衡

（1）経済摩擦と南北格差

1980年代をつうじて日本、NIES、またASEAN

のいくつかの国々の興隆がみられたが、それは同時に世

界経済におけるいくつかの大きな経済摩擦や紛争をあい

伴った。これらの不均衡、紛争はいくつかの異なる次元

で観察されるが、これらを分析するとともに現在進行中

のこれらの不均衡を調整する試みをここで検討しよう。

これらの不均衡の第1のものは、国際関係に生じたそ

れである。つまり、1つは先進国間に生じた不均衡であ

り、他は北の先進国と南の発展途上国間に進行した不均

衡である。

1980年代に、日米経済摩擦が激化した。この紛争は、

既に1960年代末以来、まず繊維、テレビ、工作機械等の

分野で発生していたが、1980年代になると自動車、半導

体の分野に拡大した。これら摩擦が起こった産業を眺め

ると、日本がしだいにアメリカの経済水準に追いつき、

同時にアメリカの世界的覇権の基礎をくずしてきたこと

が知られる。

第2次世界大戦後の国際経済体制の中で、日本とNI

－68－
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ESは、アメリカが音頭をとってつくったIMF･GA

TT体制から大きな恩恵を受けた。この体制のなかで、

これら新興国は世界市場、とりわけアメリカという巨大

市場に対して輸出をたえず増大させることができたので

ある。この間、アメリカは日本の対世界輸出の約3分の

1をつねに引き受けてきた。しかし、まさしくこの日本

JioNIESの興隆こそが2つの超大国が支配してきた世

界の枠組みを崩壊させた。1980年代にアメリカは軍事支

出を大きく増やすことになる。レーガン政権のもとでの
軍事費拡大は、1975年アジアでアメリカが軍事的に敗北

したこと、また世界経済のなかでのアメリカの地位衰退、
の双方に対する心理的補償とこれをみることもできよう。

ところが、このアメリカの軍事費増大は、ソ連の同様に
莫大な規模での軍事化を導いた。その結果、2超大国間
の激烈な軍拡競争が進行したが、まさしくこのような軍
事化こそが両超大国の世界経済に占める地位を弱体化さ
せたのである。

1980年代後半にアメリカはめっきり保護主義を強め、

ソ連経済は崩壊した。二超大国による世界支配の衰退に
直面して、ヨーロッパ諸国はECを中心とした大ヨーロッ
パ建設の方向へとむかった。他方、これまで日本やNI
ESの興隆を東西対立の枠内で保護してきたアメリカの
｢傘」も衰えた。日本やNIESはいまや、かれらにこ
れまで未知であった多極化世界に突入することになった
のである。他方で、北の先進国と南の発展途上国間の格
差はこの間に拡大し、最近では南北間の’人当り所得格
差は’対,7の規模に達している。途上国の大部分で、こ
の間、一次産品価格の低落や膨張する債務負担のために
経済状態は悪化した。発展途上国は80年代の10年間を
｢挫折の,0年」と呼んでいる。とりわけ、アフリカの最
貴国では、生態系の悪化によって、経済困難が深刻化し
ている。だが、アジアでもいくつかの最貧国（内陸国や
島喚国)、南アジアの国々では、経済困難が大きく、そ
れが政治的不安定となっても現れている。ASEANで
はフィリピンがその例である。ヨーロッパや北アメリカ
の地域統合体では、参加諸国の経済水準にはある程度の
同質姓がみられる。しかし、アジア太平洋地域では各国
の樫済格差がきわめて大きい。そのため、日本が地域統
合体の形成を主導しようとする場合には、この共同体の

－~

一体性をいかにして保つか、という困難な問題が生じる。

アジア太平洋地域における国際関係面での不均衡をわ

れわれは検討したが、次に経済成長と環境間の不均衡問

題をながめることにしよう。

（2）経済成長と環境

既に高度成長期（1956-72年）の日本で、公害、環境

悪化の問題は深刻に現れていた。アジア太平洋地域でも、

日本経済の進出、そしてこの地域の国々 の工業化意欲の

双方があいまって、生態系の急速な悪化、環境破壊が随

所で観察される。

東南アジア諸国は豊かな熱帯林で知られてた。しかし

今日では、これらの国々で森林は急速に消失しつつある。

最近30年間に東南アジアから輸出された木材の3分の2

は日本向けであった。ただ同時に、近代化と急速な工業

化によって、東南アジアの域内木材需要も急速に増えて
いる。フィリピンとタイを例にとると、1960年代には、

国土面穂の6割以上が森林におおわれていた。今日では

この比率が2割以下に下がっている。そして、両国とも

絶えず洪水と干ばつの被害に悩まされている。1960年代
には日本の輸入する熱帯材の供給先をみるとフィリピン

がトップの供給者であった。1970年代には、フィリピン
はもはや原木の輸出能力を失い、インドネシアがとって
かわった。だが、1985年にはインドネシアも原木輸出を
禁止するようになり、その後はマレーシアが日本に対す
る原木の主要供給者となった。しかし、マレーシアから

の輸出木材も近い将来には枯渇するとみられており、既
にパプアニューギニアに対してODAが提供され、林道
が作られて、木材の輸入が始まっている。それにしても
21世紀はじめにパプアニューギニアの森林が枯渇した後
は、日本はどこから木材を輸入することになるのだろう
か。

熱帯雨林の破壊は、生態系の悪化の主要な原因となる

と同時に、森林地帯に住んでいる住民たちの生活圏をも

脅かしている。この問題は、東南アジアで深刻だが同時
に砂漠化がこの地域で急速に進んでいることにも注目し
よう。現在、アジア太平洋圏では砂漠地帯が拡大しつつ
ある。タクラマカン．ゴビ砂漠（中国および旧ソ連の中
央アジア地域)、イランとパキスタンのトール砂漠、そ
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危機を回避する有力な手段であったと解釈できる。今日、
アジア太平洋諸国においては、いくつかの新しい調整様
式の実現が試みられている。

これらの試みの第1のものは民主化である。1989-91

年に東欧諸国、ついでソ連で起こった共産党支配体制の
解体後、国家主義に対する信頼感は人々の間で大きく薄
れた。世界的に、工業化及び都市化の進展、中産階級の

勃興がみられ、その結果民主化への要求がすすんだ。ア
ジア諸国でも同様に、政治面、産業面、そして社会面で

民主化を求める動きが広がった。もちろん、これらの国
の若干がつねに「開発独裁」に戻ることはありうること
である。しかし、単純な開発独裁によって資本蓄積を強
行することはこの地域ではだんだん難しくなっているよ
うに思われる。それは、さきほど述べたタイの軍事政権
が、92年5月に民主化運動を弾圧しようとして退陣を余
儀なくされたことからも知られる。日本でもまた、連立
政権時代の大きな課題として、政治改革、経済改革、行
政改革がクローズアップされることになった。これはリ
クルート、佐川急便、建設業界の談合等、経済・金融面
での民主化が課題となっている。これは日本の産業構造
で有名な系列制度と矛盾することになろう。系列制度の
もとではあるグループに属する会社がほかのグループ会
社の株を相互に持ち合っており、こうしてお互いの間に
長期的な特殊な関係を結んでいる。しかし、日本の公衆
がこのような事態を黙視しているわけでもなく、1991年
から92年にかけては、証券会社の損失補填の問題が大き
く話題となって、長期的な取引相手同士の、市場メカニ
ズムを無視した慣れあい一系列はこのような一般的企業
慣行の一つの表現といえる一が白日のもとにさらされ、
告発された。日本でも、ほかの諸国におけると同様に、
人々はだんだん参加民主主義を求めるようになっており、
社会正義に則った経済的社会的民主化を望んでいる。こ

条件を満たしていた。しかしながら、大都市の東南アジ

ア諸国においては、このような歴史的な条件が必ずしも

満たされているわけではない。近代化の先頭に立つ指導

者階級はあるいは国家権力を握り、あるいはまた外国資

本と結びつくことによって、急速に富をなした。一方で、

だんだん多くの農民たちが、生活の支えとしていたわず

かばかりの土地や村落社会の伝統を失ってプロレタリア

化し、大都市、また中心諸国へと移動するようになった。

アジアでも、ほかの第3世界地域と同様に、絶対的貧困

の増大、スラムやインフォーマル部門の拡大、無制限な

都市化、出稼ぎ労働者の増大、そして居住環境の悪化等

の問題が起こるようになった。貧困大衆の増加は、この

地域で政治的不安を導き、しばしば名士政治家や軍人が

牛耳る開発独裁政府の土壌となった。絶対的貧困、相対

的貧困（これは近代化と情報化によって促進されている）

の双方が進展していることは、この地域における経済成

長を従来保証してきた枠組みを越えるような現象であっ

て、とりわけアジアの周辺地域、南アジアや中国でこの

問題がクローズアップされつつある。

高い経済成長を経験した国もこの政治的不安定という

問題から免れているわけではない。1991年3月、タイで

起こった軍事クーデタはそれを示している。このクーデ

タは、繁栄したバンコクと貧しい農村地域との格差の増

大を背景として生じたものであり、農村地域出身の軍人

たちが中心地域バンコクの権力を掌握した。しかし彼ら

の強権的支配が増加する市民層の反発を招き、それから

1年余を経て、92年5月、市民層の民主化デモにより、

軍事政権は文民政権に道をゆずった。

NIES、特に韓国や台湾では、高成長とともに中産

階級が発達し、かれらが近年この地域で目立つ民主化運

動の担い手となっている。

ここで、中国の事例を検討しておくこと力靖用であろ

う。中国は1950年代初めに農地改革を遂行し、平等主義

的発展の道をたどった。だが、この発展路線では資本蓄

積が遅々 として進まないことから、80年代以降は開放体

制へと踏み切った。しかしながら、一方では、経済開放・

改革とともに進行するエリート支配層と大衆間の格差、

他方では工業化と情報化の加速にともない、中産階層・

インテリの問で人権や民主化に関する意識力穏速に高まつ

してオーストラリアのガスコイン砂漠である。これらの

乾燥地域を中心に砂漠化が進行しているが、東南アジア

でも規模はより小さいとはいえ、各所で砂漠化が進んで

いることに注意しよう。

他方で、都市部では、大気や水質汚染、また人間居住

環境の悪化が進行している。これは、加速度的な工業化

とそれにともなう都市化とともにみられる現象である。

1970年代を通じて、日本からアジア諸国に重化学工業が

移動したが、これはこの地域における環境の悪化を当然

促進した。

今日の発展途上国では、貧困層力穏速に増大しており、

この問題は後にみるが、それとともに、環境の悪化、そ

して生態系の変化が進んでおり、そのため開発の基盤と

しての自然資源・自然環境が損なわれている事実を直視

する必要がある。これが、この地域の住民にとって持続

可能な経済社会発展を阻む「自然の障蜀となっている。

日本、そしてNIESはこれまでこうした環境問題に

あまり注意を払ってこなかった。しかし、経済成長と自

然保護・環境保全間の調和について意識しなければなら

ない時期が到来している。これは、この地域における資

本蓄積にとっては社会的費用を増額させる効果を導くこ

とになろう。

た結果、この54の民族と11億の人間を擁する大国もまた、

89年6月には大きな政治的変動に直面することになった。

現在、92年2月以降の「改革．開放」の加速化と共に、

中国では再び「東西問題」と言われるように、東の沿海

部と西の大陸部間の地域格差、そして各地域における貧

富格差の問題が急速に進行している。その結果がどうな

るかは、まだわれわれにとって知られ得ない。

日本は、アジア太平洋地域における国際生産ネットワー

クの中心の1つだが、この国でもまた変化が観察される。

1980年代前半に、他先進国との経済摩擦が激化すると、
日本の指導者たちは資本蓄秋の袋小路にゆきあたること
になった。つまり、輸出主導型成長で稼いだ外貨を国内、
国外でどう使うか、という問題である。この黒字を国内
の社会資本形成に振り向ける道もあったが、この国の指
導者たちは必ずしもその道を選択はしなかった。なぜな
ら、彼らは国民の生活水準を高めることによって、国際
競争力が衰退することを恐れたからである。結局のとこ
ろ、この黒字は海外投資ととともに国内では投機に向け
られた。1987-88年に地価と株価の双方がはねあがった
のは、この投機による。この「バブル経済」は大企業や
大銀行．金融機関によって推進されたのだが､その結果、
～部の特椎的な社会層と大多数の勤労者民衆の間の所得
格差は著しく増大した。この「バブル経済」は、戦後日
本の資本蓄積システムを調整してきた「トヨタ主義」体
制の根本をゆるがした。それはさらに93年以降、日本で
大きな政治変動を導くことになった。すなわち、この時
期にこれまで40年余日々を動かしてきた自民党支配、こ
れを可能にした自社の「55年体制」が崩壊して、諸政党
の連立時代が始まったのである。

■
■■

（3）資本蓄積と住民の生活水準

アジア太平洋地域のいくつかの国々が経験した高い経済

成長は、この地域で資本の蓄積が急速に進行しているこ

とを示している。政治家、大地主、異民族出身の商人、

そして特権的な官僚階級など富者階級が出現する反面、

多くの大衆は以前には経験することのなかった貧困状態

に陥っている。だが同時に、この工業化、近代化につい

て、都市中産階級、テクノクラート階級も形成されるよ

うになった。

日本やNIESの場合には、第2次大戦後、そしてま

た東西冷戦という環境の中で、国民としての一体性を保

つために民主化が必要となり、それが後進国としての国

家主義と並んで、この地域での主要な調整様式の1つを

形成し、「トヨタ主義」と言われるような労使関係を生

み出したことはさきに指摘した。シンガポールと香港の

場合には、都市国家であるので、当初からこの歴史的な

（4）さまざまな調整の試み
これまで検討した国際面、国内面でのいくつかの不均

衡の進行は、アジア太平洋地域で近年めざましく進展し
た蓄積体制が深刻な障害に直面しており、新しい調整制
度が必然とされていることを示している。
1980年代初めにヨーロッパ諸国が同様の国内面におけ

る蓄積及び調整の困難に直面したとき、ヨーロッパ諸国
は銃～市場を形成する道を選んだ。1980年代後半から始
まったEC市場統合は、ヨーロッパ各国における蓄積の

、
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しているので、資金調達にはこの両国の決断、特に日本1980年代に、日本・NIESは東南アジアから中国沿
のそれが必要である。さしあたって、関係諸国間の対話岸部にまたがるある種の国際生産ネットワークを張り巡

らした。これによって、この地域には高い経済成長が生の進展を待つしかないだろう。

アジア太平洋地域では、今述べたほかにもいくつかのまれた。ある種の国際分業体制が日本･NIESとAS
地域協力の動きが進行していることを指摘しておこう。EAN･中国沿岸部との間に形成された。
タイはインドシナ諸国とともに「バーツ経済圏」を形成しかしながら、この高度成長と近代化の時期を通じて、
することを望んでいる。インドネシア、シンガポール、この地域にはある種の不均衡が生まれ、発達した。
マレーシア、そして台湾は、マラッカ海峡に位置する（まず、一方ではアメリカ・日本、他方では日本・NI
ダム島を共同開発する計画を進め、これは「成長の三角」ES間に経済摩擦が発生し、淵上することになってそれ
と呼ばれている。台湾と香港は近年東南アジア諸国、そ力泄界の三極化の主要要因の一つとなった。また、南北
して中国沿岸部に膨大な投資を行い、マレーシア、タイ、格差は世界規模でも拡大したが、アジア太平洋地域でも
インドネシア、中国等では、先進国投資の伸びをはるか同様に拡大し、この地域で同質的な経済圏がうまれるの
にしのいで、この地域にいわゆる「華僑経済圏」を形成を阻んだ。

するにいたっている。この「華僑経済圏」は、21世紀初第2に、経済成長と加速度的な近代化によってこの地
めにかけてさらに展開することが想定され、アジア太平域の環境は大きく劣化した。そのため、持続可能な開発
祥地域で「円経済圏」と拮抗する有力な経済圏に成長しを保証する生態系基盤力覆え、持続的な経済社会開発が
得るとも考えられている。 難しくなるという事態が生じた。随所で、環境や生態系

アジア太平洋地域ではこのように、いくつかの調整の保全の危機が発生している。
試ゑが進展しているが、これは必ずしも大国の側からの 第3に、資本蓄積と経済成長につれて、一方では社会

イニシアチブによるものではなく、中程度の国々からも諸階層間の分化が進み、他方では中産・知識階級が台頭
発していることに注意しておこう。このような複数中心するようになった。この現象から、人権や民主的選択に
的経済は、アジア太平洋地域の特色の，っである。 対する関心がこの地域では大きく強まるようになった。

アジア太平洋地域では様々な調整の試みが､国内面でも、
結論 国際的にも行われるようになっているが、これは今述べ

た不均衡の進展に発するものである。

アジア太平洋地域はしばしば2'世紀に向けての高成長国内面では、経済社会的民主化の問題が中国・東南ア
地域である、といわれる。この地域力泄界的な工業化のジアから、日本にいたるまで、きわめて重要な問題とし
流れからすれば、後発工業地域として近年めざましい経てクローズアップされている。
済成長を遂げたことは周知の通りである。 国際面では、地域主義のいくつかの試みをわれわれは

その理由として次の諸点があげられよう。 検討したが、これらの試みをつうじて、一つ確実にいえ
まず、日本･NIESは天然資源に恵まれないがためることは、単に大国・中心国により支配される経済圏の
に、工業化を通じて先進工業国に追いつくべく努力した。試みはむしろ難しくなっている、ということである。つ
第2に、東西対立の枠内で、日本･NIESはある種のまり、この地域では、ある種の分権化、複数中心化力稚
民主改革を遂行したが、それは国内市場を広げ、国の指行している。つまり、国際的にみても民主化の問題がで
導者たちが設定した国家目標に国民たちが一体化するとているのである。それゆえ、世界の三極化の趨勢の中で
いう成果をもたらした。第3に、これらの国はいずれもも、アメリカのドル圏、EC通貨圏に対抗する円経済圏
国家主導型の経済体制をとり、そこで国家指導者たちはをこの地域で発展させる試みは事実上きわめて難しいと
民間部門を育成しつつ、これと協調して、限られた天然いえる。そして事実上、この地域においては、円経済圏のみな資源を効率的に利用する発展政策を採った。

I は、世界的保護主義、地域主義についての関心力噺興工

業国の側でも高まってきたことを示している。しかしな

がら、日本は、アメリカを除外したこの地域グループの

提案が、アメリカを刺激し、経済摩擦のみならず、政治

摩擦をも生み出すことを恐れて、公式のコメントを避け

ている。だが、EAECは世界的な保護主義化、地域主

義化に対するバーゲニングパワーとしても意識され、東

南アジア諸国はこの試みをあらゆる機会に推進しようと

している。

環日本海経済圏、または東北アジア地域協力構想は最

近大きくクローズアップされるようになってきた。冷戦

が終結した後、南北朝鮮が国連に加盟し、両者の間で政

治的・経済的対話が始まって、長年分断された南北民族

の統一が再び議論されるようになった今日、この提案は

きわめて現実的なものとなりつつある。他方で、中ソも

和解し、ソ連力蒋体した後は、ロシア共和国は積極的に

極東部での日本の協力を望むようになっている。また、

近代化、解放と改革の道を進もうとする中国も、台湾、

香港、韓国との経済交流・協力を進めている。韓国は、

最近中国、とりわけ黄海沿岸との貿易、投資を推進して

おり、「黄海経済圏」と呼んでいい地域が出現しつつあ

る。

それゆえ、環日本海経済圏、また東北アジア地域協力

の構想にはある種の現実性が生まれている。南北朝鮮、

中国、台湾、香港、日本、ロシア極東部、アラスカ等の

国・地域はそれぞれ近隣諸国．地域との経済交流を求め

ているのである。東北アジアではとりわけ2つの地域が

開発協力の主体となるだろう。1つはロシア極東部であ

り、他は中国の東北3省である。現在東北アジア協力の

1つの目玉として、国連開発計画の場で中国、韓国、北

朝鮮、ロシア、モンゴルが共同して図門江流域開発計画

を進めている。ただし、この計画が実現するためには、

関係諸国の間に存在する歴史的不信が克服されなければ

ならない。第2には、この地域には依然としてある種の

政治的不安定が存在するので、外国の投資家の急速な参

入ままだ難しい。第3には、この地域開発の費用は20年

間に300億ドルに達すると見積もられ、この巨大な資金

をどう調達するのか、という問題がある。図門江流域開

発計画には、日本やアメリカがオブザーバーとして参加

’｢政官業」の独裁を解体する方向への動きである。同じ

ことが高度成長の時期を通じて、アジア太平洋地域の各

所で政治的紛争としてしだいに出現するようになってき

たといえる。

第2の調整手段は、EUの例に従う地域主義である。

アジア太平洋地域でも、EU市場にみならい、21世紀初

頭にかけて地域協力体を形成する試みがいくつか提案さ

れている。ここでは、2つの地域協力体の提案を簡単に

検討しよう。つまり、アジア太平洋経済協力閣僚会議

(APEC)、東アジア経済圏(EAEC)、そして東北

アジアまたは環日本海経済協力圏である。APECは19

89年に設立された。既に1980年代初めに、ヨーロッパと

の絆が弱まったオーストラリアは、太平洋における協力

組織の形成を提案し、何回かの会議がもたれた。しかし、

これらの試みは2つの理由によりあまり進展しなかった。

1つは、日米経済摩擦であり、他はアジア諸国における

ナショナリズムの興隆である。ところが、近年先進国に

おける保護主義と地域主義の台頭に直面して、オースト

ラリアは再びこの計画を実行に移そうと望み、日本もこ

れを支援した。

APECは太平洋の5先進国とASEANの6国、そ

して韓国を含むが、ここに1991年には中国、台湾、香港

力珈入した。APEC諸国は貿易や投資の進行、技術移

転、人的資源の開発、エネルギー・天然資源・電気通信

等の分野での協力を追求している。とりわけクリントン

政権の下で、アメリカはAPEC中心に「太平洋共同伽

を建設し、この地域を自由貿易化しようとしている。し

かし、ASEAN等アジアの諸国はこのような大国主導

型の意図に警戒の念を表明している。いずれにしても日

米経済摩擦、南北問題等、これまでの太平洋協力が直面

した困難な問題はそのまま残っている。しかしながら、

APECの場で何らかの大規模な機能的開発協力計画が

組織されることは十分ありうるといえる。

EAECは最近マレーシア政府により提案された。マ

レーシアは、アメリカやヨーロッパにおける保護主義障

壁の影響を感じるようになっていた。EAECの主唱者

たちは、ASEAN諸国と日本、中国が自由貿易地域を

形成することを構想している。EAECのイニシアチブ

がこの地域の中心国マレーシアから生まれたということ
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らず、半ば華人経済圏、 ASEAN自由貿易地域、 AP に入れ、人権、民主的選択、資源や環境の保全を重視し

ていかねばならない。この後者の方向に踏み切ることは

じつは、大国やそれと結び付いた地方支配層の利益のみ

を重視するような国際分業体制の設定、すなわち、高度

成長期に日本がとってきた経済外交の姿勢とは正面から

矛盾をする、ということである。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝－－－

EC"EAEC等さまざまの地域経済圏形成の試みが現

平田清明先生の死を悼むれているのである。

アジア太平洋の経済状態につ

’

いて主要な要素を検討し

た後、われわれは本論の当初に設定した問題に対して次

岡 山隆のように考えることができる。 日本にとっては、三極化

の進行する世界の中で、 アジア太平洋地域に独自の経済

圏をつくることは国際的調整の観点からしても、また白 （本稿は当初、1991年9月、グルノーブル近郊ラフレイ

で開催された日仏経済学会議に提出された。本稿は、そ

の後のアジアにおける地域経済圏形成の進行をふまえて、

オリジナル原稿を大幅に書き改めたものである｡）

平田清明先生は長年、日仏経済学会の理事として、フランス

との学術交流、また、若い研究者の育成に大きな貢献をなさい

ました。殊に、1991年には、グルノーブルで開かれた第4回日

仏経済学会議の日本側団長として、フランスに赴かれ、ご活躍

くださいました。昨年、1994年の日佛経済学会の研究大会で、

ケネー生誕300年についてのフランスでの行事、また、ケネーの

ヴェルサイユ宮殿での生活などあまり日本では知られていない

事実を、社会状況と共に、お話くださいましたときの生き生き

とした楽しそうなご温顔が、昨日のことのように鮮明に蘇って

参ります。先生の明るいお人柄は私ども一同を常に力付け、励

まし、指導してくださいました。掛替えのない大切な先生を失

いましたことは、私ども一同の大きな損失であり、深い悲しみ

でございます。先生の示された方向と、お与えくださった学業

を大切にいたしたいと存じます。ここに、謹んで先生のご冥福

国の経済的社会的発展の継続にとっても、きわめて重要

な問題だ、といえる。しかしながら、このような経済圏

を形成するためにはこの地域で、資本蓄積、経済成長、

そして近代化とともに進行した さまざまな不均衡を考慮

｜

’

■■

■

！
をお祈り申し上げます。

(本文は、故平田清明教授の葬儀（1995年3月7日、目黒，安楽寺別院)に際し、
岡山隆会長が日仏経済学会を代表してよまれた弔辞である｡･･･事務局）
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本｣』全4巻、日本評論社、1980-83年）やレギユラシ

オン研究（｢市民社会とレギュラシオン」岩波書店、19

93年）においても、「過程する資本」や「過程的構造」

の語とともに、平田理論に独自の色彩をあたえることに

なる。そのあたりについては、短文ながら⑤に先生の真

情がほとばしり出ていよう。

一言注釈を加えれば、こうした用語のうちには、過程

なき構造（構造主義）でも流れとしての流れ(歴史主義）

でもなく、過程的連関がおりなす構造として社会＝歴史

認識に迫っていくのだという方法意識がこめられている。

そしてそれは、古くは戦前の日本資本主義論争への反省

の結果であると同時に、新しくはレギユラシオンへの接

近の視点ともなる。「構造は形成の過程である」は「再

生産はレギュラシオンの産物である」へと連なっていく

のである。③のタイトルはそれを象徴している。

なお⑦のケネー論は文字通り、先生最後の学会報告と

なった。ケネー生誕300年記念の学会であったが、そこ

で先生は、ケネーの「前払い(avance)」範鴫がアダム・

スミスにおいて抹殺されたことを、以後の経済学がその

スミスを軸に展開されてきたことへの警鐘とともに、熱っ

ぽく語られた。その奥にこの過程と構造の視点が伏在し

ていたことは、言うまでもない。そして、この最後のケ

ネー論を核としつつ、モンテスキュー、ルソーからグラ

ムシ、レギュラシオンまでを総括することが、生前最後

の著作プランであった。題して「市民社会思想の古典と

現代｣。まことに平田市民社会論は「フランス」ととも

に生まれ、「フランス」とともに深まってきたかのよう
である。

学客員教授としての長期滞在をはじめとして、何度とな

く訪仏しておられる。

関心の対象も思想史的なものから踏みでて、直接に現

代の経済社会問題へと広がっていく。ミッテラン政権、

ユーロコミュニズム、オートジェスチオン（｢社会形成

の経験と概念」岩波書店、1980年j「新しい歴史形成へ

の模索」新地書房、1982年)、そして最近ではEC統合

やマーストリヒト条約…･･･・アクチュアルな問題を追う

先生の眼は、しかし、つねに思想家ならびに理諸家とし

ての透徹した歴史認識に支えられていた。

その間、パリの森有正をはじめ、歴史家のジャック・

エールス教授、レギユラシオニストのリピエッッ、コリ

ア、シャバンス、ナデルらとも親交を結ばれていた。パ

リではやはり、ノートルダム、リュクサンプール、そし

てカルチエ・ラタンがお気に入りの場所であったかと思

う。公園を散歩しながら学問的テーマの着想を得られ、
またカフェ・ド・クリュニーでは、留学中の弟子を集め

て「パリ平田ゼミ」を開催されたりもした。そしてパリ
を出て、フランス各地へ、さらにはヨーロッパ各地へと

旅をされることも多かった。好んで紀行文を著されたカミ
いずれもまことに名文である（｢異文化とのインターフェ

イス』『自由時間へのプレリュード」ともに世界書院、
1987年)。

平田先生は日本を愛するがゆえに、フランスを愛した。

いつまでも多感でどこまでも明噺であった先生は、フラ

ンス的なhumRnit6とclart6のなかから生まれ、そし

て今、そのなかへと帰っていかれたのであろう。「リュ

マニテに生きる」とはケネーの死を記した先生の言葉で

あるが、最後に、その一節とともに心から先生のご冥福
を祈りたい。

平田 清 明 と|清明とフラ：

ご 逝 去を悼む

ンス ’

｜

｜ワ

名 古屋大学山田鋭夫

approcher6gulationnistedel'6conomiejapo-

naise",46meColloqueFranco-Japonais

d'Economie"Accumulationducapitalet

modesder6gulation:ComparaisonduJapon

etdelaFrance",Grenoble,9-120ctobre

l991（報告記録はMondesend6veloppement,

1995年3月1日未明、平田清明先生力弛界された。前

夜、心臓の異常を訴え急速入院されたのだが、大動脈解

離でそのまま不帰の客となられた。72歳。鹿児島経済大

学学長として大学改革に献身しつつも、ケネーに、ルソー

に、そしてレギユラシオンにと心を燃やしつづけるなか

でのお別れとなった。謹んで哀悼の意を表したい。

平田先生の研究を端的に分類すれば、ケネー（広く経

済学史・社会思想史)、マルクス（広く市民社会論)、そ

してレギユラシオン（広く現代社会経済論）の3分野に

なろう。そのすべてに「市民社会」の思想力噴いている

が、それと同じくらい「フランス」の役割も大きい。ケ

ネーやレギュラシオンが「フランス」であることは自明

だが、マルクスについても、先生が「哲学の貧困』の訳

者であることや、あの「個体的所有の再建」論がフラン

ス語版「資本論』の研究から生まれたことを想起すれば、

これは容易に了解されよう。という次第で、以下では

｢平田清明とフランス」という角度から、先生のお仕事

を追ってみたい。

手がかりとして最適なのは、日仏経済学会にかかわる

先生の足跡である。まずそれを、私力轆かめうるかぎり

で一覧しておこう。なお先生は、ご逝去にいたるまで約

25年間、本学会の理事を務められ、また下記の④の国際

会議にあっては、日本側訪仏団の団長として活躍された。

Tome20,No.79/80,1992に収録).

⑤エッセー「学史を往来する随想一フランソワ・

ケネーとレギュラシオニスト」「Bulletin』第15

号，1992／93年．

⑥論説「現代日本経済へのレギユラシオン・アプロー

チ(一つの試論)－賃労働関係・取引関係・蓄積

体制」「Bulletinj第16号,19"年(④の日本語版)．

⑦学会報告「ケネー再考一一経済学史とフランス革

命史学を逆照射するケネー｣早大,1994年11月26日．

見られるとおり、ケネー、マルクス、レギユラシオン

という先生の柱は、本学会にかかわる仕事のうちにも確

実に反映されている。①②はマルクスを主要対象としな

がら、先生が市民社会論を積極的に構築しておられた頃

のものであるが、その平田市民社会論がフランスのマル

クス主義者ルフェーブルとの格闘を経たものであること

を示している。構造主義を批判するルフェープルの正当

性と誤謬を摘出しながら、「構造は形成の過程である」

という先生の基礎視点が打ち出される。そうした視点は

じつは、直前のケネー研究「経済科学の創造」（岩波書

店、1965年）で「生産資本循環分析視角」として、ある

いは「回転循環分析視角と再生産構造分析視角」として

提起されていたものであった。

この循環＝過程視角からする社会認識は、平田理論の

根幹を貫くものとなっていく。市民社会論を横糸とすれ

ば、この循環＝過程論を縦糸として、平田理論は形成さ

れていく。そしてそれは、のちのマルクス研究（『経済

学と歴史認識』岩波書店、1971年；『コメンタール「資

「私は地中海をこよなく愛した」というフエルナン．

ブローデルに倣っていえば、先生はきっと「私はフラン
スをこよなく愛した」と述懐されたことだろう。はじめ

①論説「マルクスにおける『構造」概念の再検討

一一経済学と文化人類学との谷間に」『Bulletin』

第4／5号，1964／65年．

②学会報告「ルフエープル教授のマルクス理解につ

いて」京大，1968年1月28日．

③エッセー「社会形成とレギユラシオン様式」

「Bulletmj第14号,1991年．

④学会報告"Rapportsalarial,rapporttran-
sactionneletmodeder6gulation:Pourune

死の旅路についた彼の前には大きな虹がかかる－山肌

で浦過された大気中の水蒸気が、幽谷の小川となって草

原の間を流れいで、やがては大河ダニューヴとなり、セー

ヌとなって、平野に富と豊饒をもたらすかのように、ひ

とり彼の創造にかかる理論体系は、人類の産業社会の洋々

たる流れのなかに生きつづけ、時代の体制的自己認識の

ての渡仏、いやはじめての外国旅行は、1967年のことだっ
たか。その時の印象は翌年「展望」論文として発表され
た（のちに『市民社会と社会主義」岩波書店、1969年に
収録)。パリは「革命の町」でなく意外にも「ナポレオ
ンの町」であったとの思いに始まって、「科学における
西ヨーロッパとアジア」へと思いを馳せている。以後、
’973-74年のパリ大学客員研究員、1984-86年のパリ大

’
ない。（『経うえに分析装置の富と豊饒をもたらしてやま

済科学の創造』） １
１－76－
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1．欧州が抱えている課題スとして捉えるのかという決定的とも云える対立要因に

もなっている。マーストリヒト条約は批准された現在も

なお、欧州レベルでの中央集権モデルと分権モデルをめ

ぐって解釈がことなるのである。このことはマーストリ

ヒト条約に盛り込まれた補完性原則が、今もなお制度と

して定着していないことにも現われているといえよう。

現実には、いまだ新たな欧州建設にむけての最終的な

青写真は具体的に描けておらず、また各構成国いずれも

自国の利害をこえて、明確な共通理念と構想のもとに建

設計画に参画しているとはいえない。

実態は、これまでジャック．ドロールが指導力を発揮

してきたEU委員会の超国家的政治意思と「機関車」役

をつとめてきた独一仏の利害の相互画策のもとに、統合

へ向けての制度基盤がマーストリヒト条約として曲がり

なりにも条文化されたにすぎない。ようするに、統合前

進に不可欠な重要事項にはすこしも手がつけられていな

い状態なのである。ただし、ここで見落としてならない

のは、ドロール体制のもとで統合過程に不可逆性が付与

された点であり、逆戻りできない状況にまでいたってい

る事態である。

また、制度化と調整をめぐって、各構成国は自国に有

利となるよう確執しているのが実態であり、とりわけ、

域内周辺加盟諸国、アイルランド、ポルトガル、ギリシ

ア、それに開発のおくれた地域、たとえばメッゾジョル

ノからみれば、EUは超国家的な再配分機構にすぎない。

統合への弾みは、加盟国の欧州建設にむけての強固な共

通意思と連帯によるものではなく、ひとえにスピル･オー

バーの心理的効果と景気の好転にかかっているのが現状

といえる。

1996年におこなわれる政府間会議は、今後の拡大にそ

なえた機構改革が中心議題になるものとおもわれている

が、新たな欧州建設のための最終的椛想にかんする合意

が加盟国政府間でえられていないだけに、機構改革をめ

ぐる個々 の重要事項も難航するものとおもわれる。事実、

これまで不問に付されてきた最終的な構想と理念、すな

わち連邦制と連合制かの選択をめぐって、昨年秋から主

要加盟国政府間ですでに確執がはじまっている。この確

執について検討を加えるまえに、まず欧州がかかえてい
る深刻な課題について一瞥しておこう。

欧州統合化の方向＊
マーストリヒト条約の批准過程においてはじめて、各

構成国市民の側から欧州建設のあり方をめぐって懐疑と
反発が表明された。ローマ条約調印時にも、単一欧州議

定書の調印時にもみられなかったことである。市民の側
からの懐疑と反発は、まず立法過程における民主主義的

手続きの欠如と不透明性にたいして、そしてEUの制度
とその機能、特に中央集権行政と官僚制にもむけられた。

これまでの制度化過程にみられた「民主主義的欠如」を

いかに是正し、どれだけ民主主義的制度化を練りあげ、

民主主義的機能を具備していけるかによって、今後の欧

州統合の方向と速度は大きくかわってくるであろうし、

欧州の復権と威信にもかかわってくるであろう。欧州各
国市民から遊離した現行の欧州統合化からは、世界のな
がれをかえるだけの特別なメッセージは、欧州以外の諸

国民には伝わってこない。EUの諸機構を中心に、各構

成国政府間トップ．レベルで妥協に妥協をかさねながら

推しすすめられている統合化過程と各構成国市民の意識

との落差を、どう埋めていくかが今後の重要課題といえ

る。どこまで「市民からなる欧州」への転換がはかれる

のであろうか(3)｡

一方、域内における統合化への懐疑と反発は、欧州委

員会委員長自ら「社会的ヨーロッパ」なるものを問題提

起させる契機にもなった。顕著となった世界的不況が、

｢経済の世界化」と「統合化」の二重の煽りとそれらの

代償の深刻さに気づかせたのである。それは大量失業、

特に若年層の失業増大、長期化する失業、そしてホーム

レスに代表される社会的排除、社会的格差と地域格差の

増大、さらに国民的連帯の欠如となって、また極右の台

頭となって顕在化したのである。この点、今年3月にコ

ペンハーケンで開催された国連社会開発サミットの「貧

困、雇用、社会的統合」というテーマは、なにも第三世

界にかぎられた問題ではなく、まさしく欧州自体の問題

であることを認識させた。

実際、欧州の現状はこれまでと同様、単に世界化した

市場経済のルールに適合した制度化と調整努力だけでは

済まされない状況になっているといえる。ECが1980年

代半ばからネオ・リベラリズムに同調したことで、「経

富山国際大学田部井英夫

目次 つぎに統合の拡大」が目標に掲げられた。欧州をとりま

く国際環境の状況変化にもかかわらず、単一欧州議定書

以降に展望された建設目標カミ統合深化の名のもとにマー

ストリヒト条約の批准という形で強行されたのである。

条約はたしかに批准されはしたものの、深化は内実をと

もなわず、形式的なものにとどまったO

ECからEU(欧州同盟）への移行過程において、お

もいがけない反発に遭遇した。小国デンマークにおける

マーストリヒト条約批准をめぐる国民投票は、独一仏両

大国を枢軸とした統合過程に否定的回答がくだされた。

その後、EC機構の制度的欠陥、すなわち政策決定過程

における不透明性、ブリュッセルへの権限の集中、民主

主義的欠如、等々 にも批判がむけられた。

その他、欧州統合化そのものをめぐって鋭い問題提起

もなされた。歴史的に多様で、多元的な国民を法制度と

市場のメカニズムで統合することへの疑義、またどこか

らどこまでがヨーロッパといえるのか、それと関連して

ヨーロッパのアイデンティティーとはいかなるものか、

鋭く問い直されたのである。これらの問題提起は、いず

れも欧州統合を方向づけるヴィジョンにかかわるもので

あり、暗々 裏に欧州連邦、もしくは欧州合衆国まで展望

可能な歴史的実験に踏み切ることへの懐疑から発したも
のであった。

欧州連邦か、欧州連合かをめぐって、主要国の反応も

ことなっていた。たとえば、EUの進展を積極的に推し

すすめてきた独仏両国は欧州連邦構想にかたむいていた。

フランスはドイツの黙認と協力のもとに(2)、パワーとし

ての欧州、それを担う中央集権的なEUを構想し、しか

も欧州の主導権の掌握をめざしていたといえる。他方、

ドイツは自国の連邦形態をもとに分権型の欧州連邦を櫛

想してきたのである。それに対して、英国は欧州連合織

想を模索してきたのである。

それは欧州をパワーとして捉えるか、それともスペー

はじめに

1．欧州がかかえている課題

2．ドイツのイニシアティブ

3．フランスの対応

4．現実主義に傾くEU

おわりに
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はじめに－迫られている欧州の選択

単一欧州議定書（1985）以降、マーストリヒト条約が

批准にいたるまでの七年の間に、欧州建設の速度と欧州

をとりまく状況は大きくかわった。共同市場を欧州建設

の目標としていた時期は無論のこと、単一欧州議定書が

調印された時期ともことなる新たな歴史的局面をむかえ

ている。

単一欧州議定書作成当初は、世界経済の三極化にそな

えた欧州の経済的覇権と威信の回復に力点が注がれてい

たといえる。そのために欧州に経済的活況をとりもどし、

欧州の経済的再興をとおしての欧州復権が目標におかれ

ていた。域内単一市場の完成が当面の欧州建設の課題で

あったといえる。ジャック・ドロールによる巧妙な策、

「波及効果」（')が功を奏して、域内単一市場の建設目標

に拍車がかかり、彼の体制のもとで欧州統合化が不可逆

なまでになっていった。その間、単一通貨にもとづく単

一国家、もしくは合衆国建設へと、政治同盟まで力堀望
されたのである。

欧州をとりまく環境変化を決定づけたのは、「ベルリ

ンの壁」の崩壊に象徴される「東欧革命」であった。ソ

連邦の解体、東欧諸国の市場経済化と民主化が、欧州共

同体建設の深化へとむかわせた。「まず欧州統合の深化、

■■
ー
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択肢を各構成国市民に提示できるかが問われているとい
える。

整と呼べるものが、欧州統合の大きな課題となるであろ

う。

ところで、欧州がかかえている課題は社会．経済的側

面だけにとどまらない。世界経済の三極化への対応とい

う経済的観点だけで、欧州統合の方向をもはや推しはか

れない状況に現在たち到っていることも認識すべきであ

ろう。

域外周辺国の国民は、民主化過程と市場経済化過程に

おいて、EUがかならずしも加盟に協力的でないこと、

それにEUが共通の外交政策をとり得ないことと、欧州

の内なる問題を解決しえずただ拱いている現状を痛感し

たのであった。

域外周辺諸国内における民族と宗教間の対立と摩擦は、

これまで冷戦体制下の国民国家体制に埋めこまれてきた

といえる。EUの深化にともなう求心力が、域外周辺諸

国内に潜在していたこれらの対立と摩擦をむしろ顕在化

させ、民族紛争と宗教対立をむしろ際立たせてしまった

のが現実である。さらに欧州をとりまく国際環境も「マ

ルタ会談」当時とは大きく変容している。不安定なロシ

アの存在、域外周辺諸国の地域紛争、そしてイスラム原

理主義の台頭に対応して、EU諸国が共通外交政策と安

全保障政策の面で結束して、いかに欧州の安定と安全保

障を確保していけるかが、今後、欧州統合の方向を決定

づける大きな要因となるであろう。欧州の安定は経済的

次元だけでは確保できない状況にたち到っていると言え

る。この点、欧州共通外交政策、安全保障問題そして移

民流入問題が、欧州統合化の方向を大きくかえていくこ

とであろう。

マーストリヒト条約発効後のEUのあゆみは、通貨統

合に不可欠な経済収敞の難題ばかりでなく、上述したさ

まざまな課題をかかえているのである。以上のことから

も、EUの拡大も深化も容易でないことはあきらかであ

る。今後、EUが拡大するなかで、欧州連合構想に後退

するのか、欧州連邦構想に傾斜するのか、それとも第三

の統合の道をあゆむかは、今のところさだかではない。

ドロール体制後のEU、そしてミッテラン退陣後のE

済的なるもの」と「社会的なるもの」との乖離が、また

｢経済成長」と「社会・経済発展」との遊離が極度に進

行した。

他方、域内中心諸国では、市場統合はディスインフレ

傾向、域内周辺諸国では、インフレ傾向として顕在化し

た。域内周辺諸国にあっては、経済・通貨統合に向けて

の経済的収數への努力が、国民経済の成長に大きな制約

となり、国民生活に重くのしかかるものであることを当

該国の国民に痛感させたのである。南欧諸国の国民生活

は、対応策としての緊縮政策が続くなかで、以前にまし

て地下経済への依存を今後深めていくであろう。地下経

済の蔓延は市場統合を内から蝕むものであり、域内単一

市場を機能させていく上で障害となるであろう。近い将

来、EUは移行経済にある中．東欧諸国の統合をも射程

に入れているだけに、地下経済、バザール経済への対処

力課刻な課題となるであろう。現在、EUにとって経済．

通貨同盟のための経済的収敵が、当面の課題ともいえる

が、社会・経済的側面の収束条件も重要な議題となるで

パの中央に深く根をおろし、しかもスラブ世界と隣接し

たドイツは、その地理的状況、広がり、そして歴史から

して、自民族の安定と生存圏の確保のために膨張的東方

政策に走った過去をもつ。破局に至った過去を繰り返さ

ないためにも、まず覇権的志向へかりたてた国家システ

ムの根本的な変更、ドイツ自体がEC/EUに深く統合

されること、そしてロシアとの協調関係に裏づけられた

中・東欧の安定を築くことが不可欠であるとみているの

である。ヨーロッパの中央に位置するドイツの安定には、
中・東欧の安定がかかせないこと、そしてドイツの国益
は、同様にその他のEU加盟国の利害にもかなっている

という認識である。そのためにも中・東欧諸国との関係
強化、そしてこれら諸国のEU加盟、その受皿としての
EUそのものの機構改革が「新生ドイツ」の至上命題と
なっているのである。

以上の視点にたって、同文書は五つの提案をおこなっ
ている。1．同盟の制度的発展、下位のレベルへの権限
委譲をも含む補完性原則の実現、2．EU中核の強化、
3．独一仏関係の質的強化、4．外交政策、ならびに安
全保障政策面で、同盟の影響力行使の強化、5．東方へ

の同盟の拡大、以上である。その他、組織的犯罪の撲滅、

移民にかんする共通政策、失業対策、共通社会政策、欧

州の競争力、環境保護に言及しているが、これらは上述

の五つの提案にくらべて付随的に取りあげられているに

すぎない。

欧州統合の方向にかんしてこれまでなされてきた議論

は、統合の深化か、それとも統合の拡大かのこ者択一的

選択に終始してきたが、この文書の特徴は統合の方向と

して、むしろ深化と拡大の両立を示唆している点である。

拡大と深化の両立をめざしたCDU/CSU文書の統合

理念とその構想とは、補完性原則の軸心を連邦国家とし

てのEUと地方においた汎ヨーロッパ連邦であり、その

具体的統合アプローチとしては、欧州が「可変構造」で

あるという前提にたち、「中核欧州」である独仏および

ベネルックス三国が統合推進をになうものとしている。

ドイツは1996年に予定されているEUの機構改革にか

んする政府間会議の目標を、まずEUの行動能力をたか

め、民主的、且つ連邦的根拠を整えること、そのために

EU、構成国、それに構成国に属する地方政府、これら

’
2・ドイツのイニシアティブ

ドイツ総選挙を10月中旬にひかえた199岬9月1日に、

コール首相の側近を中心メンバーとするキリスト教民主．

社会同盟(CDU/CSU)議員グループが、欧州統合

の将来にかんする文書を発表した(6)。欧州統合をめぐっ

てドイツがイニシアティブをとったのは、EEC発足以

来の出来事である。この文替が1996年秋に予定されてい

る政府間会議へむけて議論をにつめていくための先鞭を
つけたのはたしかである。

この文書は3部構成となっている。第一に、「ベルリ

ンの壁」崩壊後の欧州の現状認識、第二に、すでに欧州

に深く統合されたドイツの国益は他の加盟国の利害にも

かなっているという認識、第三に、以上の認識を踏まえ

た提案からなっている。

では、CDU/CSUは欧州の現状をどのように捉え

ているのであろうか。EUは加盟国間の収敞がなかなか

おもうように進展しておらず、単に「改善された」自由

貿易圏にかたむいているという認識にたっている。その

背景として、1．当初6カ国で創設された機構がたて続

く拡大にともない、機能上限界に達していること、2．

社会．経済発展水準の相違にもとづく利害対立が、加盟

国間でひろがっていること、3．各加盟国間の対内政策

と対外政策の優先順位に認識のズレがみられること、4．

どの加盟国も短期的解決が困難な大量失業に特徴づけら

れる構造的経済変化の深刻さと、それにともなう社会的
不安をかかえていること、5．ほぼ全加盟国において、
ナショナリズムへの回帰が強まっていること、6．加盟
国のなかには、以上の問題に対処しきれないほど脆弱な
政府、ならびに国民議会が存在すること、7．中．東欧
諸国のEUへの加盟希望にどう応えていくか、その統合
様式とスケジュールが迫られていること、以上7項目を
列鑿している｡

第2部で、同文書はドイツの最大の関心事に言及して
いる。注目すべき点は過去の破局と分断を自らまねいた
禍根から統合の方向を展望していることである。ヨーロツ

’

｜
’あろう。

この点、枢軸国であるフランスでも重要な課題をかか

えているといえる。経済通貨統合の実現をめざした「強

いフラン」政策故に、経済成長が阻まれ、その結果とし

て失業の増大に歯止めをかけられない状況だが、失業者

の増大と失業の長期化は、フランスの社会福祉制度の危

機を一層深刻なものにしているといえる(4)｡

その他、地域格差も問題になっているが、EUレベル

でのマクロ的地域政策は、当該地域のニーズに根差した

ミクロ的地域開発の促進と対立しているのではないか。

むしろ、経済的収敬の名のもとに地域格差を一層押しひ

ろげているのではないだろうか(5)。

さらに、EUレベルでの社会保障政策にかんしても、

一国レベルでの連帯なり、社会的結束が希薄になってい

るなかで、EUレベルでの連帯は果たしてのぞめるので

あろうか。今後、欧州統合化の方向を見定めるうえで、

｢経済的なるもの」と「社会的なるもの」との乖離の是

正という視座をも踏まえた調整のあり方が問われている

L

■■
、

’

といえよう。換言すれば、マクロ経済バランスと経済的

効率性の観点からだけでなく、マクロ社会バランスと社

会的効率性をも考慮に入れた調整､つまり星圭圭垂堕邇

Uが開始したばかりであるが、来年開催予定の政府間会

議まで、現在欧州がかかえている様々 な課題に各構成国

政府が各国の利害をこえて、新たな欧州建設のための選

-80-
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三者間の権限範囲の画定においている。機構改革の内容れている。
にかんして、同文書は意思決定機関としての欧州議会のバラデユール首相の演説から第一に読みとれるのは、
役割を重視する立場を鮮明にしている。具体的には、欧フランスはEUが連邦化することも、単に自由貿易圏に
州議会は将来、加盟国で構成される閣僚理事会と同等の後退してしまうことものぞんでいないこと。それに代わ
権利を有する立法機関になり、その一方、欧州委員会はるべきフランスの欧州構想は判然としないが、フランス
欧州政府としての行政機関の役割をになうべきである、がのぞんでいるのは、政治面でも、経済面でも、また軍
と提唱している。閣僚理事会にかんしては、加盟国政府事面でも強力な欧州であり、フランスにとって、欧州の
間の平等原則と人口比に根差した票数配分、それに重要組織は自国の戦力と影響力を補完するものであること。
案件にかんする拒否権の発動を排して明示された定足数第二に、欧州同盟の拡大は不可避であるが、ロシア、
にもとづく意思決定の徹底、さらに理事会は元老院としウクライナ、白ロシアは含まれないこと。これらの諸国
てとらえられている。その他、欧州の政治意思形成に各との関係は緊密なパートナー・シツプで築かれるべきだ
国議会の参加をもとめている。が、とくに欧州全体の安全保障を確保するためにCSC
このCDU/CSU文書はバラデュール首相の同心円E(全欧安保協力会議）が見直されるべきであること。

構想ともに「多段階統合論」として受けとめられ、加盟第三に、欧州連邦化を前提としたEU機構改革を排し、
国間で大きな波紋をひろげた。EEC発足当初から参画現行のEU諸機関の堅持と国家主権の表現でもある各構
してきたイタリアは勿論のこと、「ア．ラ．カルト」方成国の国民議会の役割にウエイトをおいていること。そ
式の欧州統合像を終始主張してきた英国も、またスペイの他、機構改革で見逃せない点は、CDU/CSU文書
ン、デンマークからもEUの結束を損なうものという反が、補完性原則を重視し、その軸心を連邦国家としての

対の声明が出された。同文書への反応が如実に示していEUと地方政府に置いているのにたいして、バラデユー

るように、いまだ欧州統合の方向を決定づける統合理念ル首相はEUと各構成国との権限配分の明確化を重視し
なり、構想にかんして各加盟国の間で合意がえられていている点で対立していること。

ないことがわかる。「戦後50年」を経た今日でさえ、大第四に、CDU/CSU文書が地政学的観点から中．

国ドイツの行動を牽制する手綱は緩められてはいない(7)。東欧への拡大を唱えているが、バラデュール首相もまた

一方、政権基盤の弱綱上、「内なる統一」の課題、根強地政学観点から中・東欧への即座の拡大と軸心移動に難

い「ドイツマルク・ナショナリズム」を国内問題として色を示していること。

かかえるドイツは、はたして欧州統合のイニシアティブ第五に、バラデュール首相が打ち出した欧州建設構想

をとれるのであろうか。それは新政権が誕生したばかりなるものは、連邦形態の「中核欧州」といった堅牢なも

のフランスの対応と牽制にかかっているといえる。のではなく、現存のEUをとりまく関係配置に立脚した

より柔構造を想定しているといえる。すなわち単一市場、

3．フランスの対応 共通外交と共通安全保障政策、そして共通の法原則に立

脚した現行の欧州同盟のサークル、その外側に提携・協

CDU/CSU文書に対するフランス側の見解は、11力協定、連合協定、経済．通商協定で現在むすばれてぃ

月17日付けのル．モンド紙に掲載された国家の近代化にるEU加盟申請諸国のサークル、さらにこれら諸国の外

かんする首相演説のなかで、要点だけがまず示された。側に欧州の平和と安定をめざしたパートナー国が位置す

機構改革の面で、CDU/CSU文書が欧州議会にウエる関係。これらの同心円型のサークルとは別に、柔軟で、

イトを置いたのにたいして、バラデユール首相は国民議且つ限定された単一通貨圏、軍事サークル等も、構想と
会の役割の確保と国防を強調したのである。引き続いて、して描かれているのが特徴であろう。
11月30日付けル，モンド紙のなかで、フランスの立場を 第六に、CDU/CSU文書と同様、バラデュール首

全面的に表明している。10項目からなる趣旨表明がなさ相も独仏関係の強化を再確認にしているが、1963年に締

－82－
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結された仏・西独友好協力条約の見直しを提言している。したが、社会・経済政策と欧州政策とは両立するのであ

その後、フランスでは1995年5月の大統領選まで、欧ろうか。失業対策をはじめ低所得者、高齢者、ホームレ

州政策をめぐる主だった見解は示されなかった。大統領スらの社会的弱者を救済する一方で、通貨統合をめざし

選挙戦では内政問題に終始したといえる。た「強いフラン」政策の維持、財政赤字の削減がはかれ

ただし、見逃せないのは、今年一月に入ってフランスるのかという疑問がのこる。

がにわかに通貨統合に積極的に乗り出し、1997年通貨統他方、EUは1996年の政府間会議後に中．東欧諸国

合実現にむけての見切り発車を唱えだしたことである。との加盟折衝に入ることになっている。東欧への統合拡

しかも、欧州委員会もそれに呼応し始めた経緯である。大にともない競合すると思われる畜産、ならびに農産物

分野にたいして、農業大国フランスは「いかなる妥協も

それまでマーストリヒト条約にかかげられた実現目標、辞さない」構えであること、ジュペ首相は所信表明演説

1997年通貨統合をまともに受けとめるものはいなかったのなかで明言したが、この点、中．東欧加盟を欧州政策

といえる。欧州統合の推進役を務めてきたフランソワ．の中心課題に据えているドイツと、今後どう折り合いを

ミッテラン大統領の欧州議会での最終演説を皮切りに、つけていくのであろうか。

当時、次期大統領の有力候補であったバラデユール首相

の演説でも、単一通貨の早期実現が強調され、それを受4．現実主義に傾くEU

けて欧州委員会専門グループも1997年中に共通の通貨、

ecuの導入の可能性を示唆したのである。フランス中コール政権は6月13日ドイツの欧州政策に関する二文

央銀行総裁ジヤンクロード・トリツシエも向こう三年内書を再度発表した。一つはEUの外交政策にかんして、

に通貨統合への飛躍の可能性を示唆し、またそのことをもう一つはEUの域内問題にかんしてである。1994年9

1
自覚することが欧州建設に不可欠であることを確認して月に発表された文書にくらべてかなり慎重な提案となっ
いる。この自覚は昨年末から年頭にかけてのメキシコ通ている。とくに、欧州理事会の議決にかんして、多数決
貨危機で追認され、現に、エコノミストと銀行家の協力制の適用範囲の拡大（二重多数決制)、それに外交政策、
をえて、フランス政府は単一通貨にきりかえた際に生じ防衛、司法、警察にかんする同盟の行政権の強化を訴え
る技術上の問題の解決に乗り出したのである。しかしこている。その他、欧州憲法規約の採択、同盟諸国全体に
のように一気に通貨統合へ拍車をかけるフランス政府のよる共通移民政策の採択も第二文書に盛りこまれている。
姿勢にたいして、ドイツ連銀、政界はもとより欧州通貨これら二文書が1996年の政府間会議にむけてのドイツの
機関(EMI)総裁も一線を画し、1997年の実現可能性公式提案になることはたしかである。それを受けて、キ
の否定に終始してきた。ンケル外相は政府の欧州行動四目標を明らかにしている
フランス大統領選挙後も、1997年通貨統合にむけての(8)。四目標とは、1．共通外交政策にかんするEUの行
意欲はかわらなかった。アラン．ジュペ新首相は5月2動能力の拡充、2．移民と査証にかんする共同体決定の
3日、国民議会で所信表明演説をおこない、これまでの強化、3．多数決制の一燗上（但し財政と税は除外)、
フランスの欧州政策を継続、とりわけ単一通貨の早期実4．補完性原則と同盟の民主主義的合法性の強化である。
現をめざすことを明言していた。5月下旬に発表されたコール政権は、1996年の政府間会議にむけて、今後も
グリーン．ペーパーにもフランスの意欲が反映されてぃイニシアティブとることに努めるであろうが、ドイツの
たが、6月19日に開催された蔵相理事会では、97年通政局自体が揺れ動いている時だけにどこまで発揮できる
貨統合を断念している。このことから、ドロール、ミツであろうか。今後、これまでの独一仏枢軸と並行して、
アラン退陣後のフランスのイニシアティブの後退がうか軍事．外交面での英仏関係の緊密な協調、英一仏枢軸、

さらに英一独枢軸が浮上してくるものとおもわれる。がえる。

フランス新政権は雇用対策を最重点課題として打ち出40年前に開催されたメツシナ会議に因んで、6月2日、
－83－
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度基盤を確立していく過程は、まさしく「歴史をつくる」のものの枠組みが、いまや軋みはじめているのである。メッシナのタオルミナで、マーストリヒト条約を見直す欧へのNATO拡大がロシアから阻止されている状態で
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めた。最後に､EC統合の問題として、共同体形成と
modernit6について、トウーレーヌ、ニスベットに依拠

しつつ問題提起した。但し、以上の報告内容について、

充分に意を尽くすことができなかった。
（1995年6月25日脱稿）

河野健二著『近代を問う』（全3巻）岩波書店，1995年
１
１

１
１

１名古屋大学安藤隆穂

ア的限界を越えてしまったものと把握される。そうして、

河野説では、高橋説の産業資本による経済史的切断にか

えて、政治的切断＝近代国家の樹立が、革命の基本線と

しての評価をえた。高橋説ではほとんど無視された、革

命の政治史、さらには思想の独自な役割が、革命把握の

不可欠な契機として、導入されるのである。それまでは、

せいぜいルソー（＝近代化の闘士)、モンテスキュー（＝

封建反動）くらいしかかえりみられなかったのだから、

啓蒙思想の総体を革命史把握に結びつける河野思想史は、
新鮮であった。

河野は18世紀思想を三つの系譜に分類した。第一がフィ

ジオクラートあるいはエコノミストの近代地主的系譜、

第二がディドロを中心とする「百科全書」＝哲学者のプ

ルジュワ的系譜、第三がルソー的急進主義の系譜である。

河野の最大の特徴は、ルソー（したがってロベスピエー

ル）の思想を産業資本的方向から切り離す点にある。ル

ソーは「没落の危機に直面しつつあった小農民・小市民

の叫びを代表し｣、ブルジョワ的経済把握にすすみえな

かったからこそ、政治過程の独自性に鋭く切りこみ、近

代的政治原理を組み立てたのである。第一の系譜は、ケ

ネーの物理的自然法と土地の富の経済学を生み、第二の

系譜は、デイドロの人間主義的自然法から動産の富の経

戦後の社会科学の主流が講座派の継承をめざしたとき、

その有力な対抗勢力は、京都大学人文科学研究所のグルー

プであった。河野健二は、このグループの組織者のひと

りであって、その活動は、経済史、政治史、思想史、社

会科学（方法）論など多岐にわたり、どの分野において

も、つねにエポック・メイキングな第一級の仕事を残し

てきた。このたび、戦後50年の節目に、「戦後の50年は

同時に私のこれまでの研究歴50年とちょうど合致する」

という河野が、その息の長い仕事のエッセンスをまとめ

たのが、第I巻「フランス革命の思想と行動｣、第Ⅱ巻

「資本主義批判の立場｣、第Ⅲ巻「日本の近代と知識人」

とからなる、「近代を問う」全三巻である。

第I巻は、「第一部アンシヤン・レジームと思想の

革命｣、「第二部フランス革命の構造｣、「第三部人間

と革命」という編成によって、著者のフランス革命論の

全体像を示す。「序絶対主義とブルジョワ革命」(1950

年初出）に明かなように、著者の研究は、講座派＝大塚

（久雄）・高橋（幸八郎）史学批判を意図して開始され

た。いうまでもなく、高橋によれば、近代化は「前期的

資本」（商業資本）と「産業資本」の対抗を軸に展開す

るものであって、このふたつの対立の政治的表現として

絶対主義とブルジョワ革命の対抗は把握される。そうし

会科学（方

も、つれに

てきた。こ

同時に私⑦

という河関

たのが、算

｢資本主義

とからなZ

第I巻II

革命｣、「；

と革命」（

全体像を7

年初出）｜

（久雄）・

た。いう

資本」（徳

るもので

絶対主義 ■
済学（レドレル）を生み出し、革命期経済学における土
地と動産の対立を展開する。したがって、本来のプルジユ

ワ的系譜は第二の系譜であり、これとルソーの系譜とが
フランス革命の思想の主力となるo

河野説に基本的に同意するが、ブルジョワ的系譜が発

ランス革命ではこの対抗がもっとも徹底して展開

ンターニュ派独裁が産業資本の自立の政治的画期

とされた。

に対して、河野説は、フランス革命の基本線を、

近代化と小市民、小農民、民衆の近代化との対抗

におきかえた。つまり、一方で、高橋が封建制に

けた絶対王政下のブルジョワ的発展（地主、商業

を再評価し、他方で、産業資本概念の革命過程へ

|乗り入れが否定される。ジロンド派のブルジヨワ

ミが復権され、モンターニュ派独裁は、産業資本の

｝どではなく、ブルジョワと民衆の同盟がブルジユ

て、フラ

し、モン

をなすと

これに

地主的遡

と連携k

ひきっI』

資本）も

の強制詞

的内実ズ

路猟なノ

掘されればされるほど、その位置が微妙になっていくと
思う。フランス革命において河野が初めに示した基本的
対抗は、地主的近代化と農民・小市民的近代化との対抗
であった。ところが思想史的分析においては、地主的系
譜より本来のブルジョワ的系譜力輔面にだされる。両者
の関係はどうなっているのだろう。フランス革命におい

１
１

I

｢
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デユーの手法をおもわせる。ただし、思想の扱いについ

ては、全体として、第I巻について述べたのと、同じ感

想をもつ。別のいいかたをすれば、思想の軸（たとえば

兆民の場合では自由主義＝共和主義）以外の側面が、歴

史的矛盾として再構成されることなく、切り捨てられる

のではないか。他方で、急進主義、非合理主義、ナショ

ナリズムなどの概念が、やや便宜主義的に乱用されてい

ると思う。河上肇の儒教道徳の問題、講座派の理論信仰

の問題などは、もっと理論概造に即してあつかうべきで

はないだろうか。

河野健二は、本論の最後で書いている。「かつて、社

会の現状を不満とする人びとは、文学のなかに、ついで

哲学のなかに希望の光をみた。これからの人びとは社会
問題の適切な解決、それを促す社会科学の進展のなかに
希望を見出すのではないか。そういう時代がきていると

私は思う｡」「近代を問う」には、ヨーロッパと日本の近
代研究以上に、戦後の社会観と歴史議の蜜牽の問題鰊あ
る。今後、こういう本格的な社会科学の著作が出現する
ことは、困難だろう。それだけに、本書を読みながら、

戦後の社会科学の歴史の重さにうたれる思いがした。か
つて、多くの知識人が、それぞれの「歌の別刈をへて、

社会科学へむかった。その社会科学は、とりわけ講座派
にとって、同時にイデオロギーであり、革命論であった。

いま河野は、イデオロギーや革命論から科学の領域を厳

格に分離し、社会科学の時代を予言する。それは、科学

の示す歴史の本来的過程を、政治的急進主義がもはや懐

疑的にはかき乱さない時代を、意味するのだろうか。河

野健二に、「三酔人経論問答」の南海先生を重ね、鶏が

ないたあと、現代の洋学紳士と豪傑君はどうするだろう

かと考える。

－89－
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だが著者はすでにマルクスの資本概念の理解を通して、
この総過程の媒介概念としてのレギュラシオンの認識を

猿得していた。資本とはなによりもく過程する価値〉で
あり、個別諸資本の循環運動が相互に絡み合いながら築
き上げる諸資本の過程する構造である、という認識がそ
れである。この資本認識は､現代資本主義における資本．
賃労働関係を生産＝交通関係および分配関係の総過程と
いう視野からとらえ返す必要性を呼び起こす。著者は第
二部で、自動車企業を例にとりながら、現代日本の賃
労働関係を組立メーカーと部品サプライヤーとの取引関
係によって媒介されたものとして重層的にとらえ、さら
には企業間の空間的編成や地域経済統合について概念把
握する必要性を強調する。

そしてこの市民社会の概念装置は、第一部において世
紀末の激動する現代世界の歴史的位相をも鋭く照射する。
社会主義体制の崩壊とは、党＝国家が市民社会を政治的．
軍事的に収奪してきた体制の破綻を意味し、市民社会の
国家からの解放と自律の宣言を物語る。著者は、20数
年前に「市民社会と社会主義」において展開した現存社
会主義批判の主張力瀝史的に検証されたことをここで再

確認する。またマーストリヒト条約によって推進されつ

つある欧州連合へのヨーロッパの歩みは、現代資本主義

のグローバル化が国民国家を越えたグローバルな市民社

会を生み出しつつあり、それに照応するトランスナショ

ナルな新政治形態の創出が求められている、ということ

を指摘する。著者は、単一通貨、共同防衛軍、ヨーロッ

パ連合市民権といった諸制度の創設のうちにそれを確証

しつつ、国民国家がそれまで独占してきた主権を欧州連

合と分担しつつあることを強調する。

このようにして、現代世界の危機認識に市民社会の古

典的概念がよみがえる。しかもこの概念は、レギュラシ

オン理論、コーポラテイズム論、脱組織資本主義論、構

造主義といった現代における政治学、経済学、社会学の

諸理論との対話によって不断に磨き直される。わたした

ちが本書からなによりも学ばなければならないのは、こ

の古典と現代との弁証法的デイアローグという知のスタ

イルではないだろうか。

著者は現代の政治経済学の創生をめざしながら、かな

’ それである。これらの共同空間は、諸階級の利害を制御

調整しつつ支配的秩序を再生産する場である。だがそれ

は同時に、自立した国家を市民社会へと再吸収する媒介

項（カウンター．ヘケモニーの場）にもなりうる。

著者は以上の検討を踏まえて、レギユラシオン学派の

〈レギュラシオン〉概念をこの市民社会とヘケモニーの

概念の現代的展開としてとらえようとする。レギユラシ

オンとは、土台と上部構造との関連を制御調整しながら、

支配的な合意を生み出し、それを制度化する過程にほか

ならない。レギュラシオン理論は、資本主義社会がみず

からを不断に再生産するために無自覚に遂行しているこ

の制御調整のプロセスを政治経済学の言説として自覚化

したのである。

わが国では、ともするとレギュラシオンの概念が生産

と消費の、供給と需要のマクロ経済的調整という純経済

学的次元で了解されがちであるが、著者はこの概念を市

民社会論の系譜に位置づけることによって、レギュラシ

オン概念の総過程的＝政治的媒介という広大な理論的地

平を開示した。近代経済学のみならず硬直したマルクス

経済学が陥ってきた経済主義の陥巽を、そしてレギュラ

シオン学派から学ぼうとするわれわれ日本の経済学徒さ

えもが無意識に陥っている経済主義的分析の陥穿を、著

者は鋭くついている。

資本主義という経済システムは、純経済的空間のなか

で成立するものではない。それは一定の技術水準、市民

法体系、価値規範、文化､そして国民国家という政治的・

言説的枠組みのなかで築き上げられる。したがってそこ

では経済・政治・言説の諸次元がつねに同時存在し、相

互に作用しあっている。資本の蓄積＝再生産の過程は、

政治や言説の次元に作用を及ぼすと同時に、後者の諸次
元によって規定されもする。資本主義システムの社会的

再生産は、この相互作用を通して遂行される。レギユラ

シオンとは、これらの諸次元の制御調整のプロセスにほ

かならない。著者がジェソツプの多次元的、複原因的分

析の重要性に着目するのはそのためである。著者はこの

考察によって、政治と経済との独自な分節＝連節の関係

を浮き彫りにした。分化した政治学と経済学がともに認

識することのできなかった独自な理論的対象がそこに浮

かび上がる。

平田清明著『市民社会とレギユラシオン』岩波書店，1993年

’大阪産業大学斉藤日出治

本書は、今春に急逝された氏の最後の著作である。本

書の課題は、古典と現代における市民社会論の相互的対

話を通して「現代世界の政治経済学の創生」を図ること

にある。古典の概念への深い内在こそが、流動転変する

現代の経験的世界の歴史的位相を開示してくれる。そし

て現実の経験への徹底した内在が古典の概念を刷新し現

代によみがえらせる。本書はそのような現代と古典との、
そして経験と概念との弁証法的対話がもたらした所産で

ある。今日の経済学は現代世界の危機に対する洞察能力
を失い衰弱しているが、著者の知的スタンスは、政治経
済学をどのような方向で再建しなければならないのか、
その指針をわたしたちに教えてくれる。

本書は、全体が三部からなっている。いずれも現代の
政治経済学を構築するうえで避けて通ることのできない

テーマである。第一部は、国民国家の変容を主題として、
東欧・ソ連の社会主義体制の崩壊、欧州連合の誕生、民
族紛争とエスニシティ、といった諸問題がとりあげられ
る。第二部は、レギュラシオン学派を中心とする諸種の
現代資本主義論が検討される。とりわけ日本経済へのレ

ギユラシオン・アプローチの意義と限界が論じられる。
そして第三部では、現代資本主義における権威主義的国
家と市民社会との分裂に焦点が当てられる。

＊

＊＊

本書の最大の功績は、市民社会論によるレギュラシオ
ン概念の刷新と豊富化にあると言えよう。市民社会の概
念は、現代資本主義（崩壊した社会主義諸国経済をふく
む）を考察するための根源的な方法論として本書全体を
貫いているが、その概念の彫琢は主として第三部でおこ
なわれている。著者はヘーケル、マルクスの古典的な市
民社会概念を検討したうえで、グラムシ、プーランザス、
ジェソツプにおいてこの概念が現代的に発展させられて
いることを確認する。そしてこの市民社会の方法論的視
座から第一部における社会主義の崩壊や欧州統合の歴史

的意味が説き明かされ、第二部の現代資本主義の歴史的

位相や日本資本主義の分析方法が検討される。

著者は、マルクスにおいて経済学が考察の対象とする

歴史的生産組織としてのくブルジョア社会〉（＝資本家

社会）と、そこでの諸階級の対立が不可避的に生み出す

独自な社会的・政治的圏域としての《市民社会》が峻別

されていることを強調する。市民社会とは、私的な諸個

人や諸階級の利害対立が運動しつつその解決形態を見い

だす公共圏であり、諸個人や諸階級の相互承認の場であ

る。その意味で市民社会とは、階級的敵対関係における

私的性格とこれらの敵対関係が醸成する公共性．共同性

との自己矛盾的統一の世界である。

グラムシはこのマルクスの市民社会論をヘケモニー概

念によって継承する。かれは支配階級が諸階級相互の対

立を調整しつつ支配への合意を築き上げ再生産する能力
を〈へゲモニー〉と呼び､資本主義の統合力をへゲモニー

による社会的集団意識の形成に求めた。つまりヘゲモニー

とは、市民社会と政治社会との間に、そして土台と上部
構造との間に介在する過程的力能であり、土台を再組織
し新しい経済秩序を創造する社会形成能力である。
またプーランザスは、社会諸階級の特殊的諸利害の関

係がどのようにして特別な政治的構造形成をとげるのか
を追究することによって、グラムシと同様にヘケモニー
権力が成立する独自な政治的・社会的圏域を洞察した。
政治的国家とは、この政治的構造形成のはてに成立する
市民社会から自立し骨化した政治的諸機関にほかならな
いo

したがって市民社会と国家との分離は、この両者を媒
介し、両者をたえず融合・一体化させる多様な公共空間
の育成を随伴している。マスメディア。学校．病院．研
究所・自治体などの文化的共同空間、株式会社．商品市
場・職能団体・経営者団体．労働組合などの経済的公共
空間、議会・裁判所・審議会などの国家的公共空間、が

■■
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’日仏会館

I
らずしも体系的な著述を企てなかった。たえず変転する

現代を不断の発生という歴史的・論理的位相においてと

らえ返すこと、現実の諸矛盾がその解決形態を求めてた

えず運動する具体的諸形態を探り当てること、このこと

をおのれの知的使命とした。著者がみずから語るごとく、

本書はその意味で「終わることなき過程への知的追求の

一道標」である。オルタナテイプとしての社会主義も、

もはや社会工学者によって設計されるグランド．デザイ

ンではない。それは資本主義が生み出す全般的な疎外＝

物象化のたえざる日常的な解決形態を探求する現実的・

具体的プロセスにほかならない。著者の亡き後、残され

たわたしたちに課せられた使命は、この知的道標をひと

日仏会館図書室
DiMMAISONFRANCO-JAPONAISEBIBLIOTHEQUE

’
利用案内

つひとつ刻み続けることである。

【CD-ROM検索】

書誌情報、辞典、新聞等現在10種のCD－ROMが
あります。

【マイクロ資料】

ル・モンドほ力噺聞のバックナンバーのマイクロフイ
ルムおよびマイクロフィッシュの閲覧・複写ができ
ます。

70年間、お茶の水で親しまれてきた日仏会館が､今春、

恵比寿の新館に移転しました。それにともない、公開の

フランス文献所蔵施設としては日本最大の付属図書室か

ら、さらに充実したサービスと快適な空間が提供されて

います。本図書室には、フランス語図書45,000冊、定期

刊行物1,200点が所蔵され、大学図書館等では入手困難

な貴重な資料が数多く所蔵されています。そのうち図書

については、今後数年の間に、大学図書館等からのオン

ライン・アクセスが順次可能になり、さらに、フランス

語文献だけでなく、フランスに関する日本語の参考図書

も揃えられていく予定です（最近の動向も含めた図書室

の来歴については、主任司書・岡田恵子氏が『教育学術

新聞」1995年10月18日付で紹介されています)。

■研究フロアー（3階）

このフロアーには次の資料があります。

一人文・社会科学系図書約25,000冊
一専門辞典・書誌、地図帳

【資料の探し方】

《図書》

一カード目録：著者名目録、件名目録

一コンピューター目録：1995年以降受入の図書が入力

されています。

《雑誌》

一カード目録：分類目録、誌名目録

一データベース:JAPONEX(日本に関する雑誌記

事検索1987-1994）

研究フロアーは開架式ですのでご自由に資料を利用

できます。一部閉架書庫にある本についてはカウンター

でご請求ください。目下、今までの分類をデユーイ十

進分類に変更しています。所在が分からない時はご遠

慮なく係にお尋ねください。

■フランス文献情報センター（2階）

このフロアーには次の資料があります。

ーフランスー股を紹介する図書および辞典類

一新着図書、雑誌、新聞

-1990年以降の雑誌（1989年以前の雑誌は閉架書庫）

【レファレンスカウンター】
カウンターでは種々のツールを用いて文献案内をいた
します。また、館外貸出図書の貸出、返却の受付をい
たします。

【オンライン情報検索サービス】
レファレンスサービスの一環として、フランスの書誌
データベースに通信回線でアクセスし、1970年代以降
の雑誌記事や会議録等の書誌情報の提供サービスを行
なっています。

＝申込みできる方：日仏会館員、日仏関連学会会員

◎コピー（2階カウンター横）

通常の資料はご自分で複写できます。

＝コピー料金：1枚20円
-受付：カウンター

ー費用：実費
=CD－ROM、マイクロ資料印刷料金:1枚40円

＝複写代行サービス：1枚40円
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■蔵書の閲覧・貸出

【関内閲覧】

2階・3階の資料はどなたでもご自由に無料で閲覧

できます。書庫の図書､雑誌の閲覧は請漏己号等をカー

ド目録で調べ、貸出票に記入して3階カウンターにお

出しください。

【館外貸出】

館外への貸出は、日仏会館会員にかぎります。ただ

し、日仏会館会員またはフランス学長の紹介状をお持

ちの方には、会員名義でお貸しいたします。

〈冊数と期間》

図書…5冊、1カ月、延長2回

雑誌（発行後2年未満）…5冊､1週間､延長不可

〃（発行後2年経過）…5冊、1カ月、延長2回
まで

《期間の延長〉

他の利用者から請求がない時は期間を延長できま

すので、貸出期限日の2，3日前にご連絡ください。

なお、延長期間中に他の利用者から閲覧希望があり
ましたら、ご連絡いたしますので、すみやかにお返
しください。

《遅延金〉

返却期限に遅れた場合は規定の遅延金をいただき
ます。

開館時間：午後1時～6時

休館日：土、日、祝日

日仏会館150東京都渋谷区恵比寿3-9-25

TELO3-5424-1141FAXO3-5424-1200
図書室TELO3-5421-7643FAXO3-5421-7653
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1994年-95年活動報告

■ 総会

1994年11月26日(土）於早稲田大学1号館308会議室

①1995年秋に日仏会館学術シンポジウムの枠内で日本開催が予定されている第5回日仏経済学会議について討
議。早稲田大学国際会議場で10月25-26日に開催することを決定した。

②会費値上げについて討議。1995年度より年額6,000円(院生会員4,000円)が承認された。

■研究会

1994年11月26日(土）於早稲田大学1号館308会議室

く報告＞

大林稔(龍谷大学）

「ルワンダにおける土地問題と民族紛争」

松島泰勝(早稲田大学・院）

「ニューカレドニアのカナク民族独立運動：島娯経済における自立と共生の道」

平田清明(鹿児島経済大学）

「ケネー生誕300年ケネー再考：経済学史とフランス革命史学を逆照射するケネー」

■講演会

1995年6月15日(木)午後6－8時、西川潤会員が､FondationFran9oisPerrouxの招待により、Coll6gedeFrance
"Lemod61ejaponaisdud6veloppement-Interaction6conomiqUeetsociale''という題で、講演を行なつで、

た。

■ 出版

「BULLETIN」第16号「特集：第四回日仏経済学会議報告く資本蓄積と調整様式：日仏比較>1」を発行。

■その他

会員数は1994年10月末現在で137名。また、日仏双方で会員データベースを作成している。これは日仏両経済学会
の交流を活発化させる基礎資料となるものである。フランス側でも1991年秋の国際学術シンポジウムをきっかけに、
日本経済研究者のグループが発足し(事務局ISMEA17rueCorvisart,Parisl3e)、1993年7月より定期的研究会を
開催している。
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1994年度会計報告

(1994年4月1日-1995年3月31日）

日仏経済学会会則

第1条本会は、日仏経済学会(laSoci6t6franco-japonaisedesSciencesEconomiques)と称し、これを日仏
会館に設ける。

第2条本会は、同一の目的を有するフランスの諸機関との協力のもとに、日仏間の経済学の交流を促進すること
を目的とする。

第3条本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行なう。
イ）フランスの経済学者を日本に受け入れ、また、日本の経済学者をフランスに派遣することにつき斡

旋・協力し、並びに両国間における経済学研究者の交換を助成すること。

ロ）フランスの重要な経済学文献の日本語訳を促進し、必要に応じてこれを援助すること。
ハ）日本の重要な経済学文献のフランス語訳を促進し、必要に応じてこれを援助すること。
二）刊行物、特に主要な経済学または経済学誌を通じて、日仏両国における経済学説並びに経済の動向

に関する相互の理解を深めること。

ホ）両国相互の経済並びに経済学文献の整備、特に両国のビプリオテクの整備に関し、適切な措置を講
ずることに努め、かつ、これを促進すること。

へ）その他本会の目的に適する事業。

第4条本会の事務所を、東京都千代田区神田駿河台2丁目3番地日仏会館内に置く。
第5条本会は、次に定める会員をもってこれを構成する。

イ）正会員：本会の事業に実際に参加協力する者。
ロ）賛助会員：本会に対し、精神的または物質的な支持を与える者の中から選ばれた者。
ハ）名誉会員：日仏両国間の経済学の交流に特に寄与した者の中から選ばれた者。

第6条本会の目的に賛同するものは、正会員となることを求めることができる。この請求は、正会員1名の推薦
により、理事会の承認を経なければならない。名誉会員または賛助会員の資格は、理事会がこれを与える。
但し、その資格は、本人の同意がなければ確定しない。

第7条会費は、次のように定める。
イ）正会員年額6,000円（院生会員4,000円）
ロ）賛助会員自然人の場合年額5,000円

法人の場合年額5,000円以上

ハ）名誉会員は会費を納めることを要しない。

第8条会員に重大な義務違反がある場合には、理事会の決定によって、この者を本会から除名することができる。
この者の異議があるときは、この決定は総会の承認を得なければならない。

第9条会長は、理事会において理事の中から互選され、本会の事業を統率し、本会を代表する。
第’0条理事会は、若干の理事をもって構成され、総会により選挙される。理事会は、本会の業務を執行する。理

事の任期は2年とする。

2会計監査のために、監査役を設けることができる。監査役は、総会により選任される。
第11条会長は、名誉会員のなかから顧問を委嘱することができる。顧問は、会長の請求により、理事会に対して

意見を述べることを職務とする。
第12条会長は、本会の発展のために特に功労のあった者に、総会の識を経て、名誉会長の称号をおくることがで
第13条総会は、正会員の全員をもって構成する。正式に召集された会員の3分の1が出席し、または、代理され

きる。

ているときは、総会は有効に決議することができる。総会は少なくとも年1回召集され､理事会の報告を
聞き、必要な場合には理事を選挙し、本会の事業について決議する。第14条この会則は、出席者および代理されている会員の3分の2の多数で､総会がこれを変更することができる｡

I
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<支出》

前期繰越

会費（郵便振替分）

会費（大会当日納入分）
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通信費

事務費
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投稿規定
１
１

1本「BITT'T,F1Tm」への投稿は、原則として会員によるものとする。

2論文の投稿分量は、原則として200字詰原稿用紙80枚以内とする(図表等を含む)。
3使用言語は、日本語・仏語のいずれでもよい。

4タイプまたはワード・プロセッサーによって作成された完成原稿であるものとする。
スクを送付されたい。文書はできる限り、MS-DOSフォーマットで初期化したう
たい。文書名は、半角8文字のあとに、ピリオド「.」と拡張子「TXT」を入力するこ

１
１
１
１

であるものとする。原稿とともにフロッピーデイ

トで初期化したフロッピーディスクに書込まれ

を入力すること。
＜例BULLETIN・TXT>

別紙に仏文の表題を書き添えること。

投稿論文の掲載可否は、編集季昌今I

５
６

編集委員会にて決定する。

’

’
1

■
一

東京都新宿区西早稲田1-6-1
早稲田大学大学院経済学研究科西川研究室気付
日仏経済学会事務局
f"03-3203.4141(内線3450)

〒169-50
連絡先：
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